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(57)【要約】
【課題】タンパク質含有フォーム、その製造および使用の提供。
【解決手段】本発明は、一般に、タンパク質含有ポリウレタンフォーム、ポリウレタンフ
ォームを製造する方法および組成物、ならびにポリウレタンフォームを含む物品に関する
。一態様では、本発明は、ポリウレタンをベースにするフォームを安定化させることがで
きる単離された水溶性ポリペプチド組成物を提供する。単離された水溶性ポリペプチド画
分は、次の特徴、即ち、（ａ）固体状態フーリエ変換赤外分光法（ＦＴＩＲ）で測定した
場合、約１６３３ｃｍ－１～１６８０ｃｍ－１のアミド－Ｉ吸収帯、（ｂ）固体状態ＦＴ
ＩＲで測定した場合、約１５２２ｃｍ－１～１５６０ｃｍ－１のアミド－ＩＩ吸収帯、な
どを有する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
タンパク質含有フォーム、その製造および使用など。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本出願は、同時係属中の米国仮特許出願第６１／２４６，２１５号（２００９年９月２
８日出願）、同時係属中の米国仮特許出願第６１／２４６，２０８号（２００９年９月２
８日出願）、および同時係属中の米国仮特許出願第６１／１５７，９４４号（２００９年
３月６日出願）の利益および優先権を主張し、これらはそれぞれ内容全体が参照により本
明細書に援用される。
【０００２】
　本発明は、一般に、タンパク質含有フォーム、その製造およびその使用に関する。
【背景技術】
【０００３】
　フォームは、例えば、発泡断熱材、包装用発泡体、安全パッド、カーペット裏地、木目
調備品用の装飾用発泡体等を含む様々な工業用途および消費者用途に使用されている。こ
れらのフォームの利用は世界中で増大し続けている。増大の原因は、とりわけ、それらが
軽量であり、強度対重量比が優れていること、それらの断熱および防音特性、ならびに、
フォームのエネルギー吸収特性にあると言える。ポリウレタンフォームは広く普及してお
り、様々な異なる形態に製造することができる。例えば、ポリウレタンフォームは軟質、
半硬質、または硬質の形態に製造することができ、軟質フォームは一般に硬質フォームと
比較して柔軟で、低密度で、可撓性があり、荷重を加えた後、構造的に回復し易い。
【０００４】
　ポリウレタンフォームの製造は、フォームの分野で広く論じられてきた。それにもかか
わらず、ポリウレタンフォームの一般的な製造方法は、主鎖ウレタン基を形成するポリオ
ールとイソシアネートの反応による。典型的には、発泡剤（例えば、不活性ガスまたはガ
スを生成する化合物など）を使用して、フォームに気泡を形成する。製造中に追加の調整
剤（例えば、触媒および界面活性剤など）を添加して、得られるフォーム製品の特性を調
整してもよい。
【０００５】
　最近、ポリウレタンフォームの製造におけるポリエステルポリオールまたはポリエーテ
ルポリオールの使用を、より汎用性があり、再生可能で、より低コストで、より環境にや
さしい成分で代替するまたは低減する努力が行われてきた。例えば、フォームは、植物由
来の脂肪酸トリグリセリドを使用して製造されてきた。このような材料は再生可能であり
、比較的安価で、汎用性があり、環境にやさしいため、それらはフォーム製造の成分とし
て望ましい。
【０００６】
　しかし、フォームの特性を調整できる、再生可能で、より低コストで、より環境にやさ
しい薬剤が依然として必要とされている。例えば、より高い発泡高さ、均一な気泡構造、
および／またはより低密度のフォームなどのフォームの特性を改善するのに使用できる再
生可能な材料が有利であろう。安価に且つ大量に得ることができる廃棄副産物中に存在す
る材料は特に有用である。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、一部、例えば、廃棄植物系バイオマスなどの様々な出発原料から得ることが
できる特定のタンパク質組成物を使用して、フォームの特性を調整することができ、例え
ば、より小さく、より均一な気泡をより多く含有する、より低密度のフォームを製造する
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ことができるという知見に基づく。
【０００８】
　一態様では、本発明は、ポリウレタンをベースにするフォームを安定化させることがで
きる単離された水溶性ポリペプチド組成物を提供する。単離された水溶性ポリペプチド画
分は、次の特徴、即ち、（ａ）固体状態フーリエ変換赤外分光法（ＦＴＩＲ）で測定した
場合、約１６３３ｃｍ－１～１６８０ｃｍ－１のアミド－Ｉ吸収帯、（ｂ）固体状態ＦＴ
ＩＲで測定した場合、約１５２２ｃｍ－１～１５６０ｃｍ－１のアミド－ＩＩ吸収帯、（
ｃ）固体状態ＦＴＩＲで測定した場合、約３２００ｃｍ－１および約３３００ｃｍ－１を
中心とする２つの顕著な１°アミドＮ－Ｈ伸縮振動吸収帯、（ｄ）溶液状態二次元プロト
ン－窒素相関ＮＭＲで測定した場合、約９４ｐｐｍ－約１００ｐｐｍの１５Ｎ化学シフト
範囲と、約７．６ｐｐｍ－約８．１ｐｐｍの１Ｈ化学シフト範囲とによって画定されるプ
ロトン化窒素核の顕著なクラスター、（ｅ）約６００～約２，５００ダルトンの平均分子
量、（ｆ）水中油型エマルションを安定化できないことであって、水８６重量部に溶解ま
たは分散したタンパク質１４重量部を含む水溶液を、ポリメリックジフェニルメタンジイ
ソシアネート（ＰＭＤＩ）１４重量部と混合した場合、水溶液とＰＭＤＩが混合後５分以
内に静的状態で巨視的に相分離する不安定な懸濁液を形成すること、（ｇ）水溶性ポリペ
プチド組成物は、同じ出発組成物から製造されたが水溶性タンパク質組成物を含まないポ
リウレタンをベースにするフォームと比較して、ポリウレタンをベースにするフォームを
安定化させることができること、および（ｈ）水溶性ポリペプチド組成物は、同じ出発組
成物から製造されたが水溶性ポリペプチド組成物を含まないポリウレタンをベースにする
フォームと比較して、ポリウレタンをベースにするフォームの密度を少なくとも５％（例
えば、少なくとも１０％、２０％、３０％、４０％、５０％、６０％、７０％、８０％、
９０％または１００％）低下させることができること、の１つ以上を含む。
【０００９】
　別の態様では、本発明は、フォームの製造に使用される単離された水溶性ポリペプチド
組成物の製造方法を提供する。本方法は、（ａ）タンパク質含有出発原料をｐＨ約６．５
超の水溶液中に少なくとも５分間分散させ、粒子状物質を含有する懸濁液を製造する工程
、（ｂ）工程（ａ）の後に、任意選択によりｐＨを約４．０～５．０に低下させる工程、
および、（ｃ）その後、粒子状物質から水溶液を分離し、それによって本明細書に記載の
水溶性ポリペプチド組成物用の濃縮された溶液を得る工程を含む。
【００１０】
　特定の実施形態では、本方法は、さらに、（ｉ）工程（ａ）の前に、出発原料を酵素で
消化する工程、（ｉｉ）工程（ａ）の後に、懸濁液を酵素で消化する工程、（ｉｉｉ）工
程（ｂ）の後に、懸濁液を酵素で消化する工程、または（ｉｖ）工程（ｃ）の後に、水溶
性ポリペプチド組成物用の濃縮された溶液を酵素で消化する工程、の１つ以上を含む。有
用な酵素としては、例えば、セリン特異性プロテアーゼ、ロイシン特異性プロテアーゼ、
リシン特異性プロテアーゼ、またはアルギニン特異性プロテアーゼが挙げられる。本方法
は、任意選択により、工程（ｃ）で得られた水溶性ポリペプチド組成物を乾燥させる工程
をさらに含む。
【００１１】
　これらの態様のそれぞれにおいて、水溶性タンパク質組成物は、動物性材料（例えば、
牛乳および乳清、魚粉、動物組織）由来であっても、または植物性材料（例えば、コーン
、小麦、ヒマワリ、木綿、菜種、キャノーラ、ヒマ、大豆、アマナズナ、亜麻、ナンヨウ
アブラギリ、アオイ科植物、落花生、藻類、豆類、ヤシ、タバコ、サトウキビ搾りかす、
およびこれらの組み合わせ）由来であってもよい。他の特定の実施形態では、水溶性タン
パク質組成物の製造方法における出発原料（バイオマス）は、乳清、キャノーラミール、
キャノーラタンパク質単離物、ヒマミール、ヒマタンパク質単離物、大豆ミール、大豆タ
ンパク質単離物、またはこれらの組み合わせであってもよい。
【００１２】
　別の態様では、本発明は、本明細書に記載の水溶性タンパク質組成物を使用して製造さ
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れるフォームを提供する。本フォームは、（ａ）本明細書に記載の水溶性ポリペプチド組
成物、（ｂ）イソシアネートをベースにする反応物、および（ｃ）任意選択のイソシアネ
ート反応性化合物、を含む混合物の反応生成物を含むポリウレタンフォームであってもよ
い。特定の実施形態では、混合物は、任意選択により、とりわけ界面活性剤および／また
は触媒および／または発泡剤をさらに含んでもよい。
【００１３】
　別の態様では、本発明は、（ａ）タンパク質含有組成物、（ｂ）イソシアネートをベー
スにする反応物、および（ｃ）任意選択のイソシアネート反応性成分、を含む混合物の反
応生成物を含むポリウレタンフォームを提供し、タンパク質含有組成物は、同じ混合物か
ら製造されたがタンパク質含有組成物を含まないポリウレタンフォームと比較して、ポリ
ウレタンフォームの密度を少なくとも５％（例えば、少なくとも１０％、２０％、３０％
、４０％、５０％、６０％、７０％、８０％または９０％）低下させることができる。特
定の実施形態では、混合物は、任意選択により、とりわけ界面活性剤および／または触媒
および／または発泡剤をさらに含んでもよい。
【００１４】
　別の態様では、本発明は、（ａ）単離されたタンパク質を含有する組成物でこのタンパ
ク質含有組成物は、水性媒体中にＰＭＤＩを分散させることができるもの、（ｂ）イソシ
アネートをベースにする反応物、および（ｃ）任意選択のイソシアネート反応性成分、を
含む混合物の反応生成物を含むポリウレタンフォームを提供する。タンパク質含有組成物
は、水不溶性／水分散性タンパク質画分を単独でまたは水溶性タンパク質画分と組み合わ
せて含む。特定の実施形態では、混合物は、任意選択により、とりわけ界面活性剤および
／または触媒および／または発泡剤をさらに含んでもよい。
【００１５】
　前述の態様のそれぞれにおいて、イソシアネートをベースにする反応物は、有機ポリイ
ソシアネート、例えば、ポリメリックジフェニルメタンジイソシアネート、２，４－トリ
レンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネート、ベンゼンジイソシアネート
、ｍ－キシリレンジイソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、１，３－フ
ェニレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルジイソシアネート、４，４’－ジフェ
ニルジメチルメタンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、トリジンジイ
ソシアネート、ジアニシジンジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシアネート、
１，４－シクロヘキサンジイソシアネート、またはこれらの組み合わせであってもよい。
代わりに、またはさらに、イソシアネートをベースにする反応物は、ウレタン、アロファ
ネート、尿素、ビウレット、カルボジイミド、ウレトンイミン（ｕｅｔｏｎｉｍｉｎｅ）
、イソシアヌレート、またはこれらの組み合わせを含む。特定の実施形態では、イソシア
ネートをベースにする反応物は、ポリメリックジフェニルメタンジイソシアネートであっ
てもよい。
【００１６】
　イソシアネート反応性化合物は、イソシアネートと求核反応する化合物であってもよい
。例えば、イソシアネート反応性化合物は、例えば、イソシアネートと反応できるヒドロ
キシル基またはアミノ基を有する化合物であってもよい。特定の実施形態では、イソシア
ネート反応性化合物は、ポリオール、例えば、ヒマシ油、アマニ油、または大豆油由来の
ポリオールである。他の特定の実施形態では、イソシアネート反応性化合物は、グリセロ
ール、トリメチロールプロパン、トリエタノールアミン、ペンタエリスリトール、ソルビ
トール、ショ糖、ジアミン、トリレンジアミン、ジアミノジフェニルメタン、ポリメチレ
ンポリフェニレンポリアミン、エタノールアミン、ジエタノールアミン、またはこれらの
混合物からなる群から選択される化合物を開始剤として用いたポリオールである。さらに
、イソシアネート反応性化合物は、単独で、または前述のイソシアネート反応性化合物の
いずれかと組み合わせて使用される水不溶性／水分散性ポリペプチド組成物を含んでもよ
い。水不溶性／水分散性ポリペプチド組成物は、イソシアネートをベースにする反応物と
一緒に分散し、得られる硬化フォームの不可分の構造成分となることができる。しかし、
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水溶性ポリペプチドタンパク質と異なり、水不溶性ポリペプチド組成物は、通常、得られ
るフォームの密度を低下させない。
【００１７】
　代わりに、またはさらに、イソシアネート反応性化合物は、ヒドロキシル末端ポリチオ
エーテル、ポリアミド、ポリエステルアミド、ポリカーボネート、ポリアセタール、ポリ
オレフィンまたはポリシロキサン、またはグリコールもしくはそれより高官能基数のポリ
オールとジカルボン酸との縮合によって得られるポリエステルであってもよい。特定の実
施形態では、イソシアネート反応性化合物は、ポリオキシプロピレングリコール、ポリプ
ロピレンオキサイド－エチレンオキサイド、プロピレングリコール、プロパンジオール、
グリセリン、アミンアルコキシレート、またはこれらの混合物である。他の特定の実施形
態では、イソシアネート反応性化合物はポリオキシプロピレングリコールである。
【００１８】
　特定の実施形態では、フォームの密度は、ＡＳＴＭ　Ｄ－７４８７により測定した場合
、約０．０１ｇ／ｃｍ３～約０．５ｇ／ｃｍ３の範囲である。特定の実施形態では、フォ
ームの密度は、同じ出発組成物から製造されたが本明細書に記載の水溶性ポリペプチド組
成物、または得られるフォームの密度を低下させるのに十分な量の水溶性タンパク質を含
有するタンパク質含有組成物を含まないフォームより５％～８０％低密度となり得る。他
の特定の実施形態では、ＡＳＴＭ　Ｄ－７４８７により定義されるフォームクリームタイ
ムが、１分未満である。他の特定の実施形態では、ＡＳＴＭ　Ｄ７４８７で測定されるフ
ォーム自由発泡高さは、同じ出発組成物から製造されたが本明細書に記載の水溶性ポリペ
プチド組成物、または得られるフォームの密度を低下させるのに十分な量の水溶性タンパ
ク質を含有するタンパク質含有組成物を含まないフォームのフォーム自由発泡高さより大
きい。例えば、フォーム自由発泡高さは、同じ出発組成物から製造されたがこのようなタ
ンパク質を含まないフォームのフォーム自由発泡高さより少なくとも５％大きくなり得る
。他の特定の実施形態では、本フォームは、同じ出発組成物から製造されたが本明細書に
記載の水溶性ポリペプチド組成物、または得られるフォームの密度を低下させるのに十分
な量の水溶性タンパク質を含有するタンパク質含有組成物を含まないフォームと比較して
、より小さく、より均一な気泡をより多く有する。
【００１９】
　別の態様では、本発明は、（ａ）タンパク質含有組成物（例えば、本明細書に記載の水
溶性ポリペプチド組成物）とイソシアネートをベースにする反応物を混合して混合物を製
造する工程、および（ｂ）混合物からポリウレタンフォームを製造する工程、を含むポリ
ウレタンフォームの製造方法を提供する。得られるフォームの密度を低下させるのに有効
であるように水溶性画分を単離する必要はないが、特定の状況では、水溶性タンパク質画
分と水不溶性タンパク質画分を分離し、それらを制御された割合で添加し、得られるフォ
ームの特性を調整することが望ましい。特定の実施形態では、工程（ａ）の混合物は、さ
らにイソシアネート反応性化合物を含む。イソシアネートをベースにする反応物とイソシ
アネート反応性化合物は、本発明の他の態様に関して前述されたものと同じであってもよ
い。
【００２０】
　工程（ａ）の混合物は、任意選択により、発泡剤、または発泡剤を生成する化合物をさ
らに含む。特定の状況では、水は発泡剤を生成できることが分かる。水溶性タンパク質を
、水中に、イソシアネートをベースにする反応物を含有する溶液中に、またはイソシアネ
ート反応性物質を含有する溶液中に溶解、分散、または懸濁させてもよい。
【００２１】
　特定の実施形態では、工程（ａ）の混合物は、フォームの生成を促進する触媒をさらに
含んでもよい。例示的な触媒としては、例えば、ジブチル錫ジラウレート、ジブチル錫ジ
アセテート、トリエチレンジアミン、２，２’－ジメチルアミノジエチルエーテル、２－
ジメチルアミノエタノール、オクタン酸第一錫、オクタン酸カリウム、カルボン酸のアル
カリ金属塩、またはこれらの組み合わせが挙げられる。代わりに、またはさらに、工程（
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ａ）の混合物は、界面活性剤、例えば、ポリエーテルシリコーンをさらに含む。代わりに
、またはさらに、工程（ａ）の混合物は、難燃剤、充填剤、補強剤、煙抑制剤、殺生物剤
、不活性可塑剤、帯電防止剤、およびこれらの組み合わせからなる群から選択される添加
剤をさらに含んでもよい。
【００２２】
　特定の実施形態では、イソシアネートをベースにする反応物は、フォームの製造に使用
される出発原料の約１０％（ｗ／ｗ）～約９０％（ｗ／ｗ）を構成する。他の特定の実施
形態では、イソシアネート反応性化合物は、フォームの製造に使用される出発原料の約１
０％（ｗ／ｗ）～約９０％（ｗ／ｗ）を構成する。他の特定の実施形態では、タンパク質
含有組成物（例えば、水溶性ポリペプチド組成物）は、フォームの製造に使用される出発
原料の約０．０１％（ｗ／ｗ）～約５０％（ｗ／ｗ）を構成する。他の特定の実施形態で
は、フォームは約２５０％～約８００％の範囲のインデックスで製造される。
【００２３】
　別の態様では、本発明は、タンパク質含有組成物（例えば、本明細書に記載の水溶性ポ
リペプチド組成物、水不溶性／水分散性ポリペプチド組成物、またはこれらの混合物）お
よびイソシアネートをベースにする反応物を含む、ポリウレタンフォームを製造するため
のプレミックスを提供する。タンパク質含有組成物は、同じ混合物から製造されたがタン
パク質含有組成物を含まないポリウレタンフォームと比較して、ポリウレタンフォームの
密度を少なくとも５％（例えば、少なくとも１０％、２０％、３０％、４０％、５０％、
６０％、７０％、８０％または９０％）低下させることができることを特徴とする。プレ
ミックスは、また、とりわけイソシアネート反応性化合物、発泡剤または発泡剤を生成す
る化合物、界面活性剤、およびフォームの生成を促進する触媒を含んでもよい。
【００２４】
　イソシアネートをベースにする反応物、イソシアネート反応性化合物、発泡剤または発
泡剤を生成する化合物、界面活性剤、および触媒は前述のものと同じであってもよい。特
定の実施形態では、イソシアネートをベースにする反応物は、プレミックスの約１０％（
ｗ／ｗ）～約９０％（ｗ／ｗ）を構成する。特定の実施形態では、イソシアネート反応性
化合物は、プレミックスの約１０％（ｗ／ｗ）～約９０％（ｗ／ｗ）を構成する。他の特
定の実施形態では、タンパク質含有組成物（例えば、水溶性ポリペプチド組成物）は、フ
ォームの製造に使用される出発原料の約０．１％（ｗ／ｗ）～約９９％（ｗ／ｗ）を構成
する。
【００２５】
　別の態様では、本発明は、本明細書に記載のフォームを含む物品を提供する。
　本発明の好ましい実施形態では、例えば以下が提供される：
（項目１）
　ポリウレタンをベースにするフォームを安定化させることができる単離された水溶性ポ
リペプチド組成物であって、次の特徴、
（ａ）固体状態ＦＴＩＲで測定した場合、約１６３３ｃｍ－１～１６８０ｃｍ－１のアミ
ド－Ｉ吸収帯、
（ｂ）固体状態ＦＴＩＲで測定した場合、約１５２２ｃｍ－１～１５６０ｃｍ－１のアミ
ド－ＩＩ吸収帯、
（ｃ）固体状態ＦＴＩＲで測定した場合、約３２００ｃｍ－１および約３３００ｃｍ－１

を中心とする２つの顕著な１°アミドＮ－Ｈ伸縮振動吸収帯、
（ｄ）溶液状態二次元プロトン－窒素相関ＮＭＲで測定した場合、約９４ｐｐｍ－約１０
０ｐｐｍの１５Ｎ化学シフト範囲と、約７．６ｐｐｍ－約８．１ｐｐｍの１Ｈ化学シフト
範囲とによって画定されるプロトン化窒素核の顕著なクラスター、
（ｅ）約６００～約２，５００ダルトンの平均分子量、
（ｆ）水中油型エマルションを安定化できないことであって、水８６重量部に溶解または
分散したタンパク質１４重量部を含む水溶液を、ＰＭＤＩ１４重量部と混合した場合、前
記水溶液と前記ＰＭＤＩが混合後５分以内に静的状態で巨視的に相分離する不安定な懸濁
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液を形成すること、
（ｇ）前記水溶性ポリペプチド組成物は、同じ出発組成物から製造されたが前記水溶性タ
ンパク質組成物を含まないポリウレタンをベースにするフォームと比較して、ポリウレタ
ンをベースにするフォームを安定化させることができること、または、
（ｈ）前記水溶性ポリペプチド組成物は、前記同じ出発組成物から製造されたが前記水溶
性ポリペプチド組成物を含まないポリウレタンをベースにするフォームと比較して、ポリ
ウレタンをベースにするフォームの密度を少なくとも５％低下させることができること、
の１つ以上を含む組成物。
（項目２）
　前記組成物が、乳清、コーン、小麦、ヒマワリ、木綿、菜種、キャノーラ、ヒマ、大豆
、アマナズナ、亜麻、ナンヨウアブラギリ、アオイ科植物、落花生、タバコ、藻類、サト
ウキビ搾りかす、およびこれらの組み合わせからなる群から選択されるバイオマスに由来
する、項目１に記載のポリペプチド組成物。
（項目３）
　前記組成物が、乳清、キャノーラ、ヒマ、または大豆に由来する、項目１に記載のポリ
ペプチド組成物。
（項目４）
　フォームの製造に使用される単離された水溶性ポリペプチド組成物の製造方法であって
、
（ａ）タンパク質含有出発原料をｐＨ約６．５超の水溶液中に少なくとも５分間分散させ
、粒子状物質を含有する懸濁液を製造する工程、
（ｂ）工程（ａ）の後に、任意選択によりｐＨを約４．０～５．０に低下させる工程、お
よび、
（ｃ）その後、前記粒子状物質から前記水溶液を分離し、それによって項目１に記載の水
溶性ポリペプチド組成物用の濃縮された溶液を得る工程、
を含む方法。
（項目５）
　前記出発原料が、乳清、キャノーラミール、キャノーラタンパク質単離物、ヒマミール
、ヒマタンパク質単離物、大豆ミール、大豆タンパク質単離物、またはこれらの組み合わ
せである、項目４に記載の方法。
（項目６）
　（ｉ）工程（ａ）の前に、前記出発原料を酵素で消化する工程、
（ｉｉ）工程（ａ）の後に、前記懸濁液を酵素で消化する工程、
（ｉｉｉ）工程（ｂ）の後に、前記懸濁液を酵素で消化する工程、または
（ｉｖ）工程（ｃ）の後に、前記水溶性ポリペプチド組成物用の濃縮された溶液を酵素で
消化する工程、
の１つ以上をさらに含む、項目４または５に記載の方法。
（項目７）
　前記酵素が、セリン特異性プロテアーゼ、ロイシン特異性プロテアーゼ、リシン特異性
プロテアーゼ、またはアルギニン特異性プロテアーゼである、項目６に記載の方法。
（項目８）
　工程（ｃ）で得られた前記水溶性ポリペプチド組成物を乾燥させる工程をさらに含む、
項目４～７のいずれか一項に記載の方法。
（項目９）
　項目１～３のいずれか一項に記載の水溶性タンパク質を使用して製造されるフォーム。
（項目１０）
　（ａ）イソシアネートをベースにする反応物、
（ｂ）任意選択のイソシアネート反応性化合物、および
（ｃ）
　ｉ．項目１～４のいずれか一項に記載の水溶性ポリペプチド組成物、または
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　ｉｉ．前記同じ混合物から製造されたが前記タンパク質含有組成物を含まないポリウレ
タンフォームと比較して、前記ポリウレタンフォームの密度を少なくとも５％低下させる
ことができるタンパク質含有組成物、
を含むタンパク質含有組成物、
を含む混合物の反応生成物を含むポリウレタンフォーム。
（項目１１）
　（ａ）単離されたタンパク質を含有する組成物であって、前記タンパク質が水性媒体中
にＰＭＤＩを分散させることができる組成物、
（ｂ）イソシアネートをベースにする反応物、および
（ｃ）任意選択のイソシアネート反応性化合物、
を含む混合物の反応生成物を含むポリウレタンフォーム。
（項目１２）
　前記イソシアネートをベースにする反応物が有機ポリイソシアネートである、項目１０
または１１に記載のポリウレタンフォーム。
（項目１３）
　前記有機ポリイソシアネートが、ポリメリックジフェニルメタンジイソシアネート、２
，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネート、ベンゼンジイソ
シアネート、ｍ－キシリレンジイソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、
１，３－フェニレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルジイソシアネート、４，４
’－ジフェニルジメチルメタンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、ト
リジンジイソシアネート、ジアニシジンジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシ
アネート、１，４－シクロヘキサンジイソシアネート、またはこれらの組み合わせである
、項目１２に記載のポリウレタンフォーム。
（項目１４）
　前記イソシアネートをベースにする反応物が、ウレタン、アロファネート、尿素、ビウ
レット、カルボジイミド、ウレトンイミン、イソシアヌレート、またはこれらの組み合わ
せを含む、項目１０または１１に記載のポリウレタンフォーム。
（項目１５）
　前記イソシアネートをベースにする反応物が、ポリメリックジフェニルメタンジイソシ
アネートである、項目１０または１１に記載のポリウレタンフォーム。
（項目１６）
　前記イソシアネート反応性化合物が、イソシアネートと求核反応する化合物である、請
求項１０～１５のいずれか一項に記載のポリウレタンフォーム。
（項目１７）
　前記イソシアネート反応性化合物が、前記イソシアネートと反応できるヒドロキシル基
またはアミノ基を有する化合物である、項目１６に記載のポリウレタンフォーム。
（項目１８）
　前記イソシアネート反応性化合物がポリオールである、項目１０～１７のいずれか一項
に記載のポリウレタンフォーム。
（項目１９）
　前記イソシアネート反応性化合物が、ヒマシ油、アマニ油、または大豆油由来のポリオ
ールである、項目１０～１８のいずれか一項に記載のポリウレタンフォーム。
（項目２０）
　前記イソシアネート反応性化合物が、グリセロール、トリメチロールプロパン、トリエ
タノールアミン、ペンタエリスリトール、ソルビトール、ショ糖、ジアミン、トリレンジ
アミン、ジアミノジフェニルメタン、ポリメチレンポリフェニレンポリアミン、エタノー
ルアミン、ジエタノールアミン、またはこれらの混合物からなる群から選択される化合物
を開始剤として用いたポリオールである、項目１０～１８のいずれか一項に記載のポリウ
レタンフォーム。
（項目２１）
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　前記イソシアネート反応性化合物が、ヒドロキシル末端ポリチオエーテル、ポリアミド
、ポリエステルアミド、ポリカーボネート、ポリアセタール、ポリオレフィンまたはポリ
シロキサンであるか、またはグリコールもしくはそれより高官能基数のポリオールとジカ
ルボン酸との縮合によって得られるポリエステルである、項目１０～１８のいずれか一項
に記載のポリウレタンフォーム。
（項目２２）
　前記イソシアネート反応性化合物が、ポリオキシプロピレングリコール、ポリプロピレ
ンオキサイド－エチレンオキサイド、プロピレングリコール、プロパンジオール、グリセ
リン、アミンアルコキシレート、またはこれらの混合物である、項目１０～１８のいずれ
か一項に記載のポリウレタンフォーム。
（項目２３）
　前記イソシアネート反応性化合物がポリオキシプロピレングリコールである、項目１０
～１８のいずれか一項に記載のポリウレタンフォーム。
（項目２４）
　前記混合物が界面活性剤をさらに含む、項目１０～２３のいずれか一項に記載のポリウ
レタンフォーム。
（項目２５）
　前記フォームの密度が、ＡＳＴＭ　Ｄ－７４８７で測定した場合、約０．０１ｇ／ｃｍ
３～約０．５ｇ／ｃｍ３の範囲である、項目１０～２４のいずれか一項に記載のポリウレ
タンフォーム。
（項目２６）
　前記フォームの密度が、前記同じ出発組成物から製造されたが前記水溶性ポリペプチド
組成物または前記タンパク質含有組成物を含まないフォームより５％～８０％低密度であ
る、項目１０～２５のいずれか一項に記載のポリウレタンフォーム。
（項目２７）
　ＡＳＴＭ　Ｄ－７４８７で定義されるフォームクリームタイムが、１分未満である、項
目１０～２６のいずれか一項に記載のポリウレタンフォーム。
（項目２８）
　ＡＳＴＭ　Ｄ７４８７で測定されるフォーム自由発泡高さが、前記同じ出発組成物から
製造されたが前記水溶性ポリペプチド組成物または前記タンパク質含有組成物を含まない
フォームのフォーム自由発泡高さより大きい、項目１０～２７のいずれか一項に記載のポ
リウレタンフォーム。
（項目２９）
　前記フォーム自由発泡高さが、前記同じ出発組成物から製造されたが前記水溶性ポリペ
プチド組成物または前記タンパク質含有組成物を含まないフォームのフォーム自由発泡高
さより少なくとも５％大きい、項目２８に記載のポリウレタンフォーム。
（項目３０）
　前記フォームが、前記同じ出発組成物から製造されたが前記水溶性ポリペプチド組成物
または前記タンパク質含有組成物を含まないフォームと比較して、小さく、均一な気泡を
より多く有する、項目１０～２８のいずれか一項に記載のポリウレタンフォーム。
（項目３１）
　ポリウレタンフォームの製造方法であって、
　（ａ）タンパク質含有組成物とイソシアネートをベースにする反応物を混合して混合物
を製造する工程、および
　（ｂ）前記混合物からポリウレタンフォームを製造可能にする工程、
を含み、前記タンパク質含有組成物は、前記同じ混合物から製造されたが前記タンパク質
含有成分を含まないポリウレタンフォームと比較して、前記ポリウレタンフォームの密度
を少なくとも５％低下させることができる方法。
（項目３２）
　前記タンパク質含有組成物が、項目１～３のいずれか一項に記載の水溶性ポリペプチド
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組成物を含む、項目３１に記載の方法。
（項目３３）
　前記工程（ａ）の混合物が、イソシアネート反応性化合物をさらに含む、項目３１また
は３２に記載の方法。
（項目３４）
　前記イソシアネートをベースにする反応物が有機ポリイソシアネートである、項目３１
～３３のいずれか一項に記載の方法。
（項目３５）
　前記有機ポリイソシアネートが、ポリメリックジフェニルメタンジイソシアネート、２
，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネート、ベンゼンジイソ
シアネート、ｍ－キシリレンジイソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、
１，３－フェニレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルジイソシアネート、４，４
’－ジフェニルジメチルメタンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、ト
リジンジイソシアネート、ジアニシジンジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシ
アネート、１，４－シクロヘキサンジイソシアネート、またはこれらの組み合わせである
、項目３４に記載の方法。
（項目３６）
　前記イソシアネートをベースにする反応物が、ウレタン、アロファネート、尿素、ビウ
レット、カルボジイミド、ウレトンイミン、イソシアヌレート、またはこれらの組み合わ
せを含む、項目３１～３５のいずれか一項に記載の方法。
（項目３７）
　前記イソシアネートをベースにする反応物が、ポリメリックジフェニルメタンジイソシ
アネートである、項目３１～３３のいずれか一項に記載の方法。
（項目３８）
　前記イソシアネート反応性化合物が、イソシアネートと求核反応する、項目３１～３７
のいずれか一項に記載の方法。
（項目３９）
　前記イソシアネート反応性化合物が、前記イソシアネートと反応できるヒドロキシル基
またはアミノ基を有する化合物である、項目３８に記載の方法。
（項目４０）
　前記イソシアネート反応性化合物がポリオールである、項目３３～３８のいずれか一項
に記載の方法。
（項目４１）
　前記イソシアネート反応性化合物が、ヒマシ油、アマニ油、または大豆油由来のポリオ
ールである、項目３１～３９のいずれか一項に記載の方法。
（項目４２）
　前記イソシアネート反応性化合物が、グリセロール、トリメチロールプロパン、トリエ
タノールアミン、ペンタエリスリトール、ソルビトール、ショ糖、ジアミン、トリレンジ
アミン、ジアミノジフェニルメタン、ポリメチレンポリフェニレンポリアミン、エタノー
ルアミン、ジエタノールアミン、またはこれらの混合物からなる群から選択される化合物
を開始剤として用いたポリオールである、項目３１～３９のいずれか一項に記載の方法。
（項目４３）
　前記イソシアネート反応性化合物が、グリコールもしくはそれより高官能基数のポリオ
ールとジカルボン酸との縮合によって得られるポリエステル、またはヒドロキシル末端ポ
リチオエーテル、ポリアミド、ポリエステルアミド、ポリカーボネート、ポリアセタール
、ポリオレフィンまたはポリシロキサンである、項目３１～３９のいずれか一項に記載の
方法。
（項目４４）
　前記イソシアネート反応性化合物が、ポリオキシプロピレングリコール、ポリプロピレ
ンオキサイド－エチレンオキサイド、プロピレングリコール、プロパンジオール、グリセ



(11) JP 2016-211007 A 2016.12.15

10

20

30

40

50

リン、アミンアルコキシレート、またはこれらの混合物である、項目３１～３９のいずれ
か一項に記載の方法。
（項目４５）
　前記イソシアネート反応性化合物がポリオキシプロピレングリコールである、項目３１
～３９のいずれか一項に記載の方法。
（項目４６）
　前記工程（ａ）の混合物が、発泡剤、または発泡剤を生成する化合物をさらに含む、項
目３１～４５のいずれか一項に記載の方法。
（項目４７）
　前記発泡剤を生成する化合物が水である、項目４６に記載の方法。
（項目４８）
　前記水溶性タンパク質を、水中に、前記イソシアネートをベースにする反応物を含有す
る溶液中に、または前記イソシアネート反応性物質を含有する溶液中に溶解、分散、また
は懸濁させる、項目３１～４７のいずれか一項に記載の方法。
（項目４９）
　前記工程（ａ）の混合物が、前記フォームの生成を促進する触媒をさらに含む、項目３
１～４８のいずれか一項に記載の方法。
（項目５０）
　前記触媒が、ジブチル錫ジラウレート、ジブチル錫ジアセテート、トリエチレンジアミ
ン、２，２’－ジメチルアミノジエチルエーテル、２－ジメチルアミノエタノール、オク
タン酸第一錫、オクタン酸カリウム、カルボン酸のアルカリ金属塩、またはこれらの組み
合わせである、項目４９に記載の方法。
（項目５１）
　前記工程（ａ）の混合物が界面活性剤をさらに含む、項目３１～５０のいずれか一項に
記載の方法。
（項目５２）
　　前記界面活性剤がポリエーテルシリコーンである、項目５１に記載の方法。
（項目５３）
　前記工程（ａ）の混合物が、難燃剤、充填剤、補強剤、煙抑制剤、殺生物剤、不活性可
塑剤、帯電防止剤、およびこれらの組み合わせからなる群から選択される添加剤をさらに
含む、項目３１～５２のいずれか一項に記載の方法。
（項目５４）
　前記イソシアネートをベースにする反応物が、前記フォームの製造に使用される出発原
料の約１０％（ｗ／ｗ）～約９０％（ｗ／ｗ）を構成する、項目３１～５３のいずれか一
項に記載の方法。
（項目５５）
　前記イソシアネート反応性化合物が、前記フォームの製造に使用される出発原料の約１
０％（ｗ／ｗ）～約９０％（ｗ／ｗ）を構成する、項目３１～５４のいずれか一項に記載
の方法。
（項目５６）
　前記フォームが、約２５０％～約８００％の範囲のインデックスで製造される、項目３
１～５５のいずれか一項に記載の方法。
（項目５７）
　前記水溶性ポリペプチド組成物または前記タンパク質含有バイオマスが、前記フォーム
の製造に使用される出発原料の約０．１％（ｗ／ｗ）～約５０％（ｗ／ｗ）を構成する、
項目３１～５６のいずれか一項に記載の方法。
（項目５８）
　ポリウレタンフォームを製造するためのプレミックスであって、
　（ａ）タンパク質含有組成物、および
　（ｂ）イソシアネートをベースにする反応物、
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を含み、前記タンパク質含有組成物は、前記同じ混合物から製造されたが前記タンパク質
含有成分を含まないポリウレタンフォームと比較して、前記ポリウレタンフォームの密度
を少なくとも５％低下させることができるプレミックス。
（項目５９）
　前記タンパク質含有組成物が、項目１～３のいずれか一項に記載の水溶性ポリペプチド
組成物を含む、項目５８に記載のプレミックス。
（項目６０）
前記イソシアネートをベースにする反応物が有機ポリイソシアネートである、項目５８ま
たは５９に記載のプレミックス。
（項目６１）
　前記有機ポリイソシアネートが、ポリメリックジフェニルメタンジイソシアネート、２
，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネート、ベンゼンジイソ
シアネート、ｍ－キシリレンジイソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、
１，３－フェニレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルジイソシアネート、４，４
’－ジフェニルジメチルメタンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、ト
リジンジイソシアネート、ジアニシジンジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシ
アネート、１，４－シクロヘキサンジイソシアネート、またはこれらの組み合わせである
、項目６０に記載のプレミックス。
（項目６２）
　前記イソシアネートをベースにする反応物が、ウレタン、アロファネート、尿素、ビウ
レット、カルボジイミド、ウレトンイミン、イソシアヌレート、またはこれらの組み合わ
せを含む、項目５８または５９のいずれか一項に記載のプレミックス。
（項目６３）
　前記イソシアネートをベースにする反応物が、ポリメリックジフェニルメタンジイソシ
アネートである、項目５８または５９に記載のプレミックス。
（項目６４）
　イソシアネート反応性化合物をさらに含む、項目５８～６３のいずれか一項に記載のプ
レミックス。
（項目６５）
　前記イソシアネート反応性化合物が、イソシアネートと求核反応する、項目６４に記載
の方法。
（項目６６）
　前記イソシアネート反応性化合物が、前記イソシアネートと反応できるヒドロキシル基
またはアミノ基を有する化合物である、項目６５に記載のプレミックス。
（項目６７）
　前記イソシアネート反応性化合物がポリオールである、項目６４～６６のいずれか一項
に記載のプレミックス。
（項目６８）
　前記イソシアネート反応性化合物が、ヒマシ油、アマニ油、または大豆油由来のポリオ
ールである、項目６４～６６のいずれか一項に記載のプレミックス。
（項目６９）
　前記イソシアネート反応性化合物が、グリセロール、トリメチロールプロパン、トリエ
タノールアミン、ペンタエリスリトール、ソルビトール、ショ糖、ジアミン、トリレンジ
アミン、ジアミノジフェニルメタン、ポリメチレンポリフェニレンポリアミン、エタノー
ルアミン、ジエタノールアミン、またはこれらの混合物からなる群から選択される化合物
を開始剤として用いたポリオールである、項目６４～６６のいずれか一項に記載のプレミ
ックス。
（項目７０）
　前記イソシアネート反応性化合物が、グリコールもしくはそれより高官能基数のポリオ
ールとジカルボン酸との縮合によって得られるポリエステル、またはヒドロキシル末端ポ
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リチオエーテル、ポリアミド、ポリエステルアミド、ポリカーボネート、ポリアセタール
、ポリオレフィンまたはポリシロキサンである、項目６４～６６のいずれか一項に記載の
プレミックス。
（項目７１）
　前記イソシアネート反応性化合物が、ポリオキシプロピレングリコール、ポリプロピレ
ンオキサイド－エチレンオキサイド、プロピレングリコール、プロパンジオール、グリセ
リン、アミンアルコキシレート、またはこれらの混合物である、項目６４～６６のいずれ
か一項に記載のプレミックス。
（項目７２）
　前記イソシアネート反応性化合物がポリオキシプロピレングリコールである、項目６４
～６６のいずれか一項に記載の方法。
（項目７３）
　発泡剤、または発泡剤を生成する化合物をさらに含む、項目５８～７２のいずれか一項
に記載のプレミックス。
（項目７４）
　前記フォームの生成を促進する触媒をさらに含む、項目５８～７３のいずれか一項に記
載のプレミックス。
（項目７５）
　前記イソシアネートをベースにする反応物が、前記プレミックスの約１０％（ｗ／ｗ）
～約９０％（ｗ／ｗ）を構成する、項目５８～７４のいずれか一項に記載のプレミックス
。
（項目７６）
　前記イソシアネート反応性化合物が、前記プレミックスの約１０％（ｗ／ｗ）～約９０
％（ｗ／ｗ）を構成する、項目５８～７５のいずれか一項に記載のプレミックス。
（項目７７）
　前記タンパク質含有組成物が、前記フォームの製造に使用される出発原料の約０．１％
（ｗ／ｗ）～約９９％（ｗ／ｗ）を構成する、項目５８～７６のいずれか一項に記載のプ
レミックス。
（項目７８）
　項目１０～３０のいずれか一項に記載のフォームを含む物品。
（項目７９）
　前記タンパク質含有組成物が、ＰＭＤＩを水性媒体中に分散させることができるタンパ
ク質をさらに含む、項目１０に記載のポリウレタンフォームまたは項目５９に記載のプレ
ミックス。
（項目８０）
　前記タンパク質が次の特徴、
（ａ）固体状態ＦＴＩＲで測定した場合、約１６３３ｃｍ－１～１６８０ｃｍ－１のアミ
ド－Ｉ吸収帯、
（ｂ）固体状態ＦＴＩＲで測定した場合、約１５２２ｃｍ－１～１５６０ｃｍ－１のアミ
ド－ＩＩ吸収帯、
（ｃ）固体状態ＦＴＩＲで測定した場合、約３２００ｃｍ－１および約３３００ｃｍ－１

を中心とする２つの顕著な１°アミドＮ－Ｈ伸縮振動吸収帯、
（ｄ）溶液状態二次元プロトン－窒素相関ＮＭＲで測定した場合、約９４ｐｐｍ－約１０
０ｐｐｍの１５Ｎ化学シフト範囲と、約７．６ｐｐｍ～約８．１ｐｐｍの１Ｈ化学シフト
範囲とによって画定されるプロトン化窒素核の顕著なクラスター、
（ｅ）約６００～約２，５００ダルトンの平均分子量、
（ｆ）水中油型エマルションを安定化できないことであって、水８６重量部に溶解または
分散したタンパク質１４重量部を含む水溶液を、ＰＭＤＩ１４重量部と混合した場合、前
記水溶液と前記ＰＭＤＩが混合後５分以内に静的状態で巨視的に相分離する不安定な懸濁
液を形成すること、
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の１つ以上を有する、項目１１または７９に記載のポリウレタンフォームまたは項目７９
に記載のプレミックス。
【００２６】
　本発明の前述のおよび他の目的、特徴および利点は、添付の図面に示す好ましい実施形
態についての以下の説明から明らかになるであろう。図面は必ずしも一律の縮尺通りに描
かれておらず、代わりに本発明の原理を説明することに重点が置かれている。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明の実施に有用な単離されたポリペプチド組成物の例示的な製造方法の工程
を示すフローチャートである。
【図２】消化されたヒマ・ロット５－９０から単離された水溶性タンパク質画分と水不溶
性タンパク質画分の重ね合わせた固体状態ＦＴＩＲスペクトルを示す図である。
【図３】カルボニルアミド領域が拡大されている、消化されたヒマから単離された水溶性
画分と水不溶性画分の固体状態ＦＴＩＲスペクトルを示す図である。
【図４】Ｎ－Ｈ伸縮振動領域が拡大されている、消化されたヒマから単離された水溶性画
分と水不溶性画分の固体状態ＦＴＩＲスペクトルを示す図である。
【図５】カルボニルアミド領域の拡大を示す、ヒマタンパク質（ロット５－９４）から単
離された画分（水溶性画分と水不溶性／水分散性画分）の重ね合わせた固体状態ＦＴＩＲ
スペクトルを示す図である。
【図６】Ｎ－ＨおよびＯ－Ｈ伸縮振動領域が拡大されている、ヒマタンパク質（ロット５
－９４）から単離された水溶性画分と水不溶性画分の固体状態ＦＴＩＲスペクトルを示す
図である。
【図７】ヒマタンパク質（ロット５－９４）から、および酵素消化されたヒマ（ロット５
－９０）から単離された水不溶性／水分散性画分の重ね合わせた固体状態ＦＴＩＲスペク
トルを示す図である。
【図８】カルボニルアミド領域が拡大されている、消化された大豆から単離された水溶性
画分と水不溶性画分の重ね合わせた固体状態ＦＴＩＲスペクトルを示す図であり、スペク
トルは、アミド－Ｉカルボニル伸縮振動の吸収強度が同等になるように垂直方向に縮尺が
調整された。
【図９】Ｎ－Ｈ伸縮振動領域が拡大されている、消化された大豆から単離された水溶性画
分と水不溶性画分の重ね合わせた固体状態ＦＴＩＲスペクトルを示す図である。
【図１０】消化された大豆と消化されたヒマから単離された水溶性ポリペプチド画分の重
ね合わせた固体状態ＦＴＩＲスペクトルを示す図である。
【図１１】消化された大豆と大豆粉から単離された水不溶性画分の重ね合わせた固体状態
ＦＴＩＲスペクトルを示す図である。
【図１２】カルボニルアミド領域が拡大されている、複数のタンパク質試料（消化された
大豆・ロット５－８１、大豆粉、ヒマタンパク質単離物・ロット５－９４、消化されたヒ
マ・ロット５－９０）から単離された水不溶性／分散性画分の重ね合わせた固体状態ＦＴ
ＩＲ表面ＡＴＲスペクトルを示す図である。
【図１３】領域Ａおよび領域Ｂと表された目的とする２つの領域を示す、ｄ６－ＤＭＳＯ
中における消化されたヒマ（ロット５－８３）の二次元ＨＳＱＣ１Ｈ－１５Ｎ　ＮＭＲス
ペクトルを示す図である。
【図１４】再び領域Ａおよび領域Ｂを示す、ｄ６－ＤＭＳＯ中における消化されたヒマ（
ロット５－８３）由来の水不溶性／分散性ポリペプチド画分の二次元ＨＳＱＣ　１Ｈ－１

５Ｎ　ＮＭＲスペクトルを示す図である。
【図１５】実施例５の方法に従って製造されたポリウレタンフォームを示す図である。
【図１６】実施例９の方法に従って製造されたポリウレタンフォームを示す図である。
【図１７】実施例１０の方法に従って製造されたポリウレタンフォーム示す図であり、図
１７（Ａ）はポリイソシアネート：ＰＭＤＩの比９：１０のものを示し、図１７（Ｂ）は
ポリイソシアネート：ＰＭＤＩの比１０：１０のものを示す。
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【図１８】実施例１１の方法に従って製造されたポリウレタンフォームを示す図である。
【図１９】実施例１３の方法に従って製造されたポリウレタンフォームを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　本発明は、一部、様々な出発原料（例えば、廃棄植物系バイオマスなど）から得ること
ができる特定のタンパク質画分を使用して、フォームの特性を調整することができ、例え
ば、より小さく、より均一な気泡をより多く含有するより低密度のフォームを製造するこ
とができるという知見に基づく。本発明は、ポリウレタンをベースにするフォームを安定
化させることができる単離された水溶性ポリペプチド組成物、タンパク質含有ポリウレタ
ンフォーム、タンパク質含有ポリウレタンフォームを製造する方法および組成物、ならび
に前記ポリウレタンフォームを含む物品を提供する。単離された水溶性ポリペプチド組成
物は、様々な供給源、例えば、植物質（農産業の廃棄副産物として生じるバイオマスなど
）または動物質（例えば、牛乳または乳清、魚粉、または動物組織）から単離することが
できる。
【００２９】
　特定のタンパク質画分（単離された水溶性タンパク質組成物と、ある一定量の水溶性タ
ンパク質を含有する粗タンパク質含有組成物を含み得る）をポリウレタンフォーム形成組
成物に添加して、得られるポリウレタンフォームの特性を変化させることができるという
ことが見出された。例えば、得られるフォームは、例えば、同じ出発原料から生成された
がタンパク質画分を含まないフォームと比較して、より低密度、および／またはより小さ
く、より均一な気泡サイズを有することができる。そのため、所定の体積を満たすのに必
要な原料（例えば、イソシアネートをベースにする反応物および／またはイソシアネート
反応性化合物）が比較的少ないフォームを製造することが可能である。そのため、タンパ
ク質を含まないフォームより安価に所望の物理的特性を有するフォームを製造することが
可能であり、また、配合物中に既知のポリウレタンフォーム用界面活性剤を使用すること
なく、フォームを製造することも可能である。これらのタンパク質含有ポリウレタンフォ
ームは、本明細書に記載の特定のタンパク質組成物、イソシアネートをベースにする反応
物および任意選択のイソシアネート反応性化合物を混合して、フォームを生成するプレミ
ックスを製造することによって製造することができる。ポリウレタンをベースにするフォ
ームを安定化させることができるタンパク質組成物、タンパク質含有ポリウレタンフォー
ム、このようなタンパク質含有ポリウレタンフォームを製造する方法および組成物、なら
びに前記ポリウレタンフォームを含む物品について下記にさらに説明する。
【００３０】
Ｉ．ポリペプチド組成物
　動物系および植物系バイオマスから得ることができる異なるタンパク質画分は、異なる
物理的特性および化学的特性を有する。そのため、そのタンパク質を使用して、得られる
フォームの所望の特性を調整することができる。本明細書に記載の水溶性タンパク質画分
は、水溶性タンパク質画分なしで製造されたフォームと比較して、より低密度、および／
またはより小さく、より均一な気泡サイズを有するポリウレタンフォームを提供する。特
定の実施形態では、また、水不溶性／水分散性タンパク質画分をさらに、フォームを生成
するプレミックスに添加してもよい。水不溶性／水分散性タンパク質画分の添加により、
さらに、プレミックスから製造されるフォームの特性が調整される。水不溶性／水分散性
タンパク質の添加により、得られるフォームに構造的剛性を付与することができる、およ
び／または得られるフォームの密度を調整することができる。さらに、水不溶性／水分散
性タンパク質画分と水溶性タンパク質画分は共に、接着剤を製造するために、単独で、ま
たは組み合わせて使用することができるが、これは米国特許出願第１２／７１９，５２１
号明細書（２０１０年３月８日出願）に詳述されており、その開示内容は参照により本明
細書に援用される。
【００３１】
　「タンパク質」および「ポリペプチド」の用語は、同義的に使用され、例えば、ペプチ
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ド結合または他の結合で互いに結合しているアミノ酸を含有するポリマーを指し、天然ア
ミノ酸または修飾アミノ酸を含有し得る。ポリペプチドは、天然供給源から単離されても
、または標準的な化学を使用して合成されてもよい。さらに、ポリペプチドは、翻訳後プ
ロセシングなどの自然過程により、または当該技術分野で周知の化学修飾法により、修飾
または誘導体化されてもよい。修飾または誘導体化は、例えば、ペプチド主鎖、アミノ酸
側鎖およびアミノ末端またはカルボキシル末端を含む、ポリペプチドのどこで行われても
よい。修飾には、例えば、環化、ジスルフィド結合の形成、脱メチル化、脱アミノ化、共
有結合性架橋の形成、ピログルタミン酸の生成、ホルミル化、γ－カルボキシル化、グリ
コシル化、ＧＰＩアンカーの形成、ヒドロキシル化、ヨウ素化、　メチル化、ミリストイ
ル化（ｍｙｒｉｓｔｏｌｙａｔｉｏｎ）、酸化、ペグ化、タンパク質分解、リン酸化等が
挙げられる。全体を通して使用される場合、「単離された」の用語は、元の環境（例えば
、それが天然のものである場合は、天然の環境）から取り出された物質を指す。
【００３２】
　単離されたポリペプチド組成物を製造するための出発原料はミールであっても、または
タンパク質単離物であってもよく、植物性材料（例えば、コーン、小麦、ヒマワリ、木綿
、菜種、キャノーラ、ヒマ、大豆、アマナズナ、亜麻、ナンヨウアブラギリ、アオイ科植
物、落花生、ヤシ、タバコ、サトウキビ搾りかす、および藻類の１種類以上）および／ま
たは動物性材料（例えば、牛乳、乳清、魚粉、動物組織）由来であってもよい。水溶性タ
ンパク質画分は、様々な方法で、例えば、実施例全体を通して記載されているように製造
できることが分かる。
【００３３】
　例えば、水溶性タンパク質は、植物性材料または動物性材料を水で洗浄し、単に、洗浄
水に溶解するタンパク質を得ることによって単離されてもよい。しかし、得られる洗浄水
は水溶性タンパク質以外の化合物、例えば、デンプンや糖類等などの水溶性炭水化物も含
有し得ることが分かる。しかし、水溶性タンパク質画分対水不溶性／水分散性タンパク質
画分の割合が、出発原料の供給源や出発原料で既に行われた可能性がある加工工程などの
多数の要因によって変わり得る場合、および、水不溶性／水分散性ポリペプチドが密度低
下を促進せず、むしろこの効果を減少させ得る場合、２つの異なるポリペプチド画分を分
離した後、それらを、得られるフォームの物理的特性または化学的特性が制御されるよう
に且つ得られるフォームの再現性が改善されるように制御して加え合わせることが好まし
い。目的とするフォームに密度低下が必要でない場合、組成物から水溶性ポリペプチドを
全体的に減少させ、またはなくし、水不溶性／水分散性ポリペプチドを配合物中の単独の
タンパク質ベースの成分として使用できることが分かる。これは、タンパク質を含有しな
い類似のフォーム、または任意の量の水溶性ポリペプチド画分を含有する類似のフォーム
と同等のまたはそれより高い密度（これは、弾性率、強度、透過性等に影響を及ぼす）を
有するフォームを製造することが望ましい場合、望ましい可能性がある。
【００３４】
　同様に、水不溶性／水分散性タンパク質画分は、実施例全体を通して、および同時係属
中の米国特許出願第１２／７１９，５２１号明細書（２０１０年３月８日出願）に詳述さ
れている多くの方法で製造できることが分かり、この特許出願の開示内容は参照により本
明細書に援用される。例えば、水で洗浄して大豆タンパク質単離物から水溶性タンパク質
および水溶性成分を除去することにより、大豆タンパク質単離物から粗水不溶性／水分散
性タンパク質画分を単離することができる。粗水不溶性／水分散性タンパク質画分は、特
定の用途に応じて多くの種類の油を分散させることができるが、より純粋な形態の水不溶
性／水分散性タンパク質画分を単離することが有利な場合がある。水溶性タンパク質画分
と水不溶性／水分散性タンパク質画分の両方を製造する１つの方法を図１に概略的に示す
。
【００３５】
　図１に示すように、出発原料（例えば、粉砕ミール）を、ｐＨ６．５～１３の水性媒体
（例えば、水）中に少なくとも５分間、少なくとも２０分間、少なくとも４０分間、また



(17) JP 2016-211007 A 2016.12.15

10

20

30

40

50

は少なくとも１時間分散させ、混合物を形成する。出発原料としては、限定されないが、
乳清タンパク質、キャノーラミール、キャノーラタンパク質単離物、ヒマミール、ヒマタ
ンパク質単離物、大豆ミール、または大豆タンパク質単離物、またはこれらの組み合わせ
が挙げられる。このとき、任意選択により、酸を添加することによって混合物のｐＨを低
下させ（混合物のｐＨを、例えば４．０～５．０の範囲にし）、水溶性タンパク質の一部
と水不溶性タンパク質の両方を沈殿させてもよい。この時点で、上清を得ることによって
、水溶性タンパク質を沈殿物から分離してもよい。特定の実施形態では、ｐＨを低下させ
る工程の前に水溶性タンパク質画分を得てもよい（図１参照）ことが分かる。換言すれば
、出発原料を水性媒体（例えば、水）中に分散させ、従来の分離方法を使用して水溶性物
質（水溶性タンパク質画分を含有する）を水不溶性物質から分離する。あるいは、ｐＨを
低下させた後に水溶性タンパク質を得てもよく、または水不溶性物質の洗浄液、例えば、
洗浄水から水溶性タンパク質を得てもよい（図１参照）。異なる工程で得られる水溶性タ
ンパク質含有水性画分の２つ以上を組み合わせることにより、水溶性タンパク質を製造し
てもよいことが分かる。
【００３６】
　水不溶性残留物質（即ち、沈殿物）を得ることができる。このとき、得られた物質を水
で洗浄（特定の状況では、十分に洗浄）してもよく、残りの水不溶性／水分散性物質が得
られる。
【００３７】
　前述のタンパク質単離方法を変更し、単なる水の代わりに、水－アルコール混合物を使
用してもよい。例えば、水－アルコール混合物で植物性または動物性材料を洗浄して、水
－アルコール混合物に溶解するタンパク質を単に得ることにより、水溶性タンパク質を単
離してもよい。様々なアルコールが単離条件に適すると考えられる。特定の実施形態では
、アルコールは、脂肪族アルコール、芳香族アルコール、またはＰＰＧ－２０００などの
ポリオールである。特定の実施形態では、水－アルコール混合物中の水対アルコールの比
は、１０：１～５：１、５：１～２：１、２：１～１：２、１：２～１：５、または１：
５～１：１０の範囲である。
【００３８】
　水溶性タンパク質画分および／または水不溶性／水分散性タンパク質画分をそのまま使
用しても、または乾燥させて使用時まで貯蔵してもよいことが分かる。乾燥は、噴霧乾燥
、凍結乾燥、オーブン乾燥、真空乾燥、または乾燥用の塩（五酸化リンまたは塩化リチウ
ムなど）への暴露を含む、当該技術分野で既知の方法で行うことができる。
【００３９】
　この方法は、１つ以上の酵素消化工程および／または化学的加水分解工程を含んでもよ
いことが分かる。１種類以上の酵素を使用して消化を促進してもよく、１種類以上の化学
物質を使用して加水分解を促進してもよく、例えば、酸またはアルカリを用いた加水分解
を行ってもよい。例えば、出発原料をアルカリ性水性媒体中でインキュベートする前に、
もしくはインキュベートした後に、またはインキュベートの前後両方に、出発原料（例え
ば、粉砕ミール）を酵素消化してもよい。代わりに、またはさらに、酸を添加して混合物
のｐＨを４．０～５．０の範囲にした後に、材料を酵素消化する工程を行ってもよい。代
わりに、またはさらに、得られた水溶性タンパク質画分、および／またはそれを得た後の
水不溶性／水分散性物質を、酵素消化してもよい。しかし、前述の酵素消化工程と共に、
またはその代わりに化学的加水分解を行ってもよい。
【００４０】
　特定の状況では、化学的に消化されたタンパク質中に存在する残留塩基性種およびアル
カリ金属は、ポリイソシアネートとの相溶性がなく、イソシアネート基の三量化を引き起
こす可能性があり、これは最終的なポリイソシアネート組成物中の安定性の問題に繋がる
。しかし、酵素消化を使用して、幾つかの化学的加水分解工程に関連するイソシアネート
の安定性の問題を回避または低減することができる。
【００４１】
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　タンパク質画分の消化に有用な酵素には、細菌、真菌、動物または植物起源のエンドプ
ロテアーゼもしくはエキソプロテアーゼまたはこれらの混合物が含まれることが分かる。
有用な酵素としては、例えば、セリン特異性プロテアーゼ、ロイシン特異性プロテアーゼ
、リシン特異性プロテアーゼまたはアルギニン特異性プロテアーゼが挙げられる。例示的
な酵素としては、トリプシン、キモトリプシンＡ、ＢおよびＣ、ペプシン、レンニン、微
生物アルカリプロテアーゼ、パパイン、フィシン、ブロメライン、カテプシンＢ、コラゲ
ナーゼ、微生物中性プロテアーゼ、カルボキシペプチダーゼＡ、ＢおよびＣ、カルノシナ
ーゼ（ｃａｍｏｓｉｎａｓｅ）、アンセリナーゼ、黄色ブドウ球菌（Ｓｔａｐｈｙｌｏｃ
ｏｃｃｕｓ　ａｕｒｅｕｓ）由来のＶ８プロテアーゼおよび当該技術分野で既知の他の多
くのものが挙げられる。また、これらのプロテアーゼの組み合わせを使用してもよい。
【００４２】
　また、例えば、Ａｌｃａｌａｓｅ（登録商標）、Ｃｈｙｍｏｔｒｙｐｓｉｎｅ　８００
類、Ｓａｖｉｎａｓｅ（登録商標）、Ｋａｎｎａｓｅ（登録商標）、Ｅｖｅｒｌａｓｅ（
登録商標）、Ｎｅｕｔｒａｓｅ（登録商標）、Ｆｌａｖｏｕｒｚｙｍｅ（登録商標）（全
てＮｏｖｏ　Ｎｏｒｄｉｓｋ，Ｄｅｎｍａｒｋから入手可能）、Ｐｒｏｔｅｘ　６．０Ｌ
、Ｐｅｐｔｉｄａｓｅ　ＦＰ、Ｐｕｒａｆｅｃｔ（登録商標）、Ｐｕｒａｓｔａｒ　Ｏｘ
Ａｍ（登録商標）、Ｐｒｏｐｅｒａｓｅ（登録商標）（Ｇｅｎｅｎｃｏｒ，ＵＳＡから入
手可能）、Ｃｏｒｏｌａｓｅ　Ｌ１０（Ｒｏｈｍ，Ｇｅｒｍａｎｙ）、Ｐｅｐｓｉｎ（Ｍ
ｅｒｃｋ，Ｇｅｒｍａｎｙ）、パパイン、パンクレアチン、プロレザー（ｐｒｏｌｅａｔ
ｈｅｒ）Ｎおよびプロテアーゼ（Ｐｒｏｔｅａｓｅ）Ｎ（天野エンザエム、日本）、Ｈｅ
ｎｋｅｌから入手可能なＢＬＡＰおよびＢＬＡＰ各種、花王から入手可能なＫ－１６様プ
ロテアーゼ、またはこれらの組み合わせなどの市販の酵素製剤。下記の表１は、特定の有
用なエンドヌクレアーゼのアミノ酸特異性について記載する。
【００４３】
【表１】

【００４４】
　選択する１種類または複数種類の酵素に応じて、酵素消化は、通常、水性条件で、適切
なｐＨ条件で（例えば、酵素または酵素混合物に応じて、中性または低ｐＨで）行われる
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。特定の消化系では、消化は、ｐＨ９未満で、またはｐＨ８未満で最適に行われる。特定
の用途では、水性タンパク質消化系のｐＨは３～９、４～８または５～７．５の範囲であ
る。消化が所望の程度まで進行した後、酵素反応を停止させてもよく、得られる生成物を
任意選択により洗浄し、その後、そのまま使用してもよく、または乾燥させて粉末にして
もよい。
【００４５】
　得られる水溶性タンパク質画分と水不溶性／水分散性タンパク質画分の物理的特性およ
び化学的特性についてより詳細に下記に記載する。
【００４６】
　特定の実施形態では、単離されたタンパク質画分中のタンパク質を修飾する。ポリペプ
チド画分の適した修飾または誘導体化方法は、文献に記載されている。修飾の性質および
程度は、大部分、出発原料の組成に依存する。誘導体は、例えば、前記単離されたタンパ
ク質の第１級アミン基の少なくとも一部をヒドロキシル基で置換すること、タンパク質を
脱アミノ化すること、またはタンパク質のアミド基の一部をカルボキシル基で置換するこ
と等によって製造することができる。他の実施形態では、タンパク質をタンパク質変性剤
、例えば、一酸化二窒素、亜硝酸、亜硝酸の塩、またはこれらの組み合わせと反応させる
ことによって、本明細書に記載の単離されたポリペプチド組成物を得ることができる。
【００４７】
Ａ．ポリウレタンをベースにするフォームを安定化させることができる水溶性ポリペプチ
ド組成物
　例えば、図１に記載の手順に従って単離された水溶性タンパク質画分などの水溶性タン
パク質画分は、実質的にまたは完全に水に溶解する。
【００４８】
　水溶性タンパク質画分は、次の特徴、即ち、（ａ）固体状態ＦＴＩＲで測定した場合、
約１６３３ｃｍ－１～１６８０ｃｍ－１のアミド－Ｉ吸収帯、（ｂ）固体状態ＦＴＩＲで
測定した場合、約１５２２ｃｍ－１～１５６０ｃｍ－１のアミド－ＩＩ吸収帯、（ｃ）固
体状態ＦＴＩＲで測定した場合、約３２００ｃｍ－１および約３３００ｃｍ－１を中心と
する２つの顕著な１°アミドＮ－Ｈ伸縮振動吸収帯、（ｄ）溶液状態二次元プロトン－窒
素相関ＮＭＲで測定した場合、約９４ｐｐｍ－約１００ｐｐｍの１５Ｎ化学シフト範囲と
、約７．６ｐｐｍ－８．１ｐｐｍの１Ｈ化学シフト範囲とによって画定されるプロトン化
窒素核の顕著なクラスター、（ｅ）例えば、ＭＡＬＤＩ質量分析法で測定した場合、約６
００～約２，５００ダルトンの平均分子量、および（ｆ）水中油型エマルションを安定化
できないこと、水８６重量部に溶解または分散したタンパク質１４重量部を含む水溶液を
、ポリメリックジフェニルメタンジイソシアネート（ＰＭＤＩ）１４重量部と混合した場
合、水溶液とＰＭＤＩが混合後５分以内に静的状態で巨視的に相分離する不安定な懸濁液
を形成、（ｇ）水溶性ポリペプチド組成物は、同じ出発組成物から製造されたが水溶性タ
ンパク質組成物を含まないポリウレタンをベースにするフォームと比較して、ポリウレタ
ンをベースにするフォームを安定化させることができる、および（ｈ）水溶性ポリペプチ
ド組成物は、同じ出発組成物から製造されたが水溶性ポリペプチド組成物を含まないポリ
ウレタンをベースにするフォームと比較して、ポリウレタンをベースにするフォームの密
度を少なくとも５％（例えば、少なくとも１０％、２０％、３０％、４０％、５０％、６
０％、７０％、８０％、９０％または１００％）低下させることができる、の１つ以上を
有する。
【００４９】
　特定の実施形態では、水溶性ポリペプチド組成物は、水不溶性／水分散性タンパク質画
分と比較して、かなりの量の第１級アミン、カルボン酸、アミン塩、およびカルボン酸塩
を含有する。図４、図６および図９に見られるように、水溶性タンパク質画分は、第２級
アミン（約３２７５ｃｍ－１）と比較して、比較的高濃度の第１級アミン（約３３００お
よび３２００ｃｍ－１）を含む。
【００５０】
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Ｂ．水不溶性／水分散性ポリペプチド組成物
　水不溶性／水分散性ポリペプチド組成物は、幾つかの物理的特性および化学的特性を特
徴とする。
【００５１】
　水不溶性／水分散性タンパク質画分の１つの重要な特性は、それが油を水中にまたは水
を油中に分散または乳化させることができることである（実施例３参照）。これらの特性
を有するタンパク質画分は、一般に、次の特徴、（ａ）固体状態ＦＴＩＲで測定した場合
、約１６２０ｃｍ－１～１６３２ｃｍ－１のアミド－Ｉ吸収帯および約１５１４ｃｍ－１

～１５２１ｃｍ－１のアミド－ＩＩ吸収帯、（ｂ）固体状態ＦＴＩＲで測定した場合、約
３２７２ｃｍ－１を中心とする顕著な２°アミドＮ－Ｈ伸縮振動吸収帯、（ｃ）約６００
～約２，５００ダルトンの平均分子量、および（ｄ）溶液状態二次元プロトン－窒素相関
ＮＭＲで測定した場合、約８６．２ｐｐｍ－約８７．３ｐｐｍの１５Ｎ化学シフト範囲と
、第１のクラスターに対する約７．１４ｐｐｍ－７．２９ｐｐｍの１Ｈ化学シフト範囲お
よび第２のクラスターに対する約６．６６ｐｐｍ－６．８１ｐｐｍの１Ｈ化学シフト範囲
とによって画定される２つのプロトン化窒素クラスター、の１つ以上を含む。
【００５２】
　水溶性タンパク質組成物と対照的に、水不溶性／水分散性画分は、油を水中にまたは水
を油中に分散または乳化させて、目視検査で少なくとも５分間安定な均質なエマルション
を製造することができる。特定の実施形態では、分散体またはエマルションは、ポリペプ
チド組成物を油と混合した後、少なくとも１０分間、１５分間、２０分間、２５分間、ま
たは３０分間、またはさらには１時間、２時間、３時間、４時間、５時間、６時間、９時
間、１２時間、１８時間、または２４時間、目視検査で実質的に相分離が認められない。
実施例３に示すように、水不溶性／水分散性画分は、例えば、有機ポリイソシアネート（
例えば、ＰＭＤＩ）、鉱油、大豆油、誘導体化された大豆油、モーター油、ヒマシ油、誘
導体化されたヒマシ油、フタル酸ジブチル、エポキシ化大豆油、コーン油、植物油、カプ
リル酸トリグリセリド、ユーカリ油、およびｏ－アセチルクエン酸トリブチルを含む、様
々な油を乳化または分散させることができる。例示的な評価分析では、目的とするタンパ
ク質試料１４（重量）部を水８６（重量）部と混合物し、得られる溶液または分散体を油
（例えば、ＰＭＤＩ）１４（重量）部と混合する。これらの条件で、水不溶性／水分散性
タンパク質画分は、ポリペプチド組成物を油と混合した後、少なくとも５分間、目視検査
で実質的に相分離が認められない分散体またはエマルションを形成する。
【００５３】
　特定の実施形態では、水不溶性／水分散性画分は、第１級アミン、カルボン酸、アミン
塩、およびカルボン酸塩を実質的に含まない。水不溶性タンパク質／水分散性タンパク質
画分は、水溶性タンパク質画分と比較して第２級アミンの割合が高い（実施例１参照）。
【００５４】
　水不溶性／水分散性タンパク質画分は、有機ポリイソシアネート（例えば、ＰＭＤＩ）
に対して界面活性剤の役割を果たし、水不溶性有機ポリイソシアネートが最小限のエネル
ギー入力で容易に乳化し、水中油型エマルションを形成する点まで界面張力を低下させる
ことができる。原材料が大豆タンパク質である場合、未消化の実質的に不溶性の（分画さ
れた）タンパク質を使用して安定なエマルションを得ることができる。特定の実施形態で
は、分画・単離されたポリペプチドが水不溶性／水分散性画分だけを含む場合、または水
不溶性／水分散性画分と水溶性成分との組み合わせを含む場合、水中におけるポリイソシ
アネート（例えば、ＰＭＤＩ）の安定なエマルションを達成することができる。乾燥粉末
状の水不溶性／水分散性ポリペプチドもＰＭＤＩなどの油中に分散することができる。従
って、特定の実施形態では、水不溶性ポリペプチドを、水の非存在下で、イソシアネート
をベースにする反応物に予備分散させることができる。
【００５５】
　特定の実施形態では、本明細書に記載の水溶性および／または水不溶性ポリペプチド画
分は、約５００～２５，０００ダルトンの重量平均分子量を有し得る。有用なポリペプチ
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ド画分は、約６００～２，５００Ｄａ．、約７００～２，３００Ｄａ．、約９００～２，
１００Ｄａ．、約１，１００～１，９００Ｄａ．、約１，３００～１，７００Ｄａ．、約
１，０００～１，３００Ｄａ．、約２，０００～２，５００Ｄａ．、または約１，０００
～２，５００Ｄａ．の重量平均分子量を有し得る。
【００５６】
　単離されたポリペプチド組成物は、それらを反応性プレポリマーと組み合わせることに
より、本明細書に記載のフォームの製造に使用することができる。反応性プレポリマーは
、有機ポリイソシアネート、有機ポリイソシアネートとポリペプチド、ポリオール、アミ
ンをベースにするポリオール、アミン含有化合物、ヒドロキシ含有化合物、水不溶性／水
分散性ポリペプチド組成物、水溶性ポリペプチド、またはこれらの組み合わせとの反応生
成物からなる群から選択することができる。しかし、フォームは、必ずしもイソシアネー
トベースである必要はないことが分かる。任意選択のフォームとしては、重合またはゲル
化して、発泡剤の存在下で剛構造を形成することができる任意の液体、液体溶液、または
液体混合物を挙げることができる。液体混合物としては、例えば、ＰＶＣプラスチゾルを
挙げることができ、液体としては、スチレンおよびメタクリル酸メチルなどの重合性モノ
マーを挙げることができ、液体溶液としては、溶媒に溶解したポリマー、例えば、超臨界
ＣＯ２またはトルエンに溶解したポリスチレンなどを挙げることができる。代わりに、ま
たはさらに、液体は、エポキシ含有化合物、エポキシ含有化合物とポリペプチド、ポリオ
ール、アミンをベースにするポリオール、アミン含有化合物、ヒドロキシ含有化合物、ま
たはこれらの組み合わせとの反応生成物、オルガノシラン、ポリマーラテックス、ポリウ
レタン、およびこれらの混合物などのプレポリマーを含んでもよい。
【００５７】
　フォームの製造時、単離されたポリペプチド組成物は、特定の実施形態では、反応性プ
レポリマーを水性媒体中に分散させ、安定な分散体または安定なエマルションを製造する
ことができる。分散体またはエマルションは、ポリペプチド組成物を反応性プレポリマー
と混合した後、少なくとも５分間、目視検査で実質的に相分離が認められない。特定の実
施形態では、分散体またはエマルションは、ポリペプチド組成物を反応性プレポリマーと
混合した後、少なくとも１０分間、１５分間、２０分間、２５分間、または３０分間、ま
たはさらには１時間、２時間、３時間、４時間、５時間、６時間、９時間、１２時間、１
８時間、または２４時間、目視検査で実質的に相分離が認められない。特定の実施形態で
は、分散体またはエマルションは、ポリペプチド組成物を油と混合した後、少なくとも１
０分間、１５分間、２０分間、２５分間、または３０分間、またはさらには１時間、２時
間、３時間、４時間、５時間、６時間、９時間、１２時間、１８時間、または２４時間、
目視検査で実質的に相分離が認められない。実施例３に示すように、水不溶性／水分散性
画分は、例えば、有機ポリイソシアネート（例えば、ＰＭＤＩ）、鉱油、大豆油、誘導体
化された大豆油、モーター油、ヒマシ油、誘導体化されたヒマシ油、フタル酸ジブチル、
エポキシ化された大豆油、コーン油、植物油、カプリル酸トリグリセリド、ユーカリ油、
およびｏ－アセチルクエン酸トリブチルを含む、様々な油を乳化または分散させることが
できる。例示的な評価分析では、目的とするタンパク質試料１４（重量）部を水８６（重
量）部と混合し、得られる溶液または分散体を油（例えば、ＰＭＤＩ）１４（重量）部と
混合する。これらの条件で、水不溶性／水分散性タンパク質画分は、ポリペプチド組成物
を油と混合した後、少なくとも５分間、目視検査で実質的に相分離が認められない分散体
またはエマルションを製造する。
【００５８】
　特定の実施形態では、水不溶性／水分散性タンパク質画分は、油約１％～約９０％（ｗ
／ｗ）および単離されたポリペプチド組成物約１％～約９９％（ｗ／ｗ）を含む、安定な
エマルションまたは分散体、例えば、水性エマルションまたは分散体を提供し、ここで、
単離されたポリペプチド組成物は、水性媒体中における油の安定なエマルションまたは分
散体を形成する。水性エマルションまたは分散体は、任意選択により、油約１％～約５０
％（ｗ／ｗ）　および単離されたポリペプチド組成物約１％～約９９％（ｗ／ｗ）を含む
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。「安定な」の用語は、分散体およびエマルションに関して使用する場合、本明細書に記
載のポリペプチド画分が、分散体またはエマルションの意図された使用時間中、動力学的
に安定なエマルションを形成できる能力を指す。「エマルション」、「分散体」および「
懸濁液」の用語は、本明細書では互換的に使用される。
【００５９】
ＩＩ．イソシアネートをベースにする反応物
　「イソシアネートをベースにする反応物」の用語は、本明細書で使用する場合、イソシ
アネート基を含む化合物を意味するものと理解される。様々なイソシアネート含有化合物
が、ポリウレタンフォームの製造に関連する分野で知られおり、このような化合物は、本
発明の実施に有用であると考えられる。
【００６０】
　特定の実施形態では、イソシアネートをベースにする反応物は、ウレタン、アロファネ
ート、尿素、ビウレット、カルボジイミド、ウレトンイミン、イソシアヌレートまたは組
み合わせを含む。イソシアネートをベースにする反応物がウレタンを含有する場合、これ
らは、有機イソシアネートとポリオールまたは他のヒドロキシル化合物との反応によって
製造することができる。
【００６１】
　特定の実施形態では、イソシアネートをベースにする反応物は、有機ポリイソシアネー
トである。「ポリイソシアネート」の用語は、本明細書で使用する場合、二官能性イソシ
アネート種、それより高官能基数のイソシアネート種、およびこれらの混合物を指す。本
明細書に記載の組成物を形成するため、状況に応じて、反応性ポリイソシアネートを本明
細書に記載の単離および分画されたポリペプチドと組み合わせる。あるいは、イソシアネ
ートをベースにする反応物は、有機ポリイソシアネートと、イソシアネート基と反応する
ことができる求核性官能基を含有する化合物とを反応させることによって生成する生成物
であってもよい。イソシアネート基と反応することができる求核性官能基を含有する例示
的な化合物としては、ポリペプチド、ポリオール、アミンをベースにするポリオール、ア
ミン含有化合物、ヒドロキシ含有化合物、またはこれらの組み合わせが挙げられる。他の
特定の実施形態では、アロファネートプレポリマーを使用する。アロファネートプレポリ
マーは、通常、ポリオールとポリイソシアネートとの反応を促進してアロファネートプレ
ポリマーを生成するのに、比較的高い温度（またはアロファネート触媒）を必要とする。
【００６２】
　前述のように、有機ポリイソシアネートは、「ベースポリイソシアネート」から製造さ
れてもよい。「ベースイソシアネート」の用語は、本明細書で使用する場合、少なくとも
２つのイソシアネート基を含有するモノマー化合物またはポリマー化合物を指す。ベース
ポリイソシアネートとして使用される特定の化合物は、ある一定の所望の特性を有するフ
ォームを提供するように選択されてもよい。例えば、ベースポリイソシアネートは、化合
物の数平均イソシアネート官能基数に基づいて選択することができる。例えば、特定の実
施形態では、ベースポリイソシアネートの数平均イソシアネート官能基数は、２．０以上
であっても、または、２．１、２．３もしくは２．４より大きくてもよい。特定の実施形
態では、ポリイソシアネート成分の反応性基官能基数は、１超～数百、２～２０、または
２～１０の範囲であってもよい。他の特定の実施形態では、ポリイソシアネート成分の反
応性基官能基数は少なくとも１．９である。他の特定の実施形態では、ポリイソシアネー
ト成分の反応性基官能基数は、約２である。典型的な市販のポリイソシアネート（イソシ
アネート基官能基数が２～３の範囲である）は、純粋な化合物、純粋な化合物の混合物、
オリゴマーの混合物（重要な例はポリメリックＭＤＩである）およびこれらの混合物であ
ってもよい。
【００６３】
　一実施形態では、有用なベースポリイソシアネートの数平均分子量は、約１００～約５
，０００ｇ／ｍｏｌ、約１２０～約１，８００ｇ／ｍｏｌ、約１５０～約１，０００ｇ／
ｍｏｌ、約１７０～約７００ｇ／ｍｏｌ、約１８０～約５００ｇ／ｍｏｌ、約２００～約
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４００ｇ／ｍｏｌである。他の特定の実施形態では、ベースポリイソシアネート組成物の
イソシアネート基の少なくとも８０モルパーセント、または９５モルパーセント超が芳香
族基に直接結合している。特定の実施形態では、本明細書に記載のフォームの遊離した有
機結合イソシアネート（－ＮＣＯ）基の濃度は、約５％～３５％（ｗｔ／ｗｔ）、約７％
～３１％（ｗｔ／ｗｔ）、１０％～２５％（ｗｔ／ｗｔ）、１０％～２０％（ｗｔ／ｗｔ
）、１５％～２７％（ｗｔ／ｗｔ）の範囲である。
【００６４】
　特定の実施形態では、ベースポリイソシアネートは、ｐ－フェニレンジイソシアネート
、ｍ－フェニレンジイソシアネート、２，４－トルエンジイソシアネート、２，６－トル
エンジイソシアネート、ナフタレンジイソシアネート、ジアニシジンジイソシアネート、
ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネート、２，４’－ジフェニルメタンジイソシア
ネート（２，４’－ＭＤＩ）、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（４，４’
－ＭＤＩ）、２，２’－ジフェニルメタンジイソシアネート（２，２’－ＭＤＩ）、３，
３’－ジメチル－４，４’－ビフェニレンジイソシアネート、およびこれらの混合物等な
どの芳香族ポリイソシアネートである。特定の実施形態では、数平均官能基数が２より大
きいポリメチレンポリフェニルポリイソシアネート（ＭＤＩシリーズのポリイソシアネー
ト）がベースポリイソシアネートとして使用される。
【００６５】
　特定の実施形態では、ＭＤＩベースポリイソシアネートは、２，４’－ＭＤＩと２，２
’－ＭＤＩを合わせた含有率が１８．０％未満、１５．０％未満、１０．０％未満、また
は５．０％未満である。
【００６６】
　他の特定の実施形態では、ＭＤＩジイソシアネート異性体、これらの異性体と３官能以
上のポリメチレンポリフェニルポリイソシアネートとの混合物、３官能以上のポリメチレ
ンポリフェニルポリイソシアネート自体、およびＭＤＩシリーズのポリイソシアネートの
非プレポリマー誘導体（カルボジイミド、ウレトンイミンおよび／またはイソシアヌレー
ト変性誘導体など）が、ベースポリイソシアネートとして使用されるポリイソシアネート
として使用される。他の特定の実施形態では、ベースポリイソシアネート組成物は、脂肪
族ポリイソシアネート（例えば、少量）、例えば、イソホロンジイソシアネート、１，６
－ヘキサメチレンジイソシアネート、１，４－シクロヘキシルジイソシアネート、または
前述の芳香族ポリイソシアネートの飽和類似体、またはこれらの混合物を含む脂肪族ポリ
イソシアネートを含む。
【００６７】
　他の特定の実施形態では、ベースポリイソシアネートは、ポリメリックポリイソシアネ
ート、例えば、官能基数が３、４、５またはそれより大きいポリメリックジフェニルメタ
ンジイソシアネート（ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネート）種を含む。特定の
実施形態では、ＭＤＩシリーズのポリメリックポリイソシアネートは、ＲＵＢＩＮＡＴＥ
－Ｍ（登録商標）ポリイソシアネート、またはＭＤＩジイソシアネート異性体とそれより
高官能基数のＭＤＩシリーズのオリゴマーとの混合物を含む。特定の実施形態では、ベー
スポリイソシアネート製品は、遊離－ＮＣＯ含有率が約３１．５重量％であり、数平均官
能基数が約２．７である。
【００６８】
　特定の実施形態では、イソシアネート基末端プレポリマーは、ウレタンプレポリマーで
ある。これらは、ヒドロキシル官能性化合物とイソシアネート官能性化合物との反応によ
り製造できる。他の特定の実施形態では、アロファネートプレポリマーが使用される。ア
ロファネートプレポリマーは、通常、ポリオールとポリイソシアネートとの反応を促進し
てアロファネートプレポリマーを形成するのに、比較的高い温度（またはアロファネート
触媒）を必要とする。
【００６９】
　前述の組成物に使用されるポリイソシアネートは、式Ｒ（ＮＣＯ）ｎ（式中、ｎは２で
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あり、Ｒは、それぞれ炭素数２～約２０の芳香族、脂環式、脂肪族であってもよい）を有
し得る。ポリイソシアネートの例としては、ジフェニルメタン－４，４’－ジイソシアネ
ート（ＭＤＩ）、トルエン－２，４－ジイソシアネート（ＴＤＩ）、トルエン－２，６－
ジイソシアネート（ＴＤＩ）、メチレンビス（４－シクロヘキシルイソシアネート）（Ｈ
ｉ２ＭＤＩ）、３－イソシアナトメチル－３，５，５－トリメチル－シクロヘキシルイソ
シアネート（ＩＰＤＩ）、１，６－ヘキサンジイソシアネート（ＨＤｌ）、ナフタレン－
１，５－ジイソシアネート（ＮＤＩ）、１，３－および１，４－フェニレンジイソシアネ
ート、トリフェニルメタン－４，４’，４”－トリイソシアネート、ポリメリックジフェ
ニルメタンジイソシアネート（ＰＭＤＩ）、ｍ－キシレンジイソシアネート（ＸＤＩ）、
１，４－シクロヘキシルジイソシアネート（ＣＨＤＩ）、イソホロンジイソシアネート、
異性体、二量体、三量体、およびこれらの２つ以上の混合物または組み合わせが挙げられ
るが、これらに限定されるものではない。「ＰＭＤＩ」の用語は、モノメリックＭＤＩ、
例えば、４，４’－ＭＤＩ、２，２’－ＭＤＩおよび／または２，４’－ＭＤＩが中に存
在するＰＭＤＩ混合物を包含する。ＰＭＤＩは、一実施形態では、不活性有機溶媒の存在
下で対応するＰＭＤＡをホスゲン化することによって製造される。一方ＰＭＤＡは、酸ア
ニリン－ホルムアルデヒド縮合によって得られ、それは工業的に、連続式にまたは回分式
に行うことができる。ＰＭＤＡ中のジフェニルメタンジアミンと均質なポリフェニルポリ
メチレンポリアミンとそれらの位置異性体の割合は、アニリンとホルムアルデヒドと酸触
媒の比を選択することによって、また、適した温度および滞留時間プロファイルによって
制御される。塩酸などの強鉱酸をアニリン－ホルムアルデヒド縮合に触媒として使用する
ことにより、高含有率の４，４’－ジフェニルメタンジアミンと共に、同時に低い割合の
ジフェニルメタンジアミンの２，４’異性体が工業的な規模で得られる。
【００７０】
　フォームの剛性に影響を及ぼす共有結合性架橋のレベルは、モノマーの反応性基官能基
数に左右される可能性がある。本明細書に記載の反応性基官能基数は、ポリマー材料また
はオリゴマー材料（ポリマーポリオール、ポリイソシアネートプレポリマー、ウレトンイ
ミン－カルボジイミド変性ポリイソシアネート、および、ＭＤＩシリーズのポリメリック
イソシアネートなど）について平均された数であり、純粋な化合物に対する絶対値である
と理解されるものとする。ポリイソシアネート成分の反応性基官能基数は、１超～数百、
２～２０、または２～１０の範囲である。特定の実施形態では、ポリイソシアネート官能
基数は、少なくとも１．９または少なくとも２．０である。
【００７１】
　市販されているポリイソシアネートは、純粋な化合物、純粋な化合物の混合物、オリゴ
マー混合物（重要な例はポリメリックＭＤＩである）、およびこれらの混合物であっても
よい。市販のポリイソシアネートのイソシアネート基官能基数の範囲は、当該技術分野で
は２～３であると理解される。フォーム配合物に使用されるモノマーの反応性基官能基数
が高いほど、架橋密度が高くなる。架橋度が非常に高いポリウレタンフォームは、剛性（
硬質）となる傾向がある。
【００７２】
　架橋度は、セルラーポリウレタンの剛性（または柔軟性）を決定する唯一の要因ではな
い。前駆体モノマーの剛直性によって決定されるマトリックスポリマーの主鎖の剛直性は
、フォームの剛性にも影響を及ぼし得る。剛直性の高い主鎖を有するモノマーは、架橋さ
れていないまたは架橋度がごく低い硬質フォームを製造することができる。比較的剛直な
モノマーの例としては、高濃度の芳香環を有するものがある。芳香族ポリイソシアネート
と芳香族ポリオールの組み合わせでは、剛直な主鎖を有するポリマーが生成する傾向があ
り、従って、ポリマーは剛直である傾向があり、それから製造されるフォームは硬質であ
る。
【００７３】
　ポリマーの柔軟性は、水素結合や結晶性などの副次的な鎖間力の影響も受ける。ポリイ
ソシアネートと多官能性活性水素モノマーとの反応により生成するポリウレタンおよびポ
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リ尿素は、ポリマー主鎖に沿って高濃度の「－ＮＨ」基を有する傾向があるため、それら
は水素結合していることが多い。モノマーの当量によって、ポリマー主鎖に沿った「－Ｎ
Ｈ」基の数が決まる。そのため、官能基当量が比較的低いモノマーを使用すると、構造中
に比較的多くの「－ＮＨ」基を有するポリマーが生成する。従って、これらは、鎖間に比
較的多くの水素結合を有する傾向があり、従って、比較的剛直であることが多い。他の全
ての要因が等しい場合、使用するモノマーの当量が大きい方が、ポリマー鎖間の水素結合
の量が少なくなり、より柔軟なポリマーが生成する傾向がある。尿素基はウレタン基より
多くの水素結合を形成する傾向があるため、ポリマー構造中の尿素濃度が高いと、ウレタ
ン基だけを有するものより硬質の材料が得られる傾向がある。
【００７４】
　ポリマー主鎖がバルク材料中に結晶または微結晶領域を形成する能力も、材料の剛性に
重大な影響を及ぼす可能性がある。この能力は、非常に規則的な繰り返し構造を有するポ
リウレタンで具現化することがあり、これらの材料は剛性が高い可能性がある。しかし、
結晶性は、共有結合性架橋および主鎖構造中の他の不規則性によって容易に妨げられるこ
とがある。これは、１つの要因（例えば、結晶性）が別の要因（例えば、架橋）と競合し
得る場合の一例である。フォームの剛性の程度を制御する様々な要因の影響は、常に付加
的であるとは限らず、当業者に既知の方法を使用して所望の特性を有するフォームが得ら
れるように調整できることが分かる。
【００７５】
ＩＩＩ．イソシアネート反応性化合物
　「イソシアネート反応性化合物」の用語は、本明細書で使用する場合、イソシアネート
基と反応する化学的官能基を含有する化合物を指す。様々なイソシアネート反応性化合物
が当該技術分野で知られており、本発明の実施に有用であると考えられる。特定のイソシ
アネート反応性化合物およびフォーム形成組成物に使用されるこのような化合物の相対量
の選択は、所望の化学的特性および物理的特性を有するフォームを提供するように行うこ
とができる。
【００７６】
Ａ．イソシアネート反応性化合物の種類
　イソシアネート反応性化合物は、通常、イソシアネートをベースにする反応物と求核反
応する。ポリウレタンフォームの製造に有用なイソシアネート反応性化合物は、イソシア
ネートとの反応によりポリマーを生成できる複数の活性水素基を含有する有機化合物であ
ってもよい。本発明に適していると考えられる反応性官能基としては、例えば、第１級ア
ルコール、第２級アルコール、ポリオール、第１級アミン、第２級アミン、およびカルボ
ン酸が挙げられる。例示的な第１級アルコールおよび第２級アルコールとしては、脂肪族
アルコールが挙げられ、一方、第１級アミンおよび第２級アミンとしては芳香族アミンお
よび脂肪族アミンが挙げられる。さらに、イソシアネート反応性化合物としては、単独で
または前述のイソシアネート反応性化合物のいずれかと組み合わせて使用される、水不溶
性／水分散性タンパク質組成物および／または水溶性タンパク質組成物を挙げることがで
きる。
【００７７】
　所与のイソシアネート反応性化合物の選択は、得られるフォームの特性に影響を及ぼし
得る。例えば、軟質ポリウレタンフォームの際立った特徴は、少なくとも１種類の軟質用
ポリオールを（全配合物重量と比較して）高い重量濃度で使用することである。軟質用ポ
リオールは、例えば、フォーム組成物の約２５％～約９０％（ｗｔ／ｗｔ）または約５０
％～約７０％（ｗｔ／ｗｔ）を構成し、これらのフォームの柔軟性に寄与し得る。軟質用
ポリオール自体は、鎖末端にヒドロキシル基を含有し、通常は液体または低融点の固体の
ポリマー材料である。例示的な軟質用ポリオールは、分子量が１，５００～１２，０００
ｇ／ｍｏｌ、または２，０００～８，０００ｇ／ｍｏｌの範囲であり、公称－ＯＨ官能基
数が２～４、通常、２～３である。軟質用ポリオールは、名前が示すように、柔軟な主鎖
を有し、主に脂肪族である。柔軟な主鎖は、ガラス転移温度が低い（例えば、０℃未満、
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または－１０℃未満の）ポリマーである。さらに、化合物が周囲温度で液体であることが
望ましい。このような軟質用ポリオールは、主鎖のポリマーの種類により、ポリエーテル
、ポリエステルおよび炭化水素の３種類に分類することができる。３つの基本的な主鎖の
種類のうちの１つをポリオールに使用することができるが、特定のポリオールがこれらの
基本的な主鎖の種類のうちの２つまたは３つを含有することも考えられる。さらに、異な
る種類の軟質用ポリオールの混合物をフォームの製造に使用してもよい。炭化水素主鎖の
種類の非限定例としては、ポリブタジエンおよびポリイソプレン、ならびにこれらの水素
化誘導体が挙げられる。ブタジエンとイソプレンの共重合体、およびこれらの共重合体の
水素化物も使用することができる。ポリエーテル主鎖の種類の非限定例としては、ポリオ
キシプロピレン、ポリオキシエチレン、ポリテトラメチレン、ポリオキシブチレン、およ
びこれらの可能な共重合体のいずれか挙げられる。好ましいポリエーテル主鎖の種類とし
ては、ポリオキシプロピレン、ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン－ポリオキシ
エチレン共重合体、およびポリテトラメチレンが挙げられる。
【００７８】
　特定の実施形態では、イソシアネート反応性化合物は、ポリオキシエチレンでキャップ
されたポリオキシプロピレンポリオールであり、これは主として第１級－ＯＨ末端である
。
【００７９】
　ポリエーテルポリオールは、最も一般的には、１種類以上のアルキレンオキサイド（エ
チレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサイド、またはテトラメチレン
オキサイドなど）を低分子量の開始剤分子（水、アンモニア、グリコール、トリオール、
またはアミンなど、分子量１５０未満）と、触媒の存在下にて重合させることによって製
造される。開始剤の混合物を合成に使用することもできる。
【００８０】
　広く使用されているポリエーテルポリオールの種類は、重量で大部分プロピレンオキサ
イドを含む、ポリオキシエチレンでキャップされたポリオキシプロピレンジオールおよび
トリオールである。他の広く使用されているポリエーテルポリオールの種類は、ポリオキ
シプロピレンジオールおよびトリオールである。ポリオキシプロピレンポリオールは、連
続製造される軟質スラブストックフォームに重要である。ポリオキシエチレンでキャップ
されたポリオキシプロピレンポリオールは、モールド成形軟質フォーム用途に重要である
。これらのポリオキシエチレンでキャップされたポリオールは、主要なイソシアネート反
応性官能基として第１級－ＯＨ基が存在するため、コールドキュアに特に好適である。ポ
リエステルタイプの軟質用ポリオールの非限定例としては、ヒドロキシル停止を促進する
条件で、分子量１５０未満の低分子量脂肪族ジオールと分子量３００未満の脂肪族ジカル
ボン酸を縮合することにより生成するものが挙げられる。これらのポリエステルの製造に
好ましい脂肪族ジオールは、ジ第１級ジオールである。ポリエステルジオールの幾つかの
具体例としては、ポリ（エチレンアジペート）、ポリ（ブチレンアジペート）、ポリ（ジ
エチレングリコールアジペート）、およびこれらの共重合体がある。これらの脂肪族ポリ
エステルは、場合によっては、ヒドロキシル官能基数を増加させるため、トリメチロール
プロパンなどのごく少量のトリオールをさらに含有する。プロピレンオキサイドおよび／
またはエチレンオキサイドから誘導されるポリエーテルタイプの軟質用ポリオールは、低
コストであるため、とりわけ好ましい。
【００８１】
　本明細書に記載のフォームの製造に有用なポリオールとしては、既知の全てのポリオー
ル、例えば、ポリウレタン分野で使用されるポリオールが挙げられる。特定の実施形態で
は、ポリオールは、第１級および／または第２級ヒドロキシル（即ち、－ＯＨ）基を含む
。他の特定の実施形態では、ポリオールは、１分子当たり少なくとも２つの第１級および
／または第２級ヒドロキシル基を含む。一官能性アルコール（脂肪族アルコール、芳香族
アルコールまたはヒドロキシル官能性アクリレートなどのヒドロキシル官能性モノマーな
ど（ＵＶまたは熱硬化性材料を得るため））を使用して、イソシアネート基をキャップし
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てもよい。他の特定の実施形態では、ポリオールのヒドロキシル基官能基数は、１．６～
１０、１．７～６、２～４、または２～３である。他の特定の実施形態では、任意選択の
ポリオールの重量平均分子量は、１００～１０，０００ｇ／ｍｏｌ、４００～６，０００
ｇ／ｍｏｌ、または８００～６，０００ｇ／ｍｏｌの範囲である。
【００８２】
　他の特定の実施形態では、有用なポリオールは、ポリエステルポリオールまたはポリエ
ーテルポリオール（脂肪族ポリエーテルポリオールなど）である。１つの例示的な脂肪族
ポリエーテルポリオールは、数平均分子量が１，５００～２，５００ｇ／ｍｏｌの範囲の
ポリオキシプロピレングリコールである。
【００８３】
　特定の実施形態では、イソシアネート反応性成分中の１種類または複数種類の全てのポ
リオールの全量は、合計の１重量％～８０重量％、または３重量％～７０重量％、または
５重量％～６０重量％である。
【００８４】
　他の特定の実施形態では、第１級、第２級および／または第３級アミン基を含むアルカ
ノールアミンを使用することができる。
【００８５】
Ｂ．フォームの形成に使用されるイソシアネート反応性化合物の量
　フォームの形成に使用される成分の相対量は、フォームの化学的特性および物理的特性
に影響を及ぼし得る。例えば、イソシアネートをベースにする反応物中のイソシアネート
基の数、対、イソシアネート反応性基の総数（即ち、発泡剤が寄与するものを含む加工条
件下で反応すると考えられるイソシアネート反応性官能基の総数）の比は、重要なパラメ
ータである。反応当量の比（イソシアネート：イソシアネート反応性基）はインデックス
と称され、パーセントで表すことができる。
【００８６】
　１００％未満のインデックスを有する材料からのフォームの製造は、未反応の鎖末端が
存在するため架橋度が低くなり、それによって平均架橋密度が低くなることを含意しうる
。しかし、１つの例外として、水（発泡剤）が大過剰に含まれる場合がある。このような
状況では、水分子の一部が物理的発泡剤の役割をする（発泡反応の熱が発泡プロセス中に
水を揮発させるのに十分である場合）。さもなければ大過剰の水は単にフォーム中に残存
し（最終的に乾燥してなくなる）、非反応性ポリマー鎖末端の数を必ずしも実質的に増加
させない。
【００８７】
　１００％超のインデックスを有する材料からのフォームの製造は、架橋度の増加を含意
し得る。架橋度の増加は、イソシアネート基（－ＮＣＯ基）の様々な自己反応、ならびに
アロファネート基やビウレット基の形成により生じる。フォーム製造工程におけるイソシ
アネート基の例示的な自己反応としては、カルボジイミド生成、ウレトンイミンの生成、
およびイソシアヌレートの生成（三量化）が挙げられる。これらの自己反応生成物の一部
は、場合によっては、液体ポリイソシアネート前駆体流（ベースポリイソシアネート）中
にも存在し得るが、ウレタンフォーム配合物のインデックスを計算する場合、残りの遊離
イソシアネート基だけを考慮する。例えば、大過剰のイソシアネート（－ＮＣＯ）基が配
合物中に存在し（１５０％超のインデックスに対応する）、イソシアネート基を三量化す
るための触媒（三量化触媒）が存在する場合、フォームはかなりの量のイソシアヌレート
結合を含有することになる。イソシアヌレート結合は、架橋密度を大幅に増加させる。こ
れらの結合は耐熱性であり、耐燃焼性を向上させるために、硬質フォームに組み込まれる
ことが多い。
【００８８】
　フォーム配合物のインデックスは、フォームがどれくらい軟質または硬質になるかを示
す重要な指標である。一般に、共有結合性架橋が多いほど（インデックスが高いほど）、
剛性が大きいことを意味する。軟質ウレタンフォームの製造には、１０％以下（水が非常
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に大過剰に使用される極端な場合）～１５０％、または７０％～１２５％のインデックス
範囲を使用することができる。ほとんどの軟質熱硬化性ウレタンフォームに望ましいイン
デックス範囲は、８０％～１１０％である。これは、また、半硬質フォームおよび半軟質
フォームに最も好ましいインデックス範囲である。半硬質および半軟質の用語は互換的に
使用される。
【００８９】
　ポリウレタン－ポリイソシアヌレートフォームの製造には、２００％～２，５００％、
２５０％～１，５００％、または２５０％～８００％のインデックス範囲を使用してもよ
い。これらのフォームは、建設業で断熱フォームとして使用される重要な種類の硬質ウレ
タンフォームである。しかし、ポリイソシアヌレート結合が望ましくない場合、インデッ
クス範囲は９０％～１５０％、または１００％～１２５％の範囲であってもよい。
【００９０】
　フォーム配合物の（１種類または複数種類の）イソシアネート反応性成分に使用するの
に適した有機イソシアネート反応性（活性水素）モノマーの反応性基官能基数は、１超～
数百の範囲であるが、よりずっと一般的には、１．５～２０、より一般的には１．６～１
０の範囲である。反応する基が１より多く存在するため、官能基数が１．０より大きいこ
とは鎖延長（成長／重合）に重要である。モノアルコールのように官能基数が１．０であ
った場合、イソシアネートはエンドキャップされ、分子には反応性基がもはや存在しない
ため、反応は停止することになる。
【００９１】
　特定の実施形態では、配合物に使用される全てのポリマー生成イソシアネート反応性種
の反応性基官能基数は、少なくとも１．５、理想的には少なくとも２である。しかし、工
業的に重要な種類の有用なイソシアネート反応性モノマーの官能基数は、１．５～２の範
囲である。これらは、ポリオキシアルキレンジオールである（公称はジオールである）が
、実際は、ヒドロキシル官能基数は２未満である。
【００９２】
ＩＶ．発泡剤
　特定の状況では、フォームの形成を促進するため、プレミックス中に追加の発泡剤を含
んでもよい。発泡剤はポリマー中に泡（気泡）を発生させ、フォーム製品を生じさせる。
多くの発泡剤が当該技術分野で知られており、本発明の実施に有用であると考えられる。
例えば、発泡剤は、気体であるまたはフォームの製造に使用される条件下で気体に変化す
る揮発性組成物である物理的発泡剤であってもよい。あるいは、プレミックスの成分の１
つと反応して発泡剤を生成する化合物（例えば、水）をプレミックスに添加することによ
り、フォームの製造中にその場で（ｉｎ　ｓｉｔｕ）発泡剤（例えば、ＣＯ２）を生成し
てもよい。この種の発泡剤は化学的発泡剤である。別の種類の発泡剤は、フォーム形成プ
ロセス中に分解して気体を放出するもの（例えば、アゾビスジカルボンアミドなどのアゾ
官能性化合物）である。
【００９３】
　一般的に使用される物理的発泡剤としては、空気、窒素、および二酸化炭素が挙げられ
、これらをポリウレタンフォームの液体の化学的前駆体に吹き込んで起泡させる。この方
法を使用して、高密度フォームを製造することができる。しかし、この方法は、低密度フ
ォームの製造には最適ではない可能性がある。一般的に使用される他の物理的発泡剤とし
ては、沸点（１気圧）が０～５０℃、１０～４０℃、２０～３５℃の揮発性不活性有機化
合物が挙げられる。特定の場合、有機物理的発泡剤は、Ｃ１－Ｃ５炭化水素、Ｃ１－Ｃ５

フルオロカーボン、Ｃ１－Ｃ５ハイドロフルオロカーボン、Ｃ１－Ｃ５クロロカーボン、
またはこれらの組み合わせである。このような物理的発泡剤の非限定例としては、テトラ
フルオロエタン、ペンタフルオロプロパン、塩化メチレン、ｎ－ペンタン、イソペンタン
、およびシクロペンタンが挙げられる。
【００９４】
　一般的な化学的発泡剤は水であり、この場合、水は、２当量の有機イソシアネート基と
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反応して、１モルの二酸化炭素（水１分子当たり）を放出し、尿素結合を形成する。あま
り一般的に使用されない化学的発泡剤としてはカルボン酸化合物が挙げられ、これはイソ
シアネートと反応して二酸化炭素を放出し、アミド結合を形成することができる。
【００９５】
　フォームを形成する配合物に使用される１種類または複数種類の発泡剤の量を調整して
、所望の密度を有するフォームを製造することができる。セルラーポリウレタンの密度範
囲は、１立方フィート当たり０．１ｌｂから、完全な密度（完全な密度とは、発泡してい
ない（即ち、泡を含まない）ポリマーの固有密度である）を幾らか下回る密度までの範囲
である。当業者には、所与のフォーム配合物から特定の密度のフォームを製造するのに必
要な（１種類または複数種類の）発泡剤の量が分かる。使用される場合、水は、反応性ポ
リマー生成モノマーの０．１重量％～１００重量％以上、しかし、より典型的には０．２
％～２０％の量で使用される。使用される場合、物理的発泡剤は、反応性（ポリマー生成
）モノマーの１重量％～５０重量％、しかし、より典型的には２重量％～３０重量％の量
で使用される。
【００９６】
Ｖ．添加剤
　さらに、フォームの特性を最適化するために、フォーム形成プレミックスに添加剤を添
加してもよい。例示的な添加剤としては、触媒、増量剤、充填剤、界面活性剤、増粘剤、
酸化防止剤、抗菌剤、殺真菌剤、顔料、無機粒子、および架橋剤が挙げられる。
【００９７】
　特定の実施形態では、１種類または複数種類の触媒は、フォーム形成組成物の約５重量
％以下を構成することができる。一般的に使用される触媒としては、第３級アミンおよび
特性の有機金属化合物が挙げられる。例えば、触媒は、トリエチレンジアミン、２，２’
－ジメチルアミノジエチルエーテル、２－ジメチルアミノエタノール、オクタン酸第一錫
、ジブチル錫ジアセテート、ジブチル錫ジラウレート、またはこれらの組み合わせであっ
てもよい。これらの触媒は、イソシアネートをアルコールと、および水と反応させる。他
の触媒は、イソシアネート基を三量化させて、イソシアヌレート基を形成する。これらの
例としては、オクタン酸カリウム（２－エチルヘキサン酸カリウム）、酢酸カリウム、お
よび、他の可溶性カルボン酸アルカリ金属塩が挙げられる。本明細書に記載のフォームの
製造に適していると考えられるその他の触媒を下記に記載する。
【００９８】
　その他の例示的な触媒としては、第１級アミン、第２級アミン、第３級アミン、有機金
属化合物、またはこれらの組み合わせが挙げられる。例示的な第１級アミンとしては、例
えば、メチルアミン、エチルアミン、プロピルアミン、シクロヘキシルアミン、およびベ
ンジルアミンが挙げられる。例示的な第２級アミンとしては、例えば、ジメチルアミン、
ジエチルアミン、およびジイソプロピルアミンが挙げられる。例示的な第３級アミンとし
ては、例えば、ジアザビシクロオクタン（Ｄａｂｃｏ）、トリエチルアミン、ジメチルベ
ンジルアミン、ビス－ジメチルアミノエチルエーテル、テトラメチルグアニジン、ビス－
ジメチルアミノメチルフェノール、２，２’－ジモルホリノジエチルエーテル、２－（２
－ジメチルアミノエトキシ）－エタノール、２－ジメチルアミノエチル－３－ジメチルア
ミノプロピルエーテル、ビス－（２－ジアミノエチル）－エーテル、Ｎ，Ｎ－ジメチルピ
ペラジン、Ｎ－（２－ヒドロキシエトキシエチル）－２－アザノルボルナン、Ｔａｃａｔ
　ＤＰ－９１４（Ｔｅｘａｃｏ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）、Ｊｅｆｆｃａｔ（登録商標）、Ｎ
，Ｎ，Ｎ，Ｎ－テトラメチルブタン－１，３－ジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ，Ｎ－テトラメチル
プロパン－１，３－ジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ，Ｎ－テトラメチルヘキサン－１，６－ジアミ
ン、２，２’－ジモルホリノジエチルエーテル（ＤＭＤＥＥ）、またはこれらの混合物が
挙げられる。例示的な有機金属化合物としては、例えば、ジ－ｎ－オクチル錫メルカプチ
ド、ジブチル錫マレエート、ジブチル錫ジアセテート、ジブチル錫ジラウレート、ジブチ
ル錫ジクロリド、ビス－ドデシルメルカプチド、酢酸錫（ＩＩ）、エチルヘキサン酸錫（
ＩＩ）およびジエチルヘキサン酸錫（ＩＩ）、Ｆｅ＋３　２，４－ペンタンジオネート（
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ＦｅＡｃＡｃ）またはフェニルエチルジチオカルバミン酸鉛が挙げられる。
【００９９】
　例示的な増量剤としては、例えば、不活性増量剤または活性増量剤が挙げられる。特定
の実施形態では、不活性増量剤は、植物性粒子状物質、植物油、鉱油、二塩基性エステル
、炭酸プロピレン、非反応性変性芳香族石油炭化水素、および、一般に、フォームに混合
することができる任意の非活性水素含有液体が挙げられる。活性増量剤は、ピロリドンモ
ノマーまたはポリマー、オキシゾリドンモノマーまたはポリマー、エポキシ化油、または
、アマニ油などの不飽和油であってもよい。
【０１００】
　さらに、フォームの化学的特性と物理的特性を変化させるため、１種類以上の界面活性
剤をフォーム形成組成物に添加してもよい。特定の実施形態では、１種類または複数種類
の界面活性剤は、フォーム形成組成物の約５重量％以下を構成することができる。例示的
な界面活性剤としては、例えば、モノマータイプ、ポリマータイプ、またはこれらの混合
物が挙げられる。一般的に使用される界面活性剤の１つには、ポリエーテルシリコーンな
どの有機官能性シリコーン化合物がある。発泡中のフォームの安定性を、（連続気泡フォ
ーム中の）気泡の開放の必要性と均衡させるため、異なるシリコーンの組み合わせを選択
してもよい。
【０１０１】
　他の添加剤としては、例えば、酸化防止剤、消泡剤、抗菌剤、殺真菌剤、顔料、　増粘
剤、ゲル化剤、噴射剤、無機粒子（例えば、二酸化チタン、鉄黄、ベンガラ、鉄黒、酸化
亜鉛、酸化アルミニウム、アルミニウム三水和物、炭酸カルシウム）、モンモリロナイト
などの粘土、および湿潤剤等が挙げられる。
【０１０２】
　特定の実施形態では、添加剤は、水分散性添加剤または水溶性添加剤である。水溶性添
加剤としては、ポリメリックイソシアネート、例えば、ＰＭＤＩと反応できるヒドロキシ
ル官能性またはアミン官能性化合物（グリセリン、尿素、プロピレングリコール、ポリプ
ロピレングリコール、ポリエチレングリコール、トリメチロールプロパンおよびその付加
物等など）が挙げられる。
【０１０３】
　他の実施形態では、添加剤は、架橋剤、例えば、リグノセルロース材料をガラスに結合
させるのに使用できる架橋剤であってもよい。例示的な架橋剤としては、ジメチルジクロ
ロシラン（ＤＭＤＣＳ）、アルキルトリクロロシラン、メチルトリクロロシラン（ＭＴＣ
Ｓ）、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルトリメトキシシラン（ＡＡＰＳ）
、またはこれらの組み合わせなどのオルガノシランが挙げられる。他の実施形態では、ポ
リペプチド画分をオルガノシランと組み合わせる。「オルガノシラン」の用語は、一般式
、
（ＲＯ）３Ｓｉ－Ｒ’
（式中、Ｒは、好ましくは、プロピル基、エチル基、メチル基、イソプロピル基、ブチル
基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基、またはアセチル基であり、Ｒ’は
有機官能基であり、その官能基としてはアミノプロピル基、アミノエチルアミノプロピル
基、アルキル基、ビニル基、フェニル基、メルカプト基、スチリルアミノ基、メタクリル
オキシプロピル基、グリシドキシ基、またはイソシアネート基等を挙げることができる）
を有するトリアルコキシシランのモノマー、加水分解モノマー、加水分解ダイマー、オリ
ゴマー、および縮合生成物を含む任意の分子群を指す。
【０１０４】
　同様に、一般式（ＲＯ）３Ｓｉ－Ｒ’－Ｓｉ（ＯＲ）３を有するビストリアルコキシシ
ランを「オルガノシラン」として単独で、またはトリアルコキシシランと組み合わせて使
用することもでき、上式中、Ｒは、好ましくは、プロピル基、エチル基、メチル基、イソ
プロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基、またはアセチ
ル基であり、Ｒ’は、アミノ基、アルキル基、ビニル基、フェニル基、およびメルカプト
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基等からなる群から選択される官能基を含有し得る架橋有機官能基である。同様に、一般
式（ＲＯ）４Ｓｉを有するテトラアルコキシシランを、「オルガノシラン」として単独で
、またはトリアルコキシシランもしくはビス－トリアルコキシシランと組み合わせて使用
してもよく、上式中、Ｒは、好ましくは、プロピル基、エチル基、メチル基、イソプロピ
ル基、ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基、またはアセチル基で
ある。
【０１０５】
　より任意選択の、用途に特有の性質を有する他の種類の添加剤としては、難燃剤、充填
剤、補強剤（ガラス繊維、ウォラストナイトなどの小板状鉱物、および繊維プリフォーム
など）、煙抑制剤、殺生物剤、不活性可塑剤、帯電防止剤、これらの組み合わせ、および
他の多くのものが挙げられる。当業者は、フォームに望ましい特性に基づいて、このよう
な添加剤の適切な量を選択することができる。例えば、充填剤を非常に高濃度で使用して
もよく、状況によっては、配合物中の全ポリマー生成モノマーの重量を超えてもよい。充
填剤は、炭酸カルシウム、粘度鉱物、鋸屑、および木質繊維などの安価な粒子を含んでも
よい。繊維補強剤を、配合物中の全ポリマー生成モノマーの重量を超える濃度で使用して
もよい。他の種類の任意選択の添加剤は、仮にも使用される場合、通常、全ポリマー配合
物の１５重量％未満、または１０重量％未満の濃度で使用される。ほとんどの種類の任意
選択の添加剤は、全配合物の５重量％未満の濃度で使用される。
【０１０６】
　難燃剤の例としては、有機リン化合物、ハロゲン化有機リン化合物、ハロゲン化芳香族
化合物、メラミン（充填剤として）、黒鉛（充填剤）、アルミナ三水和物（充填剤）、酸
化アンチモン、およびこれらの組み合わせが挙げられる。この列挙は、限定的なものとし
て解釈されるべきではない。可溶性難燃剤が一般に好ましく、充填剤タイプの難燃剤より
低濃度で有効な場合がある。
【０１０７】
　セルラーポリウレタンの反応系の配合物中における添加剤の適切な使用は、当業者に分
かるであろう。添加剤にはイソシアネート反応性官能基を含有するものがあり、従って、
これらの添加剤を含有するフォーム配合物のインデックスの計算にそれを算入しなければ
ならない。
【０１０８】
ＶＩ．得られるフォームの製造および特性
　本発明は、異なる物理的特性および化学的特性を特徴とする様々なフォームの製造を提
供する。例えば、フォームは熱硬化性フォームであっても、または熱可塑性フォームであ
ってもよい。
【０１０９】
　熱硬化性フォームは、通常、液体の前駆体を反応させることによって製造される。前駆
体（イソシアネートをベースにする反応物、イソシアネート反応性物質、発泡剤、および
ポリペプチド組成物）の混合により重合反応が開始し、熱が発生する。反応熱はフォーム
の発泡を助ける。最終的なフォーム物品の成形は、発泡および重合プロセス中、反応混合
物にまだ流動性がある時に行われる。熱硬化性ウレタンフォームでは、マトリックスポリ
マーは架橋されることが多い。架橋度は、ポリマー生成反応の化学量論および使用される
モノマーの反応性基官能基数に依存する。架橋の量は著しく異なることがあり、フォーム
の特性を最適化するように架橋の量を製造することができる。例えば、硬質ウレタンフォ
ームは、一般に、軟質ウレタンフォームより架橋度が高い。
【０１１０】
　熱硬化性ウレタンフォームの製造時、通常、イソシアネート反応性成分を発泡剤（とり
わけ、水の場合のように、発泡剤がイソシアネート反応性官能基を含む場合）および任意
選択の添加剤と組み合わせて、液体混合物を製造する。次いで、液体混合物を、イソシア
ネートをベースにする反応物と混合して、重合および発泡を開始させる。この一般的プロ
セスの幾つかの変形では、イソシアネート反応性成分の一部を、任意選択により化学量論
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的に過剰のポリイソシアネートと予備反応させて、液体のイソシアネート末端プレポリマ
ーを生成してもよい。後で、プレポリマーを最終工程でイソシアネート反応性成分の残部
と反応させ（重合を完了させ、発泡を開始させ）る。プレポリマー法の最も一般的な変形
では、プレポリマーは、残留モノメリックポリイソシアネート種（ベースポリイソシアネ
ート）も含む。これらは、半プレポリマー、擬似プレポリマー、または準プレポリマーと
称されることもある。これらの用語は、互換的に使用される。イソシアネート末端プレポ
リマーがモノメリックポリイソシアネート種を含有しない場合、それは完全なプレポリマ
ーと称される。プレポリマーを使用するか否かにかかわらず、熱硬化性ウレタンフォーム
の最も一般的な加工方法は、２種類の液体成分（即ち、ポリイソシアネート成分、および
、イソシアネート反応性モノマーと発泡剤と任意選択の添加剤とのブレンド）の使用であ
る。しかし、この規則には幾つかの重要な例外がある。軟質フォームスラブストックおよ
び硬質フォーム積層体の連続製造中、３種類以上の成分を使用することが多い。追加の成
分は、配合物の反応性ポリマー生成成分（ポリイソシアネートまたはポリオール）を含ん
でもよい。
【０１１１】
　熱可塑性フォームは、二段法を使用して製造されることが多い。例えば、特定の実施形
態では、ポリマー生成成分は固体ペレットに加工され、これらは任意の所望の添加剤およ
び発泡剤と配合される。最終的な形成および発泡作業は、通常、押出機内で、外部熱を加
えることによって行われる。外部熱は、揮発性発泡剤を揮発させることにより、化学的発
泡剤を分解して気体を放出することにより、またはこれらの方法のいずれかの組み合わせ
により、発泡プロセスを進行させる。熱可塑性フォームはモールド成形手段内で成形され
、マトリックスポリマーが冷却して凝固するときに、その形状が固定される。形成プロセ
ス中、僅かに架橋が起こり得るが、熱可塑性ウレタンフォームは、通常、直鎖状である。
【０１１２】
　本明細書に記載のフォーム形成材料を使用して、軟質フォーム、硬質フォーム、または
半硬質フォームを製造することができる。ポリウレタンから製造される軟質フォームは、
例えば、相分離したエラストマーであるポリマーマトリックスを有することが多い。ポリ
マーの軟質相は、軟質用ポリオールから誘導される部分である。この軟質相は重量でポリ
マーの大部分であるため、軟質相は連続相である。ポリマーの非軟質部分は、ポリイソシ
アネートと水および（任意選択により）分子量２００未満の低分子量グリコールとの反応
により誘導されたものである。ポリマーのこの「硬質」相は、通常、重合中に軟質相から
分離する。「相」は互いに共有結合しているが、分離するかのように挙動する。従って、
マトリックスポリマーはエラストマー性であるが、その硬度は硬質相と軟質相の相対的割
合によって決まる。これらの相対的割合は、全配合物のパーセンテージとして軟質用ポリ
オールをどれくらい使用するかを選択することにより、調整可能である。
【０１１３】
　軟質フォーム配合物は、通常、ほとんど、またはもっぱら水発泡される（場合によって
は、液体の化学的前駆体流に空気または二酸化炭素を吹き込んで補う）。より低密度のフ
ォームを製造するには、通常、より多くの水を必要とし（発泡用のＣＯ２を発生させるた
め）、それによって、より多くの尿素基が硬質相に生じ、このようにしてフォームの硬度
が高くなる。硬く弾性のある軟質フォームが望ましい場合、少量の低分子量グリコール（
分子量２００未満、好ましくは１５０未満）が配合物に含まれることがある。これらのグ
リコールは、通常、全配合物の１０％未満、望ましくは５％未満であり、連鎖延長剤と称
されることもある。好ましいグリコールは、エチレングリコール、１，４－ブタンジオー
ル、１，６－ヘキサンジオール、およびこれらの組み合わせなどの直鎖ジ第１級ジオール
である。この種のフォームは、「高弾性」（またはＨＲ）フォームと称される。軟質フォ
ームの密度は、典型的には１立方フィート当たり５ｌｂ未満、より典型的には１立方フィ
ート当たり３ｌｂ未満であり、大部分、連続気泡である。
【０１１４】
　非常に低密度（１立方フィート当たり１ｌｂ未満）の軟質フォームは、マトリックスポ
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リマー相中に少量の軟質用ポリオールを含有する硬質フォームをクラッシングすることに
よって製造することができる。クラッシングは、フォームの気泡間の境界（「気泡柱」と
称される）を形成する硬質のロッド状セグメントを破壊する効果を有する。このような軟
質フォームは、自動車の座席、家具、および寝具にクッション材料として使用することが
できる。これらの用途ではフォーム密度は、１立方フィート当たり約１．５～４ｌｂ、よ
り典型的には１立方フィート当たり１．８～３ｌｂの範囲である。
【０１１５】
　軟質フォームは、通常、非常に高い密度（１立方フィート当たり４ｌｂ超）の場合を除
いて、連続気泡フォームである。その連続気泡構造のため、水発泡は、好ましいフォーム
発泡法である。軟質フォームは、通常、軟質ポリマーマトリックスで製造される。ポリマ
ーマトリックス中の架橋密度は低く、インデックスが１０５％を超えることは稀である（
１００％未満であることが多い）。軟質フォームに使用されるポリイソシアネートの数平
均官能基数は低く、通常、２～２．４、より典型的には２～２．３である。
【０１１６】
　硬質フォームは、通常、硬質のプラスチックマトリックスを有する。マトリックスポリ
マーは、通常、ポリウレタンまたはポリウレタン－ポリイソシアヌレートである。どちら
の場合も、使用されるポリオールは、軟質フォームに使用される種類とはかなり異なる。
硬質用ポリオールは、分子量が軟質用ポリオールとある程度重なり、典型的には４００～
２，０００、より一般的には５００～１，５００の範囲である。硬質用ポリオールは、２
つの部類に大別することができる。第１は、主鎖が剛直で低官能基数の芳香族ポリエステ
ルである。通常、これらは、ポリウレタン－ポリイソシアヌレートフォームの製造に使用
され、通常、二官能性である。第２の部類は、３～１０の官能基数を有する高官能基数の
ポリエーテルを含む。
【０１１７】
　硬質フォームに使用される芳香族ポリエステルポリオールは、通常、フタル酸タイプの
酸（市販の３つの異性体のいずれか）、フタル酸エステルタイプのエステル、無水フタル
酸、または、それと低分子量グリコール（典型的には分子量２００未満）との反応による
ＰＥＴなどのフタレートポリマーから製造される。この目的に好ましいグリコールは、ジ
エチレングリコール（ＤＥＧ）である。このグリコールは、動力付混合装置（ｍｉｘｉｎ
ｇ　ａｃｔｉｖａｔｅｄ　ｓｙｓｔｅｍ）内で処理するのに十分低い粘度を有する液体の
ポリエステル樹脂を生成する傾向がある。ＤＥＧは、一般に、芳香族前駆体より大過剰に
使用され、それによってヒドロキシル末端ポリエステル樹脂の反応性溶媒の役割を果たす
。
【０１１８】
　高官能基数ポリエーテルポリオールは、通常、プロピレンオキサイドを高官能基数の開
始剤と反応させることによって製造される。これらの硬質用ポリオールは、当量（－ＯＨ
基当たり）が軟質用ポリオールより低いことを特徴とする。これは、比較的低分子量で官
能基数が比較的高いことによる。これらのポリオールの当量は、典型的には３００未満、
より典型的には５０～２００である。これは、典型的にはヒドロキシル当量が５００超で
ある軟質用ポリオールに匹敵する。ポリエーテルタイプの硬質用ポリオールの製造に通常
使用される開始剤としては、ショ糖などの糖類、トルエンジアミンなどの芳香族ポリアミ
ン、およびホルムアルデヒドとアニリンのオリゴマー縮合物が挙げられる。これらの芳香
族ポリアミンの第１級アミン基はそれぞれ、２モル以上のプロピレンオキサイドと反応す
る。芳香族エステルポリオールのような硬質ポリエーテルポリオールは、動力付混合装置
内で処理を行うのに十分低い粘度にするために、通常、ＤＥＧなどの低分子量グリコール
で希釈される。
【０１１９】
　硬質用ポリオール（どちらの種類も）は、さらに、比較的低分子量の脂肪族グリコール
、トリオール、テトラオール、およびアルカノールアミンと配合されることが多い。これ
らの比較的低分子量のポリオール（一般に分子量が２００未満である）の例としては、エ
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チレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコ
ール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、ブタンジオール、グリセロ
ール、トリメチロールプロパン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、ジプロパ
ノールアミン、トリプロパノールアミン、およびこれらの混合物等が挙げられる。
【０１２０】
　硬質フォームに使用されるポリマーマトリックスは、たいていの場合、軟質フォームに
使用されるものより架橋度が高い。これらのポリマー中の架橋の多くは、ポリイソシアネ
ートから生じる。硬質フォームに使用されるポリイソシアネートの数平均官能基数は、通
常、２．５～３の範囲である。硬質ポリイソシアヌレート－ポリウレタンは、ポリマー中
のイソシアヌレート（三量体）結合のため、架橋度が非常に高い。
【０１２１】
　「軟質」と「硬質」の間に一連の中間的なフォームの種類がある。これらは、半硬質ま
たは半軟質と称されることがある。これらのフォームは、硬質用ポリオールと軟質用ポリ
オールの組み合わせ、および２～３、最も典型的には２．５～２．８の任意のポリイソシ
アネート官能基数を使用して製造することができる。これらのフォームは、様々な構造用
途、エネルギー吸収用途、および装飾用途に使用される。半硬質／半軟質フォームの特に
重要な用途は、自動車の現場注入ダッシュボードパッドおよび膝当てである。これらのフ
ォームは、通常、布帛またはＰＶＣなどの軟質の装飾表面材料の後ろに現場注入される。
密度は、用途に応じて、通常１立方フィート当たり２～１０ポンド（場合によっては、こ
れより高い）の範囲である。これらは非断熱用途であるため、フォームは最も典型的には
水発泡される。
【０１２２】
　１立方フィート当たり１０ポンド超～完全な密度を僅かに下回る範囲の密度を有する比
較的高密度のセルラーポリウレタンは、「マイクロセルラー」ポリウレタンと称されるこ
とがある。これらは、軟質の靴底～硬質の合成木材代替品、およびこれらの両極端の間に
ある一連の半硬質／半軟質用途を含む、様々な用途に使用される。マイクロセルラー軟質
ポリウレタン靴底は、インテグラルスキンを有するように製造されてもよい。スキンは、
金型表面付近におけるフォーム気泡の局所的な崩壊のため自然発生的に形成する。フォー
ムのコアは、気泡状のままである。このインテグラルスキンの形成機構は、周囲温度で液
体であるハイドロフルオロカーボンなどの揮発性の物理的発泡剤を使用することによって
促進される。金型表面の温度が物理的発泡剤の沸点より低い場合、自然発生的なスキンの
形成が起こる。インテグラルスキンフォームは、自動車のアームレストおよび様々な家具
用途などの他の用途にも使用される。靴底フォームは、一般に、全部（またはほとんど全
部）二官能性モノマーからなる配合物から製造される。通常、インデックスは１００％、
または場合によってはそれより僅かに低い（９９％）こともある。これらのポリマーは、
軟質ジオール（とりわけポリエステル）、低分子量ジオール連鎖延長剤（１，４－ブタン
ジオールまたはエチレングリコールなど）、およびジイソシアネート（４，４’－ジフェ
ニルメタンジイソシアネートなど）、およびこれらの半プレポリマーから製造されてもよ
い。靴底フォームに使用されるポリマーは、従って、本質的に直鎖状である。発泡剤は、
通常、少量の水を含む。対照的に、硬質および半硬質／半軟質のマイクロセルラーフォー
ムは、架橋度がより高い。モノマーの選択は、比較的低密度の類似体に類似している。し
かし、比較的高密度のフォームは、通常、独立気泡である。ポリウレタンフォームの密度
が最も高いのは、反応射出成形（ＲＩＭ）エラストマーである。これらは、全部、少量の
空気（または窒素）を液体の前駆体流中に混入させることによって、発泡させることがで
きる。この混入プロセス（核形成と称されることもある）により、向流の混合および処理
の前に気体が液体の化学物質中に吹き込まれて起泡する。ＲＩＭエラストマーは、通常、
軟質用ポリオールと連鎖延長剤の両方を含むポリイソシアネート反応性流から生成される
。連鎖延長剤の量は、エラストマーの剛性（または柔軟性）を制御するように調整される
。これらのエラストマーの製造に使用される典型的な連鎖延長剤の例としては、低分子量
グリコールおよび芳香族ジアミンが挙げられる。
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【０１２３】
　当業者は、本明細書に記載の方法および組成物（例えば、水溶性タンパク質画分および
／または水不溶性／水分散性タンパク質画分、特定のイソシアネートをベースにする反応
物、特定のイソシアネート反応性化合物、および特定の添加剤）を使用して、所望の物理
的特性および化学的特性、例えば、密度、剛性、圧縮性、弾性等を有するフォームを製造
できることが分かる。例えば、比較的低密度のフォームが望ましい場合、プレミックス中
に水溶性タンパク質組成物を含んでもよい。対照的に、水不溶性／水分散性タンパク質画
分の含有により、タンパク質添加剤（例えば、水溶性タンパク質）を含まずに達成できる
ものより高い密度および／または高い構造的完全性を有するフォームを製造することがで
きる。或いは、水不溶性／水分散性タンパク質のブレンドを使用して、必要な特性を有す
るフォームを製造することができる。　
【０１２４】
　特定の実施形態では、イソシアネートをベースにする反応物は、フォームの製造に使用
される出発原料の約１０％（ｗ／ｗ）～約９０％（ｗ／ｗ）を構成する。他の特定の実施
形態では、イソシアネート反応性化合物は、フォームの製造に使用される出発原料の約１
０％（ｗ／ｗ）～約９０％（ｗ／ｗ）を構成する。他の特定の実施形態では、タンパク質
含有組成物（例えば、水溶性ポリペプチド組成物）は、フォームの製造に使用される出発
原料の約０．０１％（ｗ／ｗ）～約５０％（ｗ／ｗ）、または約０．０１％（ｗ／ｗ）～
約３０％（ｗ／ｗ）、または約０．０１％（ｗ／ｗ）～約１０％（ｗ／ｗ）を構成する。
他の特定の実施形態では、フォームは約２５０％～約８００％の範囲のインデックスで製
造される。
【０１２５】
　また、例えば、実施例１１に示すように、フォームプレミックス中に添加される少量の
タンパク質組成物（例えば、原料、タンパク質単離物、または単離された水溶性および／
または水不溶性タンパク質）は、得られるフォームの物理的特性に大きな影響を及ぼし得
ることも分かる。特定の実施形態では、プレミックスは、タンパク質組成物を１０重量％
、９重量％、８重量％、７重量％、６重量％、５重量％、４重量％、３重量％、２重量％
、１重量％、０．５重量％、０．１重量％、０．０５重量％、または０．０１重量％未満
含有する。例として、実施例１１では、水溶性タンパク質画分を約０．０９重量％含有す
るポリオールブレンド（Ｂ部）で、得られるフォームの密度を調整することができた。
【０１２６】
　さらに、ポリペプチド組成物を、特定の多分散性指数を有するように設計することがで
きる。さらに、ポリペプチド組成物および接着剤組成物を、多分散性指数を有するように
設計することができる。「多分散性指数」（ＰＤＩ）の用語は、重量平均分子量
【数１】

と数平均分子量
【数２】

の比を指す。
【０１２７】
　記号Ｍｎで表される「数平均分子量」および記号Ｍｗで表される「重量平均分子量」の
用語は、開示された文献に見ることができるような、それらの通常の定義に従って使用さ
れる。重量平均分子量および数平均分子量は、当該技術分野に記載の分析法、例えば、ク
ロマトグラフィー法、沈降法、光散乱法、溶液粘度法、官能基分析法、および質量分析法
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（例えば、ＭＡＬＤＩ質量分析法）などを使用して測定することができる。例えば、実施
例２に示すように、ポリペプチド組成物の平均分子量と数平均分子量はＭＡＬＤＩ質量分
析法で測定した。さらに、異なる分子量を有するポリペプチド組成物は、異なる特性を有
するフォーム組成物を提供し得ることが考えられる。このようなものとして、重量平均分
子量、数平均分子量、および多分散性指数は、フォーム組成物の特性を最適化する場合、
重要な指標となり得る。さらに、本明細書に記載のように、ポリペプチド組成物の分子量
は、その中のタンパク質を酵素消化または分画することにより、変えることができる。
【０１２８】
　さらに、異なる分子量を有するポリペプチド組成物は、異なる特性を有する接着剤組成
物を提供し得ることが考えられる。このようなものとして、重量平均分子量、数平均分子
量、および多分散性指数は、接着剤組成物の特性を最適化する場合、重要な指標となり得
る。特に、ポリペプチド組成物の分子量特性を最適化することができると、特定の用途の
接着剤組成物を製造する場合に有利であると考えられる。他の利点には、ポリペプチド組
成物が異なる供給源（例えば、大豆とヒマ）から得られる場合でも、または、異なる季節
に、様々な期間にわたって、または世界の異なる地域から類似のタンパク質供給源が得ら
れる場合でも、類似の特性を有する接着剤組成物が得られることが含まれる。例えば、大
豆およびヒマから単離されたタンパク質（それぞれ、異なる分子量分布を有する）を、本
明細書に記載の消化および分画方法により、類似の分子量分布を有するように製造するこ
とができる。従って、分子量分布の一貫性を測定および制御することができると、接着剤
組成物の様々な特性、例えば、配合された接着剤の物理的特性の長期再現性および加工特
性などを最適化する場合に有利であると考えられる。ポリペプチド組成物中のタンパク質
を本明細書に記載の方法に従って酵素消化または分画することにより、ポリペプチド組成
物の分子量特性を変化させることができる。
【０１２９】
　特定の実施形態では、本明細書に記載のフォーム組成物の製造に使用されるプレミック
スのＰＤＩは、約１～約３、１～１．５、１．５～２、２～２．５、２．５～３、１～２
、１．５～２．５、または２～３である。
【０１３０】
ＶＩＩ．フォームの用途
　当該技術分野ではフォームの多くの用途が記載されてきたが、本明細書に記載のフォー
ムは様々な用途に適していると考えられる。例えば、本明細書に記載の方法を使用して製
造される軟質フォームは、モールド成形されても（自動車の座席におけるように）、また
はスラブストックとして注入され、その後、所定の形状に切断されてもよい（家具や寝具
におけるように）。軟質ポリウレタンフォームの他の重要な用途としては、カーペット下
敷が挙げられる。
【０１３１】
　フォームは断熱材として使用されてもよい。断熱材フォームの重要な物理的特性は熱伝
導率であることが分かる。熱伝導率をできるだけ低くするために、硬質フォームを揮発性
ハイドロフルオロカーボン（ペンタフルオロプロパンなど）で発泡させてもよい。これら
の物理的発泡剤は、空気または二酸化炭素より熱伝導率が低い。副次的発泡剤として水を
使用してもよい。硬質断熱フォームの密度範囲は、通常、１立方フィート当たり１．５～
４ポンド、または２～２．５ポンドである。硬質フォームは現場で注入または射出されて
もよいが、より一般的には積層ボード素材として製造される。その後、積層ボードを所定
の形状に切断し、建造に使用する。硬質断熱フォームは、低熱伝導率（ハイドロフルオロ
カーボン）発泡剤を保持するため、通常、独立気泡フォームである。
【０１３２】
　また、硬質フォームを、熱伝導率が要素とならない純粋に構造的な用途に使用してもよ
い。硬質フォームの純粋に構造的な用途の重要な例には、自動車内装ドアパネルがある。
これらの材料を所定の形状にモールド成形し、完全に水発泡させる。これらは、構造的強
度を向上させるため、ガラス繊維で補強されることが多い。ガラス短繊維を液体の前駆体
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流、通常、イソシアネート反応成分に添加してもよい。より一般的には、構造用補強剤は
、ガラスマットまたはプレフォームの形態で提供され、それらは金型内に予め配置される
。次いで、反応性フォーム形成混合物を、（金型を閉じる前に）マット上に注入するまた
はマットを通して射出する。その後、フォームは発泡し、金型内のマットを通って流動す
る。
【０１３３】
　フォームを包装材料として使用してもよい。包装材料用のフォームは、通常、水発泡、
連続気泡で、非常に低密度である。包装材料中のフォーム密度は、通常、１立方フィート
当たり２ポンド未満であり、１立方フィート当たり１ポンド未満であってもよい。包装さ
れる物体の周囲にこれらのフォームを注入または射出してもよい。
【実施例】
【０１３４】
　本発明は全般的に記載されており、以下の実施例を参照することによりさらに容易に理
解され、以下の実施例は、本発明の特定の態様および実施形態を説明するために記載され
るに過ぎず、本発明を限定するものではない。
【０１３５】
実施例１：ポリペプチド組成物の単離
　水溶性ポリペプチド組成物、水不溶性ポリペプチド組成物、またはこれらの混合物を単
離し、キャラクタリゼーションを行う方法を下記に記載する。
【０１３６】
方法Ａ：水溶性ポリペプチド組成物および水不溶性ポリペプチド組成物の製造。
　Ｅｖｅｒｌａｓｅで消化されたヒマのタンパク質（実験試料ロット５－９０）は、Ｐｒ
ｏｆ．Ｓ．Ｂｒａｕｎ（ｔｈｅ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｄｅｐａｒｔｍ
ｅｎｔ　ｏｆ　Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｂｉｏｌｏｇｙ　ａｔ　ｔｈｅ　Ｈｅｂｒｅｗ　Ｕｎｉ
ｖｅｒｓｉｔｙ　ｏｆ　Ｊｅｒｕｓａｌｅｍ，Ｉｓｒａｅｌ）から入手した。消化された
ヒマは、次のように製造することができる。すなわち、ヒマミールタンパク質を水中に約
１：１０ｗ／ｗの比で懸濁させる。塩化カルシウムを約１０ｍＭの有効濃度まで添加し、
１０Ｎ　ＮａＯＨを添加することにより懸濁液のｐＨをｐＨ９に調整する。次いで、この
反応を、撹拌しながら５５℃に加熱する。次に、Ｅｖｅｒｌａｓｅ　１６Ｌ　Ｔｙｐｅ　
ＥＸ（登録商標）（ＮＯＶＯＺＹＭＥＳ’）を、ヒマミールタンパク質１ｋｇ当たり２０
ｇの割合で添加し、混合物を同じ温度で約４時間撹拌する。最後に、得られた混合物をク
エン酸でｐＨ３．５にし、噴霧乾燥させて粉末を得る。
【０１３７】
　Ｅｖｅｒｌａｓｅで消化されたヒマのタンパク質（ロット５－９０）を分画し、水溶性
画分と水不溶性分散性画分を得た。第１の工程で、消化されたヒマ３００ｇを蒸留水１リ
ットルに入れてスラリーにした。この混合物を手で振盪した後、３０分間超音波浴に入れ
た。次いで、スラリーを取り出し、最大２日間放置し、不溶部分を沈殿させた（別の実験
では、遠心分離でも同様に十分であることが分かった）。その時点で、透明な黄色／琥珀
色の上清をピペットで取り出し、後の用途のために取っておいた。次いで、新たに蒸留水
を沈殿物に加え、全量を容器の１リットルの標線まで戻した。振盪、超音波処理、沈殿、
上清抽出、および新たに蒸留水を補充する（洗浄）工程を繰り返した（合計６回）。最終
工程では、灰黒色の沈殿物の上からピペットで水を取り出した後、沈殿物を４５℃の真空
オーブンで乾燥させた。水不溶性／水分散性ポリペプチド画分は、沈殿物の乾燥重量に基
づいて、消化されたヒマの約５０重量％を構成することが測定により分かった。別に、１
回目と２回目の上清を合わせた後、乾燥させて透明な黄色の水溶性ポリペプチド画分を得
た。
【０１３８】
　画分を乾燥させた後、灰黒色の沈殿物（水不溶性分散性画分）は水に再溶解できないこ
とが確認された。他方、乾燥した上清画分（透明／琥珀色でガラス質の固体）は水に完全
に溶解した。
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【０１３９】
　２つの画分を別々に固体状態ＦＴＩＲで分析した（図２～図４参照）。図２のスペクト
ルから、カルボン酸イオンおよびアミン塩部分は主に水溶性画分に関連していることが分
かる。図３から、アミドカルボニル伸縮振動吸収帯およびアミドＮ－Ｈ変角振動吸収帯は
、水溶性ポリペプチド画分では高波数側にシフトしていることが分かる。これらの成分は
、水不溶性分散性ポリペプチド画分中にも存在するように思われるが、顕著なアミド－Ｉ
およびアミド－ＩＩ吸収帯は低波数側にシフトしている。水素結合効果の他に、これらの
差は、また、水溶性ポリペプチド画分中には比較的多くの第１級アミド基が存在し、水分
散性ポリペプチド画分（主鎖ポリペプチド鎖由来）中には比較的多くの第２級アミド基が
存在することに関連するように思われる。これは、図４に示すＮ－Ｈ伸縮振動領域によっ
て裏付けられる。
【０１４０】
　図４は、消化されたヒマから単離された画分の固体状態ＦＴＩＲスペクトルを示し、図
２のＮ－Ｈ伸縮振動領域が拡大されている。スペクトルは、３２７５ｃｍ－１を中心とす
る第２級アミドＮ－Ｈ伸縮振動吸収帯の吸収強度が同等になるように、垂直方向に縮尺が
調整された。図４から、水分散性画分中の主要なアミドの種類は、３２７５ｃｍ－１を中
心とする単一の対称性の高い吸収帯によって明示されるように、第２級主鎖アミドである
ことが分かる。水溶性画分はこの種のアミドも含有するが、それぞれ約３２００ｃｍ－１

（対称）および約３３００ｃｍ－１（非対称）に２つの第１級Ｎ－Ｈ伸縮振動吸収帯が存
在することによって明示されるように、それよりかなり多くの第１級アミドも含有する。
【０１４１】
　これらのスペクトルから、水溶性ポリペプチド画分は、比較的高濃度の第１級アミン、
遊離カルボン酸、酸塩、およびアミン塩を合わせたものであったことが分かる。逆に、水
不溶性／水分散性ポリペプチド画分は、比較的多くの第２級アミドを有した。さらに、水
不溶性／分散性の画分のアミド－Ｉカルボニル吸収帯は、約１６２５ｃｍ－１の波数に現
れることが観測されたが、水溶性画分のアミド－Ｉカルボニル吸収帯は約１６４０ｃｍ－

１に観測された。他の実施例で記載されるように、この特徴は、ヒマタンパク質だけでな
く大豆タンパク質でも、水溶性ポリペプチド画分と水不溶性ポリペプチド画分の際立った
差の１つである。
【０１４２】
方法Ｂ：水溶性ポリペプチド組成物および水不溶性ポリペプチド組成物の他の製造方法。
　消化された大豆タンパク質は、Ｐｒｏｆ．Ｓ．Ｂｒａｕｎ（ｔｈｅ　Ｌａｂｏｒａｔｏ
ｒｙ　ｏｆ　Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｂｉｏｌｏｇｙ　ａｔ　ｔｈｅ　Ｈｅｂｒｅｗ　Ｕｎｉｖ
ｅｒｓｉｔｙ　ｏｆ　Ｊｅｒｕｓａｌｅｍ，Ｉｓｒａｅｌ）から実験試料（ロット５－８
１）として入手した。消化された大豆タンパク質は次のように製造した。大豆タンパク質
単離物（大豆タンパク質単離物ＳＯＬＰＲＯ　９５８（登録商標）Ｓｏｌｂａｒ　Ｉｎｄ
ｕｓｔｒｉｅｓ　Ｌｔｄ，ＰＯＢ　２２３０，Ａｓｈｄｏｄ　７７１２１，Ｉｓｒａｅｌ
）を水中に１：１０（ｗ／ｗ）の比で懸濁させた。懸濁液のｐＨを１０Ｎ　ＮａＯＨでｐ
Ｈ７に調整した後、撹拌しながら５５℃に加熱した。次いで、Ｎｅｕｔｒａｓｅ　０．８
　Ｌ（登録商標）（ＮＯＶＯＺＹＭＥＳ’）を大豆タンパク質１ｋｇ当たり２０ｇの割合
で添加し、混合物を同じ温度で４時間撹拌した。得られた混合物（ｐＨ６．５）を噴霧乾
燥し、淡黄褐色の粉末を得た。
【０１４３】
　消化された大豆（ロット５－８１）を分画し、水溶性ポリペプチド画分と水不溶性／水
分散性ポリペプチド画分を得た。第１の工程では、消化された大豆３００ｇを蒸留水１リ
ットルに入れてスラリーにした。混合物を手で振盪した後、３０分間超音波浴に入れた。
アリコートを遠心管に入れ、その遠心管を３，４００ｒｐｍで約３５分間回転させた。水
溶性画分を含有する遠心分離上清を、残りの水不溶性沈殿物からデカントし、後で使用す
るために別の容器に注ぎ入れた（この透明な黄色の上清を開放した皿状容器に入れ、３７
℃の温度で蒸発乾燥させた）。最初の洗浄工程の後、新たに蒸留水を遠心管に加え、残っ
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た沈殿物を、スパチュラを用いて手で撹拌することにより水中に分散させた。遠心分離、
デカンテーション、および再分散を組み合わせた手順を合計５サイクル行った。最終サイ
クルの後、残留水溶性タンパク質を含有する遊離した液体をペースト状の残留分散体（色
は黄色っぽい桃色）からデカントした。得られた分散体（重量測定により、固形分１６．
２４重量％であることが分かった）は、水不溶性／水分散性タンパク質を含有した。
【０１４４】
　ペースト状の分散体は、数週間安定であることが観察された。また、分散体は水溶性ポ
リマーと、および水分散性ポリマーラテックスと容易に混合できることも分かった。さら
に、分散体はＰＭＤＩと容易に相溶可能であった（スラリーにＰＭＤＩを添加したとき安
定な分散体を形成し、２４時間後でもＰＭＤＩの相分離は認められなかった）。対照的に
、消化された大豆から抽出した水溶性抽出物も、消化された大豆自体も、ＰＭＤＩの水分
散体を安定化させることができなかった。
【０１４５】
　両方の画分のアリコートを乾燥させた後、黄色の沈殿物（水不溶性／分散性抽出物）は
水に再溶解できないことが確認された。他方、乾燥した上清画分（透明／黄色の固体）は
水に完全に溶解することができた。この２つの乾燥抽出物を別々に固体状態ＦＴＩＲで分
析した（図５～図８参照）。図６は、消化された大豆から単離された画分の重ね合わせた
固体状態ＦＴＩＲスペクトルを示し、Ｎ－Ｈ領域が拡大されている。スペクトルは、３２
７５ｃｍ－１を中心とする第２級アミドＮ－Ｈ伸縮振動吸収帯の吸収強度が同等になるよ
うに、垂直方向に縮尺が調整された。図６から、水分散性画分中の主要なアミドの種類は
、３２７５ｃｍ－１を中心とする単一の対称性の高い吸収帯によって明示されるように、
第２級主鎖アミドであることが分かる。水溶性ポリペプチド画分はこの種のアミドも含有
するが、それぞれ約３２００ｃｍ－１（対称）および約３３００ｃｍ－１（非対称）に２
つの第１級Ｎ－Ｈ伸縮振動吸収帯が存在することによって明示されるように、それよりか
なり多くの第１級アミドも含有する。まとめて、これらのスペクトルから、水溶性ポリペ
プチド画分は比較的高濃度の第１級アミンを含むことが判明した。逆に、水不溶性分散性
ポリペプチド画分は、比較的多くの第２級アミンを含んだ。
【０１４６】
　図５に示すように、水溶性画分ではアミドカルボニル伸縮振動吸収帯およびアミドＮ－
Ｈ変角振動吸収帯が高波数側にシフトしている。これらの成分は水不溶性分散性画分中に
も存在するように思われるが、主要なアミド－Ｉおよびアミド－ＩＩ吸収帯は低波数側に
シフトしている。水素結合効果の他に、これらの差は、水溶性ポリペプチド画分（比較的
低分子量のアミノ酸断片由来）中には比較的多くの第１級アミド基（および／または第１
級アミン）が存在し、水分散性ポリペプチド画分（主鎖ポリペプチド鎖由来）中には比較
的多くの第２級アミド基が存在することに関連するように思われる。これは、図６に示す
Ｎ－Ｈ伸縮振動領域によって裏付けられる。
【０１４７】
　図６から、水分散性画分中の主要なアミドの種類は、３２７５ｃｍ－１を中心とする単
一の対称性の高い吸収帯によって明示されるように、第２級主鎖アミドであることが分か
る。水溶性画分はこの種のアミドも含有するが、それぞれ３２００ｃｍ－１（対称）およ
び約３３００ｃｍ－１（非対称）に２つの第１級Ｎ－Ｈ伸縮振動吸収帯が存在することに
よって明示されるように、それよりかなり多くの第１級アミンも含有する。
【０１４８】
　異なる植物性供給源に由来するにもかかわらず、消化された大豆と消化されたヒマの水
不溶性分散性画分は、スペクトル的に互いに類似している（図７参照）。逆に、水溶性ポ
リペプチド画分は、異なるＦＴＩＲスペクトル特性を有するよう思われる（図８参照）。
さらに、ＭＡＬＤＩ質量スペクトルから、消化された大豆と消化されたヒマの水溶性ポリ
ペプチド画分は異なる分子量特性を有することが分かる。２種類の水溶性画分の共通性は
、それらが両方とも第１級アミン／アミドを含有するように思われることである。
【０１４９】
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方法Ｃ：水溶性ポリペプチド組成物および水不溶性ポリペプチド組成物の他の製造方法
　ヒマミール（４．０ｋｇ、タンパク質２４．８％含有）を０．１Ｍ　ＮａＯＨ中に、ミ
ール対アルカリ比１０：１ｗ／ｗで懸濁させた。懸濁液を１８時間、周囲温度で撹拌した
後、遠心分離により固形物を除去した。上清（約３２リットル）を１０Ｎ　ＨＣｌでｐＨ
４．５に酸性化した。タンパク質を約１０℃で１２時間沈殿させ、透明な上清溶液デカン
トし、重い沈殿物（約２ｋｇ）を遠心分離により収集した。湿潤沈殿物を凍結乾燥し、タ
ンパク質単離物６７０ｇを得た。
【０１５０】
　水で抽出することにより、水不溶性ポリペプチド画分と水溶性ポリペプチド画分を得た
。第１の工程では、ヒマタンパク質単離物（ロット５－９４）１０ｇを蒸留水５０ｇに入
れてスラリーにした。混合物を機械的撹拌により２時間分散させた。次いで、アリコート
を遠心管に入れた後、その遠心管を３，４００ｒｐｍで約３５分間回転させた。水溶性画
分を含有する遠心分離上清を、残りの水不溶性沈殿物からデカントし、別の容器に注ぎ入
れた（この透明な黄色の上清を取っておき、後の分散実験および固体状態ＦＴＩＲ分析の
ために３７℃の温度で乾燥させた）。最初の洗浄工程の後、新たに蒸留水を遠心管に加え
、残った沈殿物をスパチュラを用いて手で撹拌することにより水中に分散させた。遠心分
離、デカンテーション、および再分散を組み合わせた手順を合計１３サイクル行った。最
終サイクルの後、遊離した液体をペースト状の残留分散体（出発ヒマタンパク質の水不溶
性ポリペプチド画分）からデカントした。乾燥時、ペーストは固形物を２８．５８％含有
することが測定により分かり、水不溶性画分の全収率は６２．８７％であることが測定に
より分かった。従って、出発ヒマタンパク質自体は、水不溶性ポリペプチド物質６２．８
７％および水溶性ポリペプチド物質３７．１２％を含有した。
【０１５１】
方法Ｄ：消化された乳清タンパク質の製造．
　消化された乳清タンパク質（ロット５－７２、本明細書では、消化された乳清タンパク
質ｐＨ６．５と称される）は、Ｐｒｏｆ．Ｓ．Ｂｒａｕｎ（ｔｈｅ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒ
ｙ　ｏｆ　Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｂｉｏｌｏｇｙ　ａｔ　ｔｈｅ　Ｈｅｂｒｅｗ　Ｕｎｉｖｅ
ｒｓｉｔｙ　ｏｆ　Ｊｅｒｕｓａｌｅｍ，Ｉｓｒａｅｌ）から実験試料として入手し、次
のように製造した。すなわち乳清タンパク質（ＷＰＩ－９５（登録商標）Ｗｈｅｙ　Ｐｒ
ｏｔｅｉｎ　Ｉｓｏｌａｔｅ、　Ｎｕｔｒｉｔｔｅｃｋ，２４　Ｓｅｇｕｉｎ　Ｓｔｒｅ
ｅｔ，Ｒｉｇａｕｄ，ＱＣ，Ｃａｎａｄａ　Ｊ０Ｐ　１Ｐ０）を水中に１：６（ｗ／ｗ）
の比で懸濁させた。懸濁液のｐＨを５Ｎ　ＮａＯＨでｐＨ７に調整し、撹拌しながら５５
℃に加熱した。次いで、ＦＬＡＶＯＵＲＺＹＭＥ　５００ＭＧ（登録商標）（ＮＯＶＯＺ
ＹＭＥＳ’製）を乳清タンパク質１ｋｇ当たり２０ｇの割合で添加し、混合物を同じ温度
で４時間撹拌した。得られた水性混合物はｐＨ６．５であった。次いで、得られた混合物
を噴霧乾燥し、消化された乳清タンパク質を、水溶性ポリペプチドと水不溶性ポリペプチ
ドの混合物を含有する淡黄色の粉末として得た。
【０１５２】
方法Ｅ：消化され、硝酸ナトリウムと反応したヒマタンパク質の製造。
　ヒマミールタンパク質を水中に１：１０（ｗ／ｗ）の比で懸濁させた。塩化カルシウム
を１０ｍＭの有効濃度で添加し、１０Ｎ　ＮａＯＨを添加することにより懸濁液のｐＨを
　ｐＨ９に調整した。反応を、撹拌しながら５５℃に加熱した。次いで、Ｅｖｅｒｌａｓ
ｅ　１６Ｌ　Ｔｙｐｅ　ＥＸ（登録商標）（ＮＯＶＯＺＹＭＥＳ’）をヒマミールタンパ
ク質１ｋｇ当たり１０ｇの割合で添加し、混合物を同じ温度で４時間撹拌した。次いで、
Ｌ－乳酸（９０％、ヒマタンパク質１ｋｇ当たり１２０ｇ）を添加し、混合物をｐＨ４．
４にした後、撹拌しながら硝酸ナトリウム水溶液（０．４ｋｇ／ｌ、ヒマタンパク質１ｋ
ｇ当たり０．４リットル）を徐々に（２０時間にわたって）添加した。次いで、反応を周
囲温度で４０時間放置した。次いで、Ｎａ２Ｓ２Ｏ５（ヒマタンパク質１ｋｇ当たり０．
２ｋｇ）を添加し、反応を６０℃に加熱し、１５分間撹拌した。周囲温度に冷却した後、
濃ＨＣｌで反応をｐＨ２．０にした。その後、それを１０℃で１８時間放置し、得られた
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沈殿物を、１５分間２４，０００ｘｇで遠心分離することにより分離した。沈殿物を１０
ｍＭクエン酸（沈殿物の体積の３倍の体積）中に再懸濁させた後、それを収集し、その後
凍結乾燥させて、水溶性ポリペプチドと水不溶性ポリペプチドの混合物を含有する黄褐色
の粉末を得た。
【０１５３】
実施例２：質量分析法によるポリペプチド組成物のキャラクタリゼーション
　この実施例は、Ｂｒｕｋｅｒ製のＵｌｔｒａｆｌｅｘ　ＩＩＩ装置を使用する、ＭＡＬ
ＤＩ質量分析法による様々なタンパク質試料のキャラクタリゼーションについて記載する
。
【０１５４】
　イオン化プロセス中に発生する陽イオンを検出するため、装置を陽イオンモードに設定
した。イオンを加速してＴＯＦ分析器に到達させるために印加する電圧は、２５ＫＶに設
定された。分解能を向上させる反射モードで装置を使用することにより、分析を行った。
固体試料をＤＭＳＯに１０ｍｇ／ｍＬの濃度で溶解させた。水溶性上清画分を水中で溶媒
和させた。
【０１５５】
　各試料溶液をマトリックス溶液（分析用）と混合した。マトリックスは、同じレーザー
波長、Ｎｄ：ＹＡＧ３５５ｎｍを吸収する低分子量の不活性化合物であった。使用したマ
トリックスは、ＴＦＡを０．１％有するＡＣＮ／Ｈ２Ｏ（７０：３０）の溶液に１０ｍｇ
／ｍＬの濃度で溶解したα－ＣＨＣＡ、α－シアノ－４－ヒドロキシ桂皮酸、およびＴＨ
Ｆに１０ｍｇ／ｍＬの濃度で溶解したＤＣＴＢ、Ｔ－２－［３－（４－ｔ－ブチル－フェ
ニル）－２－メチル－２－プロペニリデン］マロノニトリルであった。第１のマトリック
スは主にペプチドおよびタンパク質の分析に使用したが、第２のマトリックス、即ちＤＣ
ＴＢはポリマーの分析に適していた。
【０１５６】
　マトリックス溶液と試料溶液をそれぞれ１０：１の体積比で混合した。マトリックスと
してＤＣＴＢを使用した分析では、溶液マトリックス／試料にカチオン化剤としてＮａＴ
ＦＡ（１０ｍｇ／ｍＬ、ＴＨＦ中）を１０：２：１の体積比（それぞれマトリックス：試
料：塩）で添加した。得られた溶液０．８μＬを研磨された鋼製のターゲットプレート上
にスポットし、溶媒を完全に乾燥させてから、ターゲットを装置に装入した。Ｂｒｕｋｅ
ｒ　Ｄａｌｔｏｎｉｃｓにより発売されているＦｌｅｘＡｎａｌｙｓｉｓソフトウェアを
使用して、スペクトルを収集し、処理した。
【０１５７】
　相対的なフラグメント強度を規格化し、それを使用して、様々な試料について数平均分
子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）、およびｚ－平均分子量（Ｍｚ）のパラメータを
算出した。結果を表２に要約する。
【０１５８】
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【表２】

【０１５９】
　結果から、ポリペプチド組成物の分子量特性（ＭＡＬＤＩ質量分析法により測定した場
合）は、ポリペプチド組成物を得るために使用する方法に依存し得ることが分かる。例え
ば、ヒマタンパク質単離物は、消化されたものより数平均分子量が大きいことが観測され
た。さらに、消化すると数平均分子量は低下するが、多分散性は増大することが観測され
た。大豆タンパク質単離物とその消化されたものについても、同じ傾向が観測された。
【０１６０】
　他の実験結果から、消化されたヒマから得られた水溶性ポリペプチド組成物中のタンパ
ク質は、その親タンパク質単離物より数平均分子量が大きいことが分かる。しかし、消化
された大豆から得られた水溶性ポリペプチド組成物中のタンパク質は、その親大豆タンパ
ク質単離物より数平均分子量が小さかった。
【０１６１】
　それにもかかわらず、これらの水溶性ポリペプチド組成物はそれぞれ、ポリペプチド組
成物なしで製造されたフォームと比較して、ポリウレタンフォームの密度の低下を促進す
ることができた。さらに、大豆タンパク質単離物およびヒマタンパク質単離物の酵素消化
により、類似の分子量と分子量分布を有する水溶性ポリペプチド組成物を得ることができ
た（大豆タンパク質単離物の方が、酵素消化前のヒマタンパク質単離物より高分子量のタ
ンパク質を有するにもかかわらず）。まとめて、これらの結果から様々なポリペプチド組
成物から低密度のフォームを製造できることが分かる。
【０１６２】
実施例３：水溶性タンパク質画分と水不溶性タンパク質画分の油分散性．
　水不溶性／水分散性ポリペプチド画分と水溶性ポリペプチド画分は、実施例１に記載の
方法（方法Ａ）に基づいて、消化されたヒマ（ロット５－１０８）から単離された。消化
されたヒマは次のように製造することができる。すなわちヒマミールタンパク質を水中に
約１：１０ｗ／ｗの比で懸濁させる。塩化カルシウムを約１０ｍＭの有効濃度まで添加し
、１０Ｎ　ＮａＯＨを添加することにより懸濁液のｐＨをｐＨ９に調整する。次いで、反
応を、撹拌しながら５５℃に加熱する。次に、Ｅｖｅｒｌａｓｅ　１６Ｌ　Ｔｙｐｅ　Ｅ
Ｘ（登録商標）（ＮＯＶＯＺＹＭＥＳ’）を、ヒマミールタンパク質１ｋｇ当たり１０ｇ
の割合で添加し、混合物を同じ温度で約４時間撹拌する。最後に、得られた混合物をクエ
ン酸でｐＨ３．５にし、噴霧乾燥して粉末を得る。
【０１６３】
　単離された画分のＭＡＬＤＩ断片化分子量特性を実施例２（表２）に記載する。単離さ
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れた水不溶性／分散性ポリペプチド画分の固体状態ＦＴＩＲ分光学的吸収特性は、図２、
図３、図４、図７、図９、図１０、図１１および図１２に記載のもの（アミド－Ｉ吸収域
：１６２０－１６３２ｃｍ－１、アミド－ＩＩ吸収域：１５１４－１５２１ｃｍ－１）と
一致する。単離された水不溶性／分散性ポリペプチド画分についての溶液状態二次元プロ
トン－窒素相関ＮＭＲは、約８６．２ｐｐｍ－８７．３ｐｐｍの１５Ｎ化学シフト範囲と
、第１のクラスターに対する約７．１４－７．２９ｐｐｍおよび第２のクラスターに対す
る約６．６６－６．８１ｐｐｍの１Ｈ化学シフト範囲とによって囲まれた２つのプロトン
化窒素クラスターを示す。単離された水溶性ポリペプチド画分についての溶液状態二次元
プロトン－窒素相関ＮＭＲは、約９４ｐｐｍ－約１００ｐｐｍの１５Ｎ化学シフト範囲と
、約７．６ｐｐｍ－約８．１ｐｐｍの１Ｈ化学シフト範囲とによって画定されるプロトン
化窒素核のクラスターを示す。
【０１６４】
　意外なことに、これらのスペクトル特性を有する水不溶性／水分散性ポリペプチド画分
は（水溶性ポリペプチド画分とは異なり）、油を水中におよび水を油中に乳化させ、その
分散を安定化させる独自の能力を示す。この独自の油分散能は、以下に限定されないが、
（１）ｐＨ中性条件でまたはその付近で水溶性ポリペプチド成分が抽出される大豆、キャ
ノーラ、またはヒマの全粒ミールまたはタンパク質単離物、（２）塩基触媒で加水分解さ
れた後、酸を添加し、その後水溶性ポリペプチド成分が抽出される大豆、キャノーラまた
はヒマの全粒ミールまたはタンパク質単離物、（３）酸触媒で加水分解された後、塩基を
添加し、その後水溶性ポリペプチド成分が抽出される大豆、キャノーラまたはヒマの全粒
ミールまたはタンパク質単離物、（４）塩基触媒による加水分解と酵素消化を組み合わせ
て行った後、酸を添加し、その後水溶性ポリペプチド成分が抽出される大豆、ヒマ、また
はキャノーラの全粒ミールまたはタンパク質単離物、を含む複数の供給源から抽出され、
単離される水不溶性／水分散性ポリペプチド組成物で観察される。
【０１６５】
　水中油型または油中水型エマルション／分散体の安定化は、以下に限定されないが、界
面活性剤または分散剤などの安定化成分の有無、油の性質（即ち、その極性、親水性、疎
水性、溶解性パラメータ等）、界面活性剤または分散剤の性質（即ち、ＨＬＢ値、電荷特
性、分子量、水溶性、油溶性等）、水相のイオン強度、油相または水相における添加剤お
よび不純物の有無、油の濃度（即ち、水中におけるその重量パーセント）、および安定化
成分の濃度、を含む幾つかの要因に依存することが分かる。安定化成分（「安定化成分」
とは、分散剤、乳化剤、界面活性剤または本発明の水不溶性／分散性ポリペプチド組成物
である）の有効性は、ある特定の時間、エマルションを安定化させる（即ち、剪断条件ま
たは静的状態における不混和性の油成分と水成分の巨視的相分離を防止する）能力により
判断されることが多いということがさらに分かる。
【０１６６】
　この知見の一般性をさらに実証するため、消化されたヒマタンパク質から単離された水
不溶性／水分散性ポリペプチド組成物で、幾つかの水中油型分散体を製造した。水不溶性
／水分散性ポリペプチド画分は、ペースト状の水分散体として単離された。ペーストを水
で希釈して固形分１６％にし、また別に固形分１４％にした。次の工程で、各ペーストの
３グラムのアリコートを別々に計量して１５ｍＬのプラスチックビーカーに入れた。次に
、表３に示す油のアリコートを個々のペーストアリコートに、油１重量部対固体の水不溶
性／水分散性ポリペプチド組成物１重量部の割合で、別々に添加した（合計２０の混合物
）。混合物を、スパチュラを用いて手で撹拌すると、均質なクリームを形成することが観
察された。クリームは均質な状態を維持し、混合後長時間にわたり、例えば、混合の１分
後、混合の５分後、混合の１０分後、混合の１５分後、混合の３０分後、混合の１時間後
、および混合の２時間後にわたり、巨視的な相分離が認められなかった。対照的に、消化
されたヒマから抽出した類似の水溶性抽出物は、水中における油の分散を安定化させるこ
とができなかった。
【０１６７】
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【表３】

【０１６８】
　水不溶性／水分散性画分が濃縮されていないタンパク質組成物は、油を分散させること
ができない。例えば、大豆タンパク質単離物３２グラムをｐＨ約４～６の水１６８グラム
に添加することにより、大豆タンパク質単離物、ロット５－８１（大豆タンパク質単離物
ＳＯＬＰＲＯ　９５８（登録商標）Ｓｏｌｂａｒ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　Ｌｔｄ，ＰＯ
Ｂ　２２３０，Ａｓｈｄｏｄ　７７１２１，Ｉｓｒａｅｌ、タンパク質含有率約９０％）
の固形分１６％の分散体を製造した（ＪＭ－５７０－１）。ＪＭ－５７０－１の１０グラ
ムのアリコートを７つ計量し、２０ｍＬの使い捨てビーカーに入れた。１０グラムのアリ
コートは、大豆タンパク質単離物１．６グラムと水８．４グラムを含有した。７種類の異
なる油（即ち、ＰＭＤＩ、鉱油、大豆油、モーター油、ヒマシ油、フタル酸ジブチルおよ
びエポキシ化大豆油、表５３参照）を別々に、油１部対タンパク質固形物１部のｗ／ｗ比
で添加した（各１０グラムのアリコートに油１．６グラムを添加した）。混合物を、スパ
チュラを用いて手で撹拌した。どの油も大豆タンパク質単離物の固形分１６％分散体中に
分散できないことが観察された。
【０１６９】
実施例４：二次元プロトン－窒素ＮＭＲ相関スペクトルによるポリペプチド組成物のキャ
ラクタリゼーション、および水不溶性／水分散性ポリペプチド画分のキャラクタリゼーシ
ョン
　水不溶性タンパク質画分および水溶性タンパク質画分は次のように製造した。消化され
たヒマ（ロット５－８３）を水中に１：１０ｗ／ｗの比で懸濁させた。塩化カルシウムを
１０ｍＭの有効濃度まで添加し、１０Ｎ　ＮａＯＨを添加して懸濁液のｐＨをｐＨ９に調
整した。反応を、撹拌しながら５５℃に加熱した。次いで、Ｅｖｅｒｌａｓｅ　１６Ｌ　
Ｔｙｐｅ　ＥＸ（登録商標）（ＮＯＶＯＺＹＭＥＳ’）を、ヒマミールタンパク質１ｋｇ
当たり１０ｇの割合で添加し、混合物を同じ温度で約４時間撹拌した。得られた混合物を
クエン酸でｐＨ３．５にし、噴霧乾燥させて黄褐色の粉末を得た。次いで、実施例１（方
法Ａ）に記載のように、水不溶性タンパク質画分と水溶性タンパク質画分を得、２３℃で
空気乾燥させた。
【０１７０】
　水不溶性タンパク質画分を含有する乾燥粉末をｄ６－ＤＭＳＯに溶解させ（６．８重量
％）、赤色の均質な溶液（試料Ａ）を得た。消化、乾燥して作製したままのヒマのアリコ
ートをｄ６－ＤＭＳＯに溶解させて（固形分６．８重量％）、比較の均質な赤色溶液（試
料Ｂ）を得た。同じ乾燥粉末の固体状態ＦＴＩＲ分析から、固体状態ＦＴＩＲスペクトル
のＮ－Ｈ伸縮振動領域とカルボニル伸縮振動領域の両方に明確な差があることが判明した
。これらのスペクトルの差は、ポリペプチドＮ－Ｈ部分の結合環境の差によるものであり
、これは、おそらく第２級構造と第３級構造の差から生じたと考えられる。明確な差の１
つには、水不溶性／水分散性画分中のアミド－Ｉカルボニル吸収帯の低波数側へのシフト
が含まれた。このような差についてさらにキャラクタリゼーションを行うため、非常に特
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殊な一部の結合原子核、即ち、窒素に結合したプロトンのキャラクタリゼーションを行う
目的で二次元ＮＭＲ法を使用した。
【０１７１】
　試料をＤＭＳＯ－ｄ６に溶解し、５ｍｍのＮＭＲ管に入れた。１Ｈ　ＮＭＲスペクトル
は全て、３０℃で、ＨＣＮ－ＰＦＧ（パルス磁場勾配）三重共鳴クライオプローブを備え
るＶａｒｉａｎ　ＩＮＯＶＡ　７５０ＭＨｚ分光器で記録した。一次元（１Ｄ）１Ｈ　Ｎ
ＭＲスペクトルでは、３秒の取得時間と５秒の緩和遅延で１００００Ｈｚのスペクトル幅
（ｓｐｅｃｔｒａｌ　ｗｉｎｄｏｗ）を使用した。スペクトルは、８．６マイクロ秒のプ
ロトン９０°パルス幅を使用して１６の過渡事象（ｔｒａｎｓｉｅｎｔｓ）について平均
したシグナルであった。積分してプロットする前に、スペクトルデータを１３２ｋポイン
トにゼロフィリングし、１Ｈｚのラインブロードニングで処理した後、ベースライン補正
を行い、２．５０ｐｐｍの内部残留溶媒ＤＭＳＯ－ｄ６のピークを参照した。
【０１７２】
　Ｆ２次元では２０４８の取得ポイントおよびＦ１次元では７６８のポイントで移相敏感
二次元（２Ｄ）１Ｈ－１５Ｎ傾斜－ＨＳＱＣ（異種核単量子コヒーレンス）データを収集
し（プロトンおよび窒素に関してそれぞれ６．３マイクロ秒および３３．５マイクロ秒の
９０°パルス幅を使用した）、各増分について、取得中、ＧＡＲＰデカップリングして１
．２秒のパルス遅延時間および０．１２４秒の取得時間で４８の過渡事象を収集した。最
終変換して２Ｄ補正データを作成する前に、取得したデータを正弦波で重み付けして（ｓ
ｉｎｅ　ｂｅｌｌ　ｗｅｉｇｈｔｉｎｇ）処理し、Ｆ２およびＦ１次元において８１９６
×８１９６ポイントにゼロフィリングした。
【０１７３】
　結果を図１３および図１４に示す。図１３は、ｄ６－ＤＭＳＯ中における消化されたヒ
マ・ロット５－８３の二次元ＨＳＱＣ１Ｈ－１５Ｎ　ＮＭＲスペクトルを示す。ｙ軸は、
１５Ｎ化学シフトのスケール（ｐｐｍ）を表し、ｘ軸は、１Ｈ化学シフトのスケール（ｐ
ｐｍ）を表す。スペクトル中のピークは、消化して作製したままのヒマ（即ち、水不溶性
／水分散性ポリペプチド画分と水溶性ポリペプチド画分を合わせたもの）中に存在する全
ての画分のプロトン化窒素原子を表す。領域Ｂの複数のピークは、水溶性画分（図１４参
照）を取り除くと消えることが観測された。このことから、これらのプロトン化窒素は水
溶性ポリペプチド画分に特有のものであるが、領域Ａのピークの少なくとも一部は水不溶
性／水分散性画分に特有のものであることが分かる。
【０１７４】
　図１４は、ｄ６－ＤＭＳＯ中における、消化されたヒマ・ロット５－８３から抽出した
水不溶性／分散性ポリペプチド抽出物の二次元ＨＳＱＣ　１Ｈ－１５Ｎ　ＮＭＲスペクト
ルを示す。ｙ軸は、１５Ｎ化学シフトスケール（ｐｐｍ）を表し、ｘ軸は、１Ｈ化学シフ
トスケール（ｐｐｍ）を表す。スペクトル中のピークは、水不溶性／水分散性ポリペプチ
ド画分のプロトン化窒素原子を表す。領域Ｂの複数のピークは、抽出前の消化されたヒマ
中の類似のピークと比較して非常に弱いことが観測された（図１３参照）。逆に、残りの
ピークは、主として領域Ａのプロトン化窒素のものであった。このことから、これらの特
定のプロトン化窒素は、水不溶性ポリペプチド画分に特有のものであることが分かる。
【０１７５】
　図１４に示すように、スペクトル中のピークは、水不溶性／水分散性ポリペプチド画分
に特有のプロトン化窒素原子を示す。拡大すると、２つの「ピーク」は、それらを確定す
る１５Ｎおよび１Ｈ化学シフト範囲によって容易に画定され得る狭いクラスターとして現
れ、両方のクラスターの１５Ｎ化学シフト範囲は約８６．２ｐｐｍ－８７．３ｐｐｍとな
り、１Ｈ化学シフト範囲は、第１のクラスターでは約７．１４－７．２９ｐｐｍ、第２の
クラスターでは約６．６６－６．８１ｐｐｍとなる。
【０１７６】
　これらの研究の結果から、水溶性ポリペプチド画分は複数種のプロトン化窒素原子で構
成され（図１３参照）、水不溶性／水分散性画分は、含有するプロトン化窒素の種類が著
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しく少なく、主として２つの主なプロトン－窒素クロスピーククラスターの存在によって
特徴付けられる（図１４参照）ことが判明した。これらの差から、固体状態ＦＴＩＲで見
られるものと同様に、水溶性ポリペプチド画分中の化学結合環境が、水不溶性／分散性画
分中に存在するものとは明確に異なることが分かる。
【０１７７】
　合わせて、固体状態ＦＴＩＲおよびＮＭＲデータで水不溶性／分散性ポリペプチド画分
のキャラクタリゼーションも行われ、１６２０－１６３２ｃｍ－１の固体状態赤外アミド
－Ｉ吸収帯、１５１４－１５２１ｃｍ－１の固体状態赤外アミド－ＩＩ吸収帯、および１

Ｈ－１５Ｎ核磁気共鳴相関法によって測定される溶液状態プロトン化窒素クラスター対が
存在する。より具体的には、プロトン化窒素クラスター対が、重水素化ｄ６－ＤＭＳＯを
溶媒として用いたＮＭＲにより、二次元ＨＳＱＣ　１Ｈ－１５Ｎ　ＮＭＲ法を使用して観
測した場合、クラスターは、それらを画定する１５Ｎ化学シフト範囲と１Ｈ化学シフト範
囲によって画定され、両方のクラスターの１５Ｎ化学シフト範囲は、約８６．２ｐｐｍ－
８７．３ｐｐｍとなり、１Ｈ化学シフト範囲は、第１のクラスターでは約７．１４－７．
２９ｐｐｍ、第２のクラスターでは約６．６６－６．８１ｐｐｍとなる。
【０１７８】
　合わせて、固体状態ＦＴＩＲおよびＮＭＲデータで水溶性ポリペプチド画分のキャラク
タリゼーションが行われ、約１６３３－１６８０ｃｍ－１の固体状態赤外アミド－Ｉ吸収
帯、１５２２－１５６０ｃｍ－１の固体状態赤外アミド－ＩＩ吸収帯、固体状態ＦＴＩＲ
で測定した場合、約３２００ｃｍ－１および約３３００ｃｍ－１を中心とする２つの顕著
な１°アミドＮ－Ｈ伸縮振動吸収帯、ならびに溶液状態二次元プロトン－窒素相関ＮＭＲ
で測定した場合、約９４ｐｐｍ－約１００ｐｐｍの１５Ｎ化学シフト範囲と約７．６ｐｐ
ｍ－約８．１ｐｐｍの１Ｈ化学シフト範囲とによって画定されるプロトン化窒素核の顕著
なクラスターが存在する。
【０１７９】
実施例５：タンパク質含有ポリウレタンフォームの製造
　この実施例では、水溶性の消化されたヒマタンパク質を含有するポリウレタンフォーム
を製造し、キャラクタリゼーションを行った。
【０１８０】
Ａ－ポリオールブレンドによるタンパク質の抽出
　試料ＪＭ－６９－１は、ポリオール（即ち、Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏ
ｎ製のＪＥＦＦＯＬ　ＰＰＧ－２０００）４５部をガラス反応容器に添加することによっ
て製造した。次いで、加熱下に高速回転ミキサーを使用して撹拌しながら、消化されたヒ
マタンパク質（ロット５－８３）５グラムをポリオールに添加し、１時間の全反応時間、
９５℃の温度に保持した。
【０１８１】
　試料ＪＭ－６９－２は、ポリオール（即ち、Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏ
ｎ製のＪＥＦＦＯＬ　ＰＰＧ－２０００）４３部および蒸留水２部をガラス反応容器に添
加することによって製造した。ポリオール／水ブレンドを、均質で透明になるまで、高速
回転ミキサーを使用して撹拌した。次いで、ブレンドを撹拌しながら、消化されたヒマタ
ンパク質（ロット５－８３）５グラムを添加した。試料を、加熱しながら高速回転ミキサ
ーを用いて撹拌し、１時間の全反応時間、９５℃の温度に保持した。
【０１８２】
　反応中と反応後の両方とも、試料ＪＭ－６９－１は均質で、茶色の半透明な物質であっ
た。対照的に、試料ＪＭ－６９－２は、反応中、非常に異なる挙動を示した。反応の開始
時、試料はＪＭ－６９－１に類似しているように見えた。約８５℃の温度で相分離が観察
され、ヒマタンパク質は凝集して沈殿し、上清物質は透明で僅かに黄色であった。２４時
間、実験台上に静置して沈殿させた後、試料ＪＭ－６９－１は、沈殿上に濁った上清を有
し、ＪＭ－６９－２試料は、反応直後と同じに見えた。
【０１８３】
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　室温で製造した（ＪＭ－６９－１およびＪＭ－６９－２のように加熱および反応を行わ
なかった）試料、ＪＭ－６９－３およびＪＭ－６９－４では、上清について同様の傾向が
観察された。唯一の視覚的差は、水を含有する試料中の消化されたヒマタンパク質が、加
熱および反応を行った試料（ＪＭ－６９－２）ほど凝集しないことであるように思われた
。
【０１８４】
　その後の一連の実験シリーズでは、消化された大豆タンパク質（ロット５－８１）およ
び消化された乳清タンパク質（ロット５－８０）は、試料ＪＭ－６９－２に関して記載し
た方法を使用して製造した。これらの実験では、タンパク質は、反応中、凝集・沈殿しな
かった。しかし、実験台上に清置して冷却した後、大豆および乳清タンパク質は反応容器
の底に沈殿し、沈殿したタンパク質の上に上清層が生じた。
【０１８５】
Ｂ－ポリウレタンフォームの製造
　タンパク質組成物から抽出した化学種がフォームの発泡に適合していることを確認する
ため、幾つかのフォーム試料を試料ＪＭ－６９－２、ＪＭ－７１－１およびＪＭ－７１－
２の上清から製造した。特定の理論に束縛されることを望むものではないが、上清は、ポ
リオールによって抽出された水溶性ポリペプチドを含有すると考えられる（実施例１４参
照）ため、上清を使用した。さらに、ポリオール／水ブレンドに水溶性タンパク質を添加
しなかったこと以外、試料ＪＭ－６９－２、ＪＭ－７１－１およびＪＭ－７１－２と同様
に、対照試料を製造した。前述の同じ加熱プロファイルを使用して、対照のポリオール／
水ブレンドを加熱した。対照のブレンドは、試料ＪＭ－７４－１と標示した。
【０１８６】
　次の成分、すなわち対照のブレンドＪＭ－７４－１、７．１グラム、Ｈｕｎｔｓｍａｎ
　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪｅｆｆｏｌ　Ａ－６３０、１．６グラム、Ｈｕｎｔｓｍ
ａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪＥＦＦＣＡＴ　ＤＭＤＬＣ０．０６グラム、および
Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　＆　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．製のジブチル錫ジラウレ
ート０．０６部を１５０ｍｌの使い捨てビーカー内で混合することによりフォーム７５－
３を製造した。スパチュラおよびボルテックスミキサーを用いてポリオールブレンドを十
分混合した。次いで、ＰＭＤＩ（Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＲＵＢ
ＩＮＡＴＥ－Ｍ）９グラムをビーカーに添加し、スパチュラを用いて手で十分混合した後
、ビーカー内で自由発泡させた。
【０１８７】
　フォームＪＭ－７５－４は、ＪＭ－７４－１の代わりに、試料ＪＭ－６９－２の上清７
．１グラムを使用したこと以外、同様に製造した。フォームＪＭ－７５－５は、ＪＭ－７
４－１の代わりに、試料ＪＭ－７１－１の上清７．１グラムを使用し、フォームＪＭ－７
５－６は、ＪＭ－７４－１の代わりに、試料ＪＭ－７１－２の上清７．１グラムを使用し
た。
【０１８８】
　次の配合、すなわちＨｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪＥＦＦＯＬ　Ｐ
ＰＧ－２０００、７．１グラム、Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪＥＦ
ＦＯＬ　Ａ－６３０、１．６グラム、Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪ
ＥＦＦＣＡＴ　ＤＭＤＬ０．０６グラム、およびＡｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　＆　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．製のジブチル錫ジラウレート０．０６部、および蒸留水０．３９
グラムを有する別のフォーム対照試料（ＪＭ－７５－２）を製造した。ポリオールブレン
ドを、１５０ｍＬの使い捨てビーカーで製造し、スパチュラおよびボルテックスミキサー
を用いて十分混合した。次いで、ＰＭＤＩ（Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ
製のＲＵＢＩＮＡＴＥ－Ｍ）９グラムをビーカーに添加し、スパチュラを用いて手で十分
混合した後、ビーカー内で自由発泡させた。この対照配合物は、対照のポリオールブレン
ドＪＭ－７４－１の製造に使用したものと同じ水対ポリオール比を使用したが、但し、こ
の試料は「加熱処理」されなかった。
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【０１８９】
　タンパク質上清を使用して得られたフォームは、それぞれ、発泡高さが高く、気泡構造
が緻密であった。フォームの写真を図１６に記載し、実験のさらなる観察結果を下記の表
４に記載する。
【０１９０】
【表４】

【０１９１】
　データから、消化されたヒマに由来する上清から得られた水溶性タンパク質は、ポリウ
レタンフォームの発泡高さを高くし、フォームに非常に均一で小さい気泡構造を促進する
ことが分かる。理論に束縛されることを望むものではないが、タンパク質は、反応成分の
効率的な混合と、発生した二酸化炭素ガスの核形成を可能にする界面活性剤の役割を果た
し、高いフォーム発泡高さ、均一な気泡構造、および比較的低密度のフォームを可能にす
ると考えられる（ポリペプチド以外、フォームの製造に使用されるどの材料も界面活性剤
の役割を果たすとは考えられない）。
【０１９２】
実施例６：消化されたタンパク質を含有するポリウレタンフォームの製造
　この実施例では、イソシアネート、ポリオールブレンド、および分散された農産物タン
パク質を組み合わせることによって、一連のポリウレタンフォームを製造した。分散した
タンパク質の存在により、発泡高さがより高く、気泡構造がより小さく、密度がより低い
ポリウレタンフォームが得られた。
【０１９３】
　「Ａ」成分に使用されるイソシアネートは、Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏ
ｎ製のＲＵＢＩＮＡＴＥ－Ｍ、ポリメリックジフェニルメタンジイソシアネート（ＰＭＤ
Ｉ）であった。ポリオールブレンドの組成物または「Ｂ」の成分は、Ｈｕｎｔｓｍａｎ　
Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪＥＦＦＯＬ　ＰＰＧ－２０００、７１．４部、Ｈｕｎｔｓ
ｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪｅｆｆｏｌ　Ａ－６３０、１５．６部、蒸留水３
．０部、Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪＥＦＦＣＡＴ　ＤＭＤＬＣ、
０．６部、およびＡｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　＆　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．製のジ
ブチル錫ジラウレート０．６部を含有した。「Ｂ」成分は、試料ＪＭ－３７－１と表され
た。消化された大豆タンパク質単離物（ロット５－８１）、Ｆｌａｖｏｕｒｚｙｍｅでタ
ンパク質分解された乳清タンパク質（ロット５－８０）、およびＥｖｅｒｌａｓｔで消化
されたヒマミールタンパク質（ロット番号５－８３）は、Ｐｒｏｆ．Ｓｅｒｇｅｉ　Ｂｒ
ａｕｎ（Ｔｈｅ　Ｈｅｂｒｅｗ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　ｏｆ　Ｊｅｒｕｓａｌｅｍ）か
ら入手した。
【０１９４】
　前述のポリオールブレンド（試料ＪＭ－３７－１）９グラムを２５０　ｍＬの使い捨て
ビーカーに添加することにより、一連の比較のカップフォーム試料を製造した後、前述の
リストの特定のタンパク質１グラムを添加した。スパチュラおよびボルテックスミキサー
を使用してタンパク質／ポリオールブレンドを混合し、タンパク質を分散させた。ポリオ
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ール／タンパク質「Ｂ」成分の全試料重量は、１０グラムであった。成分「Ａ」（ＰＭＤ
Ｉ）１０グラムをビーカー内の「Ｂ」成分に添加し、スパチュラを用いて手で十分混合し
た後、ビーカー内で自由発泡させた。タンパク質を含有するフォームを、対照のフォーム
（前述のポリオールブレンド（ＪＭ－３７－１）１０グラムをＰＭＤＩ１０グラムと反応
させたものからなる）と比較した。実験に用いた成分は全て周囲温度（２３℃）であった
。フォーム反応は全て周囲温度で行った。
【０１９５】
　分散された大豆、乳清、およびヒマタンパク質を含有するフォームは発泡高さが、対照
のフォームより高かった。得られたこれらのフォームの密度を表５に記載する。
【０１９６】
【表５】

【０１９７】
　密度変化の他に、得られたフォームの気泡構造に差があった。大豆タンパク質および乳
清タンパク質（それぞれＪＭ－６７－１およびＪＭ６７－３）で作製されたフォームは、
ヒマタンパク質（ＪＭ－６７－５）および対照（ＪＭ－６７－７）で作製されたフォーム
（これらは両方とも比較的大きく粗い気泡構造を有した）と比較して気泡が小さく、緻密
であった。
【０１９８】
実施例７：消化されたヒマタンパク質、または消化され誘導体化されたヒマタンパク質を
使用して製造されたフォーム
　この実施例では、消化されたヒマタンパク質を使用して、および消化され誘導体化され
たヒマタンパク質を使用してポリウレタンフォームを製造した。
【０１９９】
　実施例６に記載のポリオールブレンド（試料ＪＭ－３７－１）９グラムを２５０ｍＬの
使い捨てビーカーに添加した後、消化されたヒマタンパク質（ロット５－８３）または消
化され誘導体化されたヒマタンパク質（ロット５－８２）１グラムを添加することにより
、一連の比較のカップフォーム試料を製造した。スパチュラおよびボルテックスミキサー
を使用してタンパク質とポリオールブレンドを混合し、タンパク質を分散させた。ポリオ
ール／タンパク質「Ｂ」成分の全試料重量は、１０グラムであった。成分「Ａ」（ＰＭＤ
Ｉ）１０グラムをビーカー内の「Ｂ」成分に添加し、スパチュラを用いて手で十分混合し
た後、ビーカー内で自由発泡させた。タンパク質を含有するフォームを、２つの対照フォ
ーム、即ち、前述のポリオールブレンド（ＪＭ－３７－１）９グラムをＰＭＤＩ１０グラ
ムと反応させたものからなる対照－１、および前述のポリオールブレンド（ＪＭ－３７－
１）１０グラムをＰＭＤＩ１０グラムと反応させたものからなる対照－２と比較した。実
験に用いた成分は全て周囲温度（２３℃）であった。フォーム形成反応は周囲温度で行っ
た。
【０２００】
　分散されたヒマタンパク質を含有するフォームは、対照のフォームより発泡高さが高か
った。得られたこれらのフォームの密度を表６に示す。
【０２０１】
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【表６】

【０２０２】
実施例８：消化された乳清タンパク質の添加量を変えた場合の、得られるフォームについ
ての比較
　この実施例では、消化された乳清タンパク質を１０％（ｗｔ／ｗｔ）または２０％（ｗ
ｔ／ｗｔ）使用して、ポリウレタンフォームを製造した。
【０２０３】
　２つの比較のカップフォーム試料を製造した。第１の試料、ＪＭ－４３－１は、実施例
－６に記載のポリオールブレンド（試料ＪＭ－３７－１）９グラムを２５０　ｍＬの使い
捨てビーカーに添加した後、Ｆｌａｖｏｕｒｚｙｍｅで消化された乳清タンパク質（ロッ
ト番号５－８０）１グラムをポリオールブレンドに添加することにより製造した。タンパ
ク質をポリオールブレンドに添加した後、スパチュラおよびボルテックスミキサーを使用
して組成物を混合し、タンパク質を分散させた。ポリオール／タンパク質「Ｂ」成分の全
試料重量は１０グラムであった。次いで、成分「Ａ」（ＰＭＤＩ）１０グラムをビーカー
内の「Ｂ」成分に添加し、スパチュラを用いて手で十分混合した後、ビーカー内で自由発
泡させた。
【０２０４】
　第２の試料、ＪＭ－４３－２は、実施例－２に記載のポリオールブレンド（試料ＪＭ－
３７－１）８グラムを２５０ｍＬの使い捨てビーカーに添加した後、　Ｆｌａｖｏｕｒｚ
ｙｍｅで消化された乳清タンパク質（ロット番号５－８０）２グラムをポリオールブレン
ドに添加することによって製造した。タンパク質をポリオールブレンドに添加した後、ス
パチュラおよびボルテックスミキサーを使用して組成物を混合し、タンパク質を分散させ
た。ポリオール／タンパク質「Ｂ」成分の全試料重量は１０グラムであった。成分「Ａ」
（ＰＭＤＩ）１０グラムをビーカー内の「Ｂ」成分に添加し、スパチュラを用いて手で十
分混合した後、ビーカー内で自由発泡させた。実験に用いた成分は全て周囲温度（２３℃
）であった。フォーム反応は全て周囲温度で行った。
【０２０５】
　試料ＪＭ－４３－２のポリオール／タンパク質ブレンドは、ポリオール／タンパク質ブ
レンドＪＭ－４３－１と比較して粘度が高かった。しかし、得られたフォームの発泡高さ
はほぼ同じであった。各フォームの気泡構造は類似していた。各試料の中央部の相対嵩密
度を表７に記載するが、Ｍ１は、発泡したフォームの中心より下で切断した厚さ１インチ
の断面を表し、Ｍ２は、発泡したフォームの中心より上で切断した厚さ１インチの断面を
表す。
【０２０６】
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【表７】

【０２０７】
　得られたフォームでは、カップフォームの底部は厚さ約１インチであり、Ｍ－１は底部
より上のフォームの第１の中央部で、厚さ約１インチであり、Ｍ－２はＭ－１より上のフ
ォームの第２の中央部で、厚さ約１インチであった。ポリオールブレンドは、消化された
乳清タンパク質から水溶性タンパク質を抽出し、効率的なフォーム発泡や小さい気泡構造
に寄与するものと考えられる。これらのフォームを実施例７の対照のフォーム（ＪＭ－５
９－３およびＪＭ－５９－４）と比較すると、表７の全てのフォームの密度は対照のフォ
ームより低密度であることが観察された。
【０２０８】
実施例９：異なるｐＨのＦｌａｖｏｕｒｚｙｍｅ消化乳清タンパク質を使用して作製され
たポリウレタンフォーム
　この実施例は、異なるｐＨのＦｌａｖｏｕｒｚｙｍｅ消化乳清タンパク質を使用するポ
リウレタンフォームの製造およびキャラクタリゼーションを記載する。
【０２０９】
　一連のカップフォーム試料を製造し、２つの方法で製造されたＦｌａｖｏｕｒｚｙｍｅ
消化乳清タンパク質を比較した。第１の試料、ＪＭ－４０－１は、実施例６に記載のポリ
オールブレンド（試料ＪＭ－３７－１）９グラムを２５０ｍＬの使い捨てビーカーに添加
した後、Ｆｌａｖｏｕｒｚｙｍｅで消化された乳清タンパク質（ロット５－７２）１グラ
ムをポリオールブレンドに添加することによって製造した。タンパク質をポリオールブレ
ンドに添加した後、スパチュラおよびボルテックスミキサーを使用して組成物を混合し、
タンパク質を分散させた。ポリオール／タンパク質「Ｂ」成分の全試料重量は１０グラム
であった。次いで、成分「Ａ」（ＰＭＤＩ）１０グラムをビーカー内の「Ｂ」成分に添加
し、スパチュラを用いて手で十分混合した後、ビーカー内で自由発泡させた。
【０２１０】
　第２の試料、ＪＭ－４０－２は、実施例－６に記載のポリオールブレンド（試料ＪＭ－
３７－１）９グラムを２５０ｍＬの使い捨てビーカーに添加した後、Ｆｌａｖｏｕｒｚｙ
ｍｅで消化された乳清タンパク質（ロット番号５－８０）１グラムをポリオールブレンド
に添加することによって製造した。タンパク質をポリオールブレンドに添加した後、スパ
チュラおよびボルテックスミキサーを使用して組成物を混合し、タンパク質を分散させた
。ポリオール／タンパク質「Ｂ」成分の全試料重量は、１０グラムであった。成分「Ａ」
（ＰＭＤＩ）１０グラムをビーカー内の「Ｂ」成分に添加し、スパチュラを用いて手で十
分混合した後、ビーカー内で自由発泡させた。実験に用いた成分は全て周囲温度（２３℃
）であった。フォーム反応は全て周囲温度で行った。
【０２１１】
　第３の試料、ＪＭ－４０－５は、実施例－６に記載のポリオールブレンド（試料ＪＭ－
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３７－１）８グラムを２５０ｍＬの使い捨てビーカーに添加した後、Ｆｌａｖｏｕｒｚｙ
ｍｅで消化された乳清タンパク質（ロット番号５－８０）２グラムをポリオールブレンド
に添加することによって製造した。タンパク質をポリオールブレンドに添加した後、スパ
チュラおよびボルテックスミキサーを使用して組成物を混合し、タンパク質を分散させた
。ポリオール／タンパク質「Ｂ」成分の全試料重量は１０グラムであった。次いで、成分
「Ａ」（ＰＭＤＩ）１０グラムをビーカー内の「Ｂ」成分に添加し、スパチュラを用いて
手で十分混合した後、ビーカー内で自由発泡させた。実験に用いた成分は全て周囲温度（
２３℃）であった。フォーム反応は全て周囲温度で行った。
【０２１２】
　タンパク質を含有するフォームを、２つの対照フォーム、即ち、前述のポリオールブレ
ンド（ＪＭ－３７－１）９グラムをＰＭＤＩ１０グラムと反応させたものを含有する対照
－１（ＪＭ－４０－３）、および前述のポリオールブレンド（ＪＭ－３７－１）１０グラ
ムをＰＭＤＩ１０グラムと反応させたものを含有する対照－２（ＪＭ－４０－４）と比較
した。実験に用いた成分は全て周囲温度（２３℃）であった。フォーム反応は全て周囲温
度で行った。
【０２１３】
　上記の方法で製造したフォームの画像を図１７に示す。ｐＨ約３．５のＦｌａｖｏｕｒ
ｚｙｍｅ消化乳清タンパク質・ロット番号５－８０で製造されたフォーム（試料ＪＭ－４
０－２およびＪＭ－４０－５）は、ｐＨ約６．０のＦｌａｖｏｕｒｚｙｍｅ消化乳清タン
パク質・ロット番号５－７２で製造されたフォーム試料ＪＭ－４０－１より発泡高さが高
かった。さらに、ｐＨ約３．５のＦｌａｖｏｕｒｚｙｍｅ消化乳清タンパク質・ロット番
号５－８０で製造されたフォーム（試料ＪＭ－４０－２およびＪＭ－４０－５）は、対照
のフォーム試料（即ち、ＪＭ－４０－３およびＪＭ－４０－４）より発泡高さが高かった
。フォーム試料のそれぞれの密度を表８に記載する。
【０２１４】
【表８】

【０２１５】
実施例１０：消化されたヒマタンパク質から得られた水溶性ポリペプチド組成物を使用し
て製造されたフォーム
　この実施例は、消化されたヒマタンパク質から得られた水溶性ポリペプチド組成物を使
用して製造したポリウレタンフォームの製造を記載する。
【０２１６】
Ａ－ポリペプチド組成物の製造
　消化されたヒマタンパク質（ロット番号５－１０８）は、Ｐｒｏｆ．　Ｓ．　Ｂｒａｕ
ｎ（ｔｈｅ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ａｐ
ｐｌｉｅｄ　Ｂｉｏｌｏｇｙ　ａｔ　ｔｈｅ　Ｈｅｂｒｅｗ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　ｏ



(53) JP 2016-211007 A 2016.12.15

10

20

30

40

50

ｆ　Ｊｅｒｕｓａｌｅｍ，Ｉｓｒａｅｌ）から実験試料（「消化されたヒマ」）として入
手した。消化されたヒマは次のように製造した、すなわちヒマミールタンパク質を水中に
約　１：１０ｗ／ｗの比で懸濁させた。塩化カルシウムを１０ｍＭの有効濃度まで添加し
、１０Ｎ　ＮａＯＨを添加することによって懸濁液のｐＨをｐＨ９に調整した。この反応
を、撹拌しながら５５℃に加熱した。次に、Ｅｖｅｒｌａｓｅ　１６Ｌ　Ｔｙｐｅ　ＥＸ
（登録商標）（ＮＯＶＯＺＹＭＥＳ’）を、ヒマミールタンパク質１ｋｇ当たり１０ｇの
割合で添加し、混合物を同じ温度で約４時間撹拌した。次いで、得られた混合物をクエン
酸でｐＨ３．５に低下させ、噴霧乾燥させて黄褐色の粉末を得た。
【０２１７】
　消化されたヒマを分画し、水溶性ポリペプチド画分と水不溶性／水分散性ポリペプチド
画分を得た。第１の工程で、消化されたヒマ１００ｇを蒸留水０．５リットルに入れてス
ラリーにした。この混合物を撹拌機で３０分間混合した。次いで、スラリーのアリコート
を３，４００ｒｐｍで約１５分間遠心分離した。得られた上清（水溶性ポリペプチド画分
を含有した）をデカントし、この実施例のフォーム実験に使用した。残った水不溶性沈殿
物を中性の水で洗浄し、再度遠心分離した。水不溶性沈殿物を得るため、この工程を５回
繰り返した。水不溶性沈殿物が得られた。
【０２１８】
　試料をオーブンで乾燥した後、洗浄した水不溶性／水分散性画分の固形分率を測定した
。固形分率は１６．３６％であることが分かった。同様に第１の遠心分離サイクル（前述
の）により単離された水溶性画分をオーブンで乾燥した。水不溶性分散性画分と比較する
ため、乾燥した水溶性残留物を収集して固形分１６．３６％の溶液を作製した。消化され
たヒマ、ロット５－１０８、３．２７２グラムを水１６．７２８グラムと混合して、本質
的に水溶性画分と水不溶性分散性画分の両方を含有する固形分１６．３６％の混合物を得
ることにより、固形分１６．３６％の第３の試料を製造した。
【０２１９】
Ｂ－ポリウレタンフォームの製造
　イソシアネート、ポリオールブレンド、および様々な消化されたヒマポリペプチド画分
を組み合わせることにより、一連のポリウレタンフォームを製造した。これらの実験に使
用したポリオールブレンドは、使用した水が、消化されたヒマタンパク質から単離された
画分を含有したこと以外、実施例６に記載のものと類似していた。全てのポリオールブレ
ンド中の含水率が同じになるように、適切な水濃度で対照試料を製造した。様々な配合物
を表９に示す。
【０２２０】
【表９】

【０２２１】
　「Ａ」成分に使用したイソシアネートは、Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ
製のＲＵＢＩＮＡＴＥ－Ｍ、ポリメリックジフェニルメタンジイソシアネート（ＰＭＤＩ
）であった。ポリオールブレンドの組成物または「Ｂ」成分は、Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏ
ｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪＥＦＦＯＬ　ＰＰＧ－２０００、７１．４部、Ｈｕｎｔｓｍａ
ｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪｅｆｆｏｌ　Ａ－６３０、１５．６部、Ｈｕｎｔｓｍ
ａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪＥＦＦＣＡＴ　ＤＭＤＬＣ、０．６部、およびＡｉ
ｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　＆　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ製のジブチル錫ジラウレート０
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０部を含有した。
【０２２２】
　イソシアネート（「Ａ」成分）とポリオールブレンド（「Ｂ」成分）は、「Ｂ」９部対
「Ａ」１０部、および「Ｂ」１０部対「Ａ」１０部の２つの比で混合されたため、２つの
異なるイソシアネートインデックスとなった。これらの混合物から、異なる特性を有する
フォームが製造された。フォームの画像を図１８に示すが、図１８Ａは、「Ｂ」９部：「
Ａ」１０部を含有する試料（９／１０　ＰｏｌｙＩ／ＰＭＤＩと表される）を示し、図１
８Ｂは、「Ｂ」１０部：「Ａ」１０部を含有する試料（１０／１０　ＰｏｌｙＩ／ＰＭＤ
Ｉと表される）を示す。両方のポリオール／イソシアネート比で、水溶性ポリペプチドの
存在により、発泡高さが著しく高く、対照と比較して気泡構造が小さいポリウレタンフォ
ームが得られた。水不溶性分散性画分を含有する試料（ＪＭ－５８２－４）は、水溶性ポ
リペプチド画分を含有する試料ほど発泡高さが高くなかった。理論に拘束されることを望
むものではないが、水不溶性ポリペプチド画分に関するこのようなフォームの高さの増大
は、水不溶性タンパク質組成物中には水溶性タンパク質の量が少なかったことによるもの
と考えることができる。
【０２２３】
実施例１１：ヒマミールまたはキャノーラミール由来の水溶性ポリペプチド組成物から製
造されたフォーム．
　この実施例では、ヒマミールまたはキャノーラミールから得られた水溶性ポリペプチド
組成物を使用してポリウレタンフォームを製造した。
【０２２４】
Ａ－ポリペプチド組成物の製造
　同一条件で２つの試料を製造したが、一方は全粒キャノーラミールを使用し、他方は全
粒ヒマミールで作製した。キャノーラ製造物は次のように製造した、すなわち全粒キャノ
ーラミール（Ｖｉｔｅｒｒａ　Ｃａｎｏｌａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ，Ｓｔｅ　Ａｇａｔ
ｈａ，ＭＢから入手したＣａｎｏｌａ　Ｍｅａｌ　ＭＡ　Ｖｉｔｅｒｒａ　００２００、
タンパク質を約３７重量％含有すると報告されている）を、１．０％水酸化ナトリウム溶
液中に分散させた後、１　Ｍ　ＨＣｌ溶液と混合して最終ｐＨ値約４～５にした。同様に
、全粒ヒマミール（Ｋｏｐｃｏ　Ｏｉｌ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｒａｊｋｏｔ，Ｉｎｄｉａ
製）を１．０％水酸化ナトリウム溶液中に分散させた後、１　Ｍ　ＨＣｌ溶液と混合して
最終ｐＨ値約４～５にした。
【０２２５】
　ヒマ試料とキャノーラ試料を実験台上に静置した。水不溶性／水分散性ポリペプチド含
有成分は沈殿し、水溶性ポリペプチド成分は上清として観察された。試料をオーブンで乾
燥させることにより、上清の固形分を測定した。ヒマミールの上清の固形分は２．８５パ
ーセントであり、キャノーラミールの上清の固形分は３．２５パーセントであった。フォ
ームの実験では、ヒマ試料の固形分と同等にするため、キャノーラの上清を蒸留水で希釈
して、固形分を２．８５％にした。
【０２２６】
Ｂ－ポリウレタンフォームの製造
　イソシアネート、ポリオールブレンド、および様々な上清画分を組み合わせることによ
り、一連のポリウレタンフォームを製造した。これらの実験に使用したポリオールブレン
ドは、実施例１０に記載のものと類似していた。全てのポリオールブレンド中の含水率が
同じになるように、適切な水分濃度で対照試料を製造した。比較の配合物を表１０に記載
する。
【０２２７】
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【表１０】

【０２２８】
　「Ａ」成分に使用したイソシアネートは、Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ
製のＲＵＢＩＮＡＴＥ－Ｍ、ポリメリックジフェニルメタンジイソシアネート（ＰＭＤＩ
）であった。ポリオールブレンドの組成物または「Ｂ」成分は、Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏ
ｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪＥＦＦＯＬ　ＰＰＧ－２０００、７１．４部、Ｈｕｎｔｓｍａ
ｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪｅｆｆｏｌ　Ａ－６３０、１５．６部、Ｈｕｎｔｓｍ
ａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＪＥＦＦＣＡＴ　ＤＭＤＬＣ、０．６部、およびＡｉ
ｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　＆　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ製のジブチル錫ジラウレート０
．６部、および蒸留水２．９１部または固形分を２．８５％含有する可溶性画分３．０部
を含有した。
【０２２９】
　イソシアネート（「Ａ」成分）とポリオールブレンド（「Ｂ」成分）を、「Ｂ」７部対
「Ａ」１０部の比で混合した。
【０２３０】
　上記の方法で製造したフォームの画像を図１９に示す。水溶性ポリペプチド画分の存在
により、水溶性タンパク質画分を含まない対照と比較して、発泡高さが高く、気泡構造が
小さいポリウレタンフォームが得られた。
【０２３１】
実施例１２：消化されたヒマミールに由来する水溶性ポリペプチド組成物を使用して製造
されたフォーム．
　この実施例では、消化されたヒマミールから得られた水溶性ポリペプチド組成物を使用
してポリウレタンフォームを製造した。
【０２３２】
　実施例１０に報告した単離方法を使用して、消化されたヒマ（ロット５－１０８）を分
画し、水溶性画分と水不溶性／水分散性画分を得た。フォーム実験のため、デカントする
ことにより、水溶性ポリペプチド画分を含有する上清を得、残った水不溶性沈殿物を別の
容器に入れた。実施例１０では、水溶性ポリペプチド画分の１６．３６％溶液を作製する
ために、上清画分を収集し乾燥させた。対照的に、この実施例では、第１の遠心分離サイ
クルで得られる上清を収集し、乾燥させずにそのまま使用した。アリコートをオーブンで
乾燥させることにより、消化されたヒマの上清の固形分を測定した。第１の遠心分離工程
で得られる消化されたヒマの上清は、固形分を８．９３％有することが分かった。
【０２３３】
　イソシアネート、ポリオールブレンド、および上清画分を組み合わせることにより、一
連のポリウレタンフォームを製造した。これらの実験に使用したポリオールブレンドは、
実施例１０に記載のものと類似していた。両方のポリオールブレンド中の含水率が同じに
なるように、適切な水分濃度で対照試料を製造した。様々な配合物を表１１に示す。
【０２３４】
【表１１】
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【０２３５】
　イソシアネート（「Ａ」成分）とポリオールブレンド（「Ｂ」成分）は、「Ｂ」９部対
「Ａ」１０部、および「Ｂ」８部対「Ａ」１０部の２つの比で混合されたため、２つの異
なるイソシアネートインデックスとなった。
【０２３６】
　水溶性ポリペプチド画分の存在により、対照と比較して発泡高さが高く、気泡構造が小
さいポリウレタンフォームが得られた。この２つの混合物、すなわち「Ｂ」９部対「Ａ」
１０部のものと、「Ｂ」８部対「Ａ」１０部のものは同様の挙動を示した。
【０２３７】
実施例１３：粉砕された全粒ヒマミールまたは消化されたヒマミールを使用して製造され
たフォーム
　この実施例では、粉砕された全粒ヒマミールまたは消化されたヒマミールを使用してポ
リウレタンフォームを製造した。
【０２３８】
　全粒キャノーラミール（Ｖｉｔｅｒｒａ　Ｃａｎｏｌａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ，Ｓｔ
ｅ　Ａｇａｔｈａ，ＭＢから入手したＣａｎｏｌａ　Ｍｅａｌ　ＭＡ　Ｖｉｔｅｒｒａ　
００２００、タンパク質を約３７重量％含有すると報告されている）を、Ｒｅｔｃｈ工業
用粉砕機を使用して８０ミクロンの粒度に粉砕した。消化されたヒマ（ロット５－１０８
）は実施例１０に記載のように製造した。この実施例では、粉砕された全粒ミールおよび
消化されたヒマ試料は、水溶性ポリペプチド組成物と水不溶性／水分散性ポリペプチド組
成物の両方を含有する乾燥固体粉末であった。
【０２３９】
　イソシアネート、ポリオールブレンドを組み合わせ、ポリオールブレンドに乾燥ヒマ粒
子を添加することによって、ポリウレタンフォームを製造した。これらの実験に使用した
ポリオールブレンドは、実施例６に記載のものと類似していた。
【０２４０】
　特に、２つの比較のカップフォーム試料を製造した。第１の試料、ＪＭ－５６０－１は
、実施例－６に記載のポリオールブレンド（試料ＪＭ－３７－１）９グラムを２５０ｍＬ
の使い捨てビーカーに添加した後、８０ミクロンに粉砕された全粒ヒマミール１グラムを
ポリオールブレンドに添加することによって製造した。タンパク質をポリオールブレンド
に添加した後、スパチュラおよびボルテックスミキサーを使用して組成物を混合し、タン
パク質を分散させた。ポリオール／タンパク質「Ｂ」成分の全試料重量は１０グラムであ
った。次いで、成分「Ａ」（ＰＭＤＩ）１０グラムをビーカー内の「Ｂ」成分に添加し、
スパチュラを用いて手で十分混合した後、ビーカー内で自由発泡させた。
【０２４１】
　第２の試料、ＪＭ－５５３－３は、実施例－６に記載のポリオールブレンド（試料ＪＭ
－３７－１）９グラムを２５０ｍＬの使い捨てビーカーに添加した後、消化されたヒマ（
ロット番号５－１０８）２グラムをポリオールブレンドに添加することによって製造した
。タンパク質をポリオールブレンドに添加した後、スパチュラおよびボルテックスミキサ
ーを使用して組成物を混合し、タンパク質を分散させた。ポリオール／タンパク質「Ｂ」
成分の全試料重量は１０グラムであった。次いで、成分「Ａ」（ＰＭＤＩ）１０グラムを
ビーカー内の「Ｂ」成分に添加し、スパチュラを用いて手で十分混合した後、ビーカー内
で自由発泡させた。
【０２４２】
　２つの試料を、乾燥タンパク質含有粉末が添加されていない対照のフォーム（ＪＭ－３
７－１）と比較した。
【０２４３】
　タンパク質含有粉末の存在により、対照と比較して発泡高さが高く、気泡構造が小さい
ポリウレタンフォームが得られた。
【０２４４】
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実施例１４：ポリオール組成物にタンパク質組成物を添加することにより形成された混合
物のキャラクタリゼーション
　これらの成分間で特定の化学反応が起こり得るかどうかを調べるため、ポリオール化合
物ＰＰＧ　２００とタンパク質組成物（例えば、消化されたヒマ、消化された大豆、およ
び消化された乳清）を水の存在下および水の非存在下で混合した。特に、ＦＴＩＲ分析に
より、消化されたタンパク質中に遊離カルボン酸官能基が存在することが分かったため、
ポリオールのヒドロキシル末端基と消化されたタンパク質の遊離酸部分とのエステル化反
応の存在を確認する試験を行った。起こり得る反応を特定できるように、これはイソシア
ネート成分の非存在下で行った。ポリオールとタンパク質組成物の混合に使用した方法を
、ポリオール／タンパク質混合物の物理的観察結果と共に実施例５に報告する。
【０２４５】
　混合工程が完了した後、試料瓶を周囲条件で数日間放置した。様々な混合物の沈殿成分
が容器の底部に沈殿した後、上清のアリコートを、沈殿生成物の特定の試料と一緒に回収
した。抽出されたおよび／または反応した成分の有無を試験するために、得られたアリコ
ートを溶液状態ＦＴＩＲで分析し、減算スペクトル（ｓｕｂｔｒａｃｔｉｏｎ　ｓｐｅｃ
ｔｒａ）を生成した。
【０２４６】
　上清のスペクトルから純粋なＰＰＧ２０００のスペクトルを差し引くことによって減算
スペクトルを生成した（乗算係数＝１）。次いで、化学的に変化した反応生成物の可能性
を試験するため、得られた減算スペクトルを重ね合わせ、出発成分（ＰＰＧ２０００およ
び消化されたタンパク質）と比較した。
【０２４７】
　水とともにポリオール中に消化されたヒマを混合して作製した混合物の上清の減算スペ
クトルから、上清中に化合物が存在することが分かった。減算スペクトルを、純粋な消化
されたヒマのスペクトルと比較することにより、上清化合物は、約３５４０ｃｍ－１およ
び３４２３ｃｍ－１に主要な吸収帯を有することが分かった。３４２３ｃｍ－１の基は、
出発消化ヒマ化合物にはショルダーとしてのみ現れる（消化されたヒマの主要なＮ－Ｈ伸
縮振動は約３２７０ｃｍ－１に現れた）。さらに、純粋な消化されたヒマの主要なＮ－Ｈ
吸収帯は上清化合物中には存在しなかった。さらに、上清化合物は、１６３８ｃｍ－１付
近を中心とする消化されたヒマの主要な吸収帯を含有するが、１７１７ｃｍ－１にはカル
ボニルの吸収は認められなかった（消化されたヒマの１７１７ｃｍ－１における吸収は、
遊離カルボン酸の存在と一致する）。代わりに、上清化合物は、１７３９ｃｍ－１に著し
く異なるカルボニル伸縮振動の存在を示したが、これはエステルの存在と一致する。
【０２４８】
　重要なことに、１６３９ｃｍ－１付近のピークの吸収強度と１７３９ｃｍ－１付近のエ
ステルピークの吸収強度との比は、約２／１であることが測定により分かったが、これは
、消化されたヒマの１６３９ｃｍ－１のピークの吸収強度と１７１７ｃｍ－１付近のカル
ボニルピークの吸収強度との相対比とほぼ同じであった。さらに、消化されたヒマのスペ
クトルに現れる１５３１ｃｍ－１のピークは上清化合物から無くなっていた。上清は、３
５５０ｃｍ－１付近のブロードなピークによって、および２３００ｃｍ－１～１９００ｃ
ｍ－１のピークの集合によって証明されるように水の存在を示す。
【０２４９】
　上清化合物のスペクトルをＰＰＧ２０００ポリオールのスペクトルと重ね合わせると、
３４７４ｃｍ－１付近を中心とするポリオールヒドロキシルピークは、明らかに、上清化
合物には存在しないことが分かる。まとめて、これらのスペクトルの比較から、上清化合
物は、出発消化ヒマタンパク質自体の可溶化された画分の成分であるか、または消化され
たヒマ成分とポリオール化合物との可溶化された反応生成物であることが分かる。
【０２５０】
　これらの知見に基づいて、水のもたらし得る影響を明らかにするため、消化されたヒマ
とＰＰＧ２０００との類似の混合物の上清を、水の非存在下で作製した。化合物は上清中
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収集し、ＦＴＩＲで分析し、そのスペクトルを出発消化ヒマ材料のスペクトルと、および
ＰＰＧ２０００ポリオールのスペクトルと重ね合わせた。スペクトルの解析から、沈殿物
は、出発消化ヒマタンパク質と組成がかなり類似していることが判明した。沈殿物は洗浄
されず、ポリオール不純物の存在と一致する１０９２ｃｍ－１のスペクトル成分を含有し
た。
【０２５１】
　消化された乳清タンパク質と消化された大豆タンパク質を用いた類似の実験で、上清を
同様に収集し、ＦＴＩＲで分析した。消化されたヒマで作製された上清化合物のスペクト
ルと重ね合わせたとき、得られた減算スペクトルから、上清化合物は著しく類似した構造
的性質を有するように思われることが分かる。これらの類似性は、さらにヒドロキシル領
域とカルボニル領域の重なりによって例証される。
【０２５２】
　実施例５に記載のように、消化されたタンパク質をポリウレタンフォーム配合物に大量
に添加すると（フォームの約５重量％）、フォーム密度が驚くほど低下する。この観察結
果に鑑みて、またＦＴＩＲが示す上清化合物間の著しい類似性に鑑みて、タンパク質自体
を大量に使用する代わりに上清化合物を使用することによって発泡ポリウレタン配合物を
製造する研究を行った。上清化合物で作製されたフォームは、全て、密度が驚くほど低か
った。従って、好ましい消化されたタンパク質の大量添加は好結果に繋がり得るが、意外
なことに、本実施例で得られる上清中に見出されるものと同様の構造的性質を有する化合
物を低濃度で添加することによって類似の結果を達成することができる。従って、消化さ
れたタンパク質の大量添加によって観察された傾向は、水不溶性タンパク質画分の非存在
下で、溶媒和された上清化合物（即ち、ポリオールと水の混合物を使用して、消化された
タンパク質から抽出した水溶性画分）を添加するだけで再現され、ポリオール／水ブレン
ドから沈殿した水不溶性画分の非存在下で所望の密度低下効果が得られた。
【０２５３】
参照による援用
　本明細書で参照される特許文献および科学論文はそれぞれ、その開示内容全体が、参照
により、あらゆる目的に援用される。
【０２５４】
同等物
　本発明は、本発明の精神または本質的特徴から逸脱することなく、他の特定の形態で具
体化することができる。前述の実施形態は、従って、本明細書に記載の本発明を限定する
ものではなく、全ての点において説明を目的としたものであると見なされるべきである。
従って、本発明の範囲は、前述の説明ではなく、添付の特許請求の範囲によって示され、
特許請求の範囲の同等物の意味および範囲に入る全ての変更は、本発明に包含されるもの
とする。
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【手続補正書】
【提出日】平成28年9月20日(2016.9.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１８９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１８９】
　タンパク質上清を使用して得られたフォームは、それぞれ、発泡高さが高く、気泡構造
が緻密であった。フォームの写真を図１５に記載し、実験のさらなる観察結果を下記の表
４に記載する。

【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２１３】
　上記の方法で製造したフォームの画像を図１６に示す。ｐＨ約３．５のＦｌａｖｏｕｒ
ｚｙｍｅ消化乳清タンパク質・ロット番号５－８０で製造されたフォーム（試料ＪＭ－４
０－２およびＪＭ－４０－５）は、ｐＨ約６．０のＦｌａｖｏｕｒｚｙｍｅ消化乳清タン
パク質・ロット番号５－７２で製造されたフォーム試料ＪＭ－４０－１より発泡高さが高
かった。さらに、ｐＨ約３．５のＦｌａｖｏｕｒｚｙｍｅ消化乳清タンパク質・ロット番
号５－８０で製造されたフォーム（試料ＪＭ－４０－２およびＪＭ－４０－５）は、対照
のフォーム試料（即ち、ＪＭ－４０－３およびＪＭ－４０－４）より発泡高さが高かった
。フォーム試料のそれぞれの密度を表８に記載する。

【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２２２】
　イソシアネート（「Ａ」成分）とポリオールブレンド（「Ｂ」成分）は、「Ｂ」９部対
「Ａ」１０部、および「Ｂ」１０部対「Ａ」１０部の２つの比で混合されたため、２つの
異なるイソシアネートインデックスとなった。これらの混合物から、異なる特性を有する
フォームが製造された。フォームの画像を図１７に示すが、図１７Ａは、「Ｂ」９部：「
Ａ」１０部を含有する試料（９／１０　ＰｏｌｙＩ／ＰＭＤＩと表される）を示し、図１
７Ｂは、「Ｂ」１０部：「Ａ」１０部を含有する試料（１０／１０　ＰｏｌｙＩ／ＰＭＤ
Ｉと表される）を示す。両方のポリオール／イソシアネート比で、水溶性ポリペプチドの
存在により、発泡高さが著しく高く、対照と比較して気泡構造が小さいポリウレタンフォ
ームが得られた。水不溶性分散性画分を含有する試料（ＪＭ－５８２－４）は、水溶性ポ
リペプチド画分を含有する試料ほど発泡高さが高くなかった。理論に拘束されることを望
むものではないが、水不溶性ポリペプチド画分に関するこのようなフォームの高さの増大
は、水不溶性タンパク質組成物中には水溶性タンパク質の量が少なかったことによるもの
と考えることができる。



(65) JP 2016-211007 A 2016.12.15

【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２３０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２３０】
　上記の方法で製造したフォームの画像を図１８に示す。水溶性ポリペプチド画分の存在
により、水溶性タンパク質画分を含まない対照と比較して、発泡高さが高く、気泡構造が
小さいポリウレタンフォームが得られた。

【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２３８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２３８】
　消化されたヒマ（ロット５－１０８）は実施例１０に記載のように製造した。この実施
例では、粉砕された全粒ミールおよび消化されたヒマ試料は、水溶性ポリペプチド組成物
と水不溶性／水分散性ポリペプチド組成物の両方を含有する乾燥固体粉末であった。
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